




　我が国は「観光立国の実現」を国家戦略として位置づけており、昨年10月には観光行政を
より総合的に推進するため「観光庁」が発足しました。
　観光立国の実現に向け、平成19年１月に施行された観光立国推進基本法においては、観光
旅行の促進のための環境づくりとして、「休暇取得の促進」、「休暇取得の分散化」について、国
の施策として取り組むこととされています。
　近年、企業において「ワーク・ライフ・バランス」の実現に向けた取組が進んでいますが、
仕事と育児の両立支援などとともに休暇取得の促進もその重要な一翼を担っています。厳しい
経済情勢の中、次の成長戦略を考える上で「人づくり」は欠かせません。企業が休暇を考える
ことは、業務の効率化等のみならず、従業員のメンタルヘルスケア、能力開発、社会性の向上
など、多くの意義・メリットがあります。
　また、休暇取得の促進により旅行需要が創出されることは、観光産業のみならず農・水産業
や小売業、飲食業など他産業への波及効果や、交流人口の拡大による地域活性化など、我が国
の経済活性化に極めて大きな効果をもたらし、内需拡大や地域振興の起爆剤となり得るもの
です。
　今回、企業の皆様に取材のご協力をいただき、「休暇」の促進を切り口として、業績の向上や
従業員の定着率向上等に成功している事例、社会貢献を行っている事例、休暇を有意義に過ご
すことで得られる様々な体験が企業の元気につながっている事例など、30の事例をご紹介し
ます。
　本事例集は、業種・規模毎あるいは目的・課題別に事例を検索できる目次構成となっており、
各事例では取組の導入プロセスや成果、今後の課題等を整理しています。
　数多くのヒントが散りばめられている本事例集が、企業の皆様にとって、「経営によく効く休
暇」を考えていただくきっかけとなり、「企業の活力向上」や「人づくり」への一助となれば幸
いです。
　最後に、本事例集の作成にあたり、ご協力をいただきました各企業の皆様に対しまして、
この場をお借りして御礼申し上げます。

観光庁長官　本保 芳明

ごあいさつ

〜経営に よく効く「休暇」〜   掲載一覧
塗装工事／株式会社長岡塗装店
独自の休暇制度をつくることで若手の確保・定着に成功。ベテランからの技術継承がスムーズに。

設備工事／株式会社太陽商工
有給休暇を付加した 9 連休が年 2 回。帰りやすい、休みやすい風土をつくり業界では珍しい新制度を続々導入。

菓子製造・販売／六花亭製菓株式会社
「旅＝非日常」は従業員への投資。有給休暇 100％取得の徹底で従業員の時間に対する意識が向上。

酒類／アサヒビール株式会社
年度初めの有給休暇取得計画で、取得率の低い職種の状況を改善。メリハリのある働き方を推進。

化学／三井化学株式会社
休暇取得を可能にする時間づくりと余暇を活用するヒントの提示を軸に、休みづらさの解消を目指す。

医薬品／第一三共株式会社
生命関連産業こそ最高レベルの安全衛生を。委員会を設置し、報告義務を課すことでＰＤＣＡを機能させる。

医薬品／アストラゼネカ株式会社
休暇制度を超えた独自のＣＳＲ活動が、社員の活性化を生み出した。あわせて、継続的な制度への取り組みで成果アップ。

医薬品／中外医薬生産株式会社
会社が有給休暇取得日を設定。生産性が向上し、有給休暇を取得しやすいムードも生まれた。
工作機械／株式会社岡田鉄工所
取得率の低い中小の製造業で年間 3 割の有休消化に挑戦。休むことで業務効率も向上した。

電設資材／未来工業株式会社
年間公休 14 0 日、残業原則禁止。社員の “やる気” を引き出し高い生産効率と収益力を実現。
輸送用機械／ダイハツ工業株式会社
勤続５年ごとの年次有給休暇の連続取得を制度化するなど、メリハリのある風土を意識した休暇取得促進策を実施。
精密機械／株式会社カミテ
担当部門以外の業務もこなす「多能工」に育てることで全社員の休暇を取りやすく。

システム開発／ＮＥＣソフト株式会社
同僚への遠慮による休みづらさを、「上司お墨付き」の制度で解消し、取得率の低い職場の努力を後押し。

システム開発／伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
“旅行権” 付きの休暇制度など新しい施策を次々と実行する姿勢が 6 0 ～ 7 0％の高い有休取得率を生む。

システム開発／日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社
プロジェクト休暇という明快な名目が有休を使いやすい空気を醸成。離職率は半減し、業績も最高益を実現。
システム開発／株式会社富士通ワイエフシー
在宅勤務制度の導入で業務にメリハリが生まれた。休暇取得や人材確保にもつながる。
情報通信／日本ATM株式会社
誕生日休暇制度、最長２年の育児休職制度など現場の声を重視した施策の実行で、離職率 1.8% を実現した。
情報処理／株式会社ミツエーリンクス
勤続 4 年の節目に、1カ月の休暇を。中堅にさしかかる社員への思い切った休暇施策で離職率を大幅に下げた。

食品小売業／オイシックス株式会社
「作る人」と「食べる人」をつなぐ企業の社員として必要な体験を補助金付きの「食の休暇」で実現。

小売業／株式会社良品計画
ノー残業のヒントとなったのは、育児で時短中の女性の働き方。全社的な効率化で 18 時 30 分一斉退社へ。
百貨店／株式会社 島屋
生活に密着した商品を扱うからこそきちんと休んで、普通の毎日を過ごす。常にトレンドを追いかけることが大切。
子供服／株式会社ナルミヤ・インターナショナル
同じ商業施設内にある複数の店舗を１つのユニットとして考える。店舗同士の協力で長期休暇が可能に。

信用金庫／のと共栄信用金庫
人材育成のプロジェクトから生まれた休暇制度、サポート体制、学ぶ風土が、「のとしん」の未来を創る礎となった。

飲食店／株式会社ラムラ
計画的な休暇の取りづらい飲食業で「全員が公平に休む」制度を導入、人材定着率にも手応えあり。
宿泊業／株式会社ホテル東洋館
休日を織り交ぜた研修旅行を設定し、宿泊業従事者として欠かせない「オフとしての旅」を経験する機会に。
宿泊業／株式会社ホテル南風荘
休暇制度は社員満足度向上の手段。「誕生日休暇」と人材教育の導入で休暇取得のしやすい環境を整備。

旅行業／株式会社エアーリンク
社員の休暇旅行を奨励することで、仕事に活かせる「見聞」を広げさせ、プロ意識を高める。
デザイン／株式会社翔栄クリエイト
業務の効率化、組織力強化のために最長 16 日間の連続休暇制度を導入する “発想の転換”。
web デザイン／マルキンアド株式会社
最長 1カ月の大胆な長期休暇制度。旅行で得た社員の経験はデザイン会社としての貴重な財産に。
機器リース／拓新産業株式会社
20 年前より週休 2 日を実施。新卒採用の不振をきっかけに休暇制度の充実を検討。
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〜経営に よく効く「休暇」〜   目的・課題別に事例を探す 休暇を取得しやすい環境を整えることにより、業務効率改善、健康管理、人材の獲得・定着、多様な人材の活用、
従業員の多様な視点の獲得、社会・地域への貢献など、企業価値を高める効果につなげている取組事例を紹介。

株式会社長岡塗装店建設業
休暇制度による若手の確保・定着でベテランからの技術継承に成功。

05

株式会社太陽商工建設業
社員のニーズにあわせた新制度を続々導入。人材の流出を防ぐ。

07

日本ATM株式会社情報通信業
誕生日休暇制度、育児休職制度などを充実し離職率1.8％を実現。

37

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社情報通信業
離職率半減、就職応募者数の大幅増、女性総合職採用倍増を実現。

33

株式会社富士通ワイエフシー情報通信業
ワークライフバランス推進運動で女性の離職率減、内定承諾率向上。

35

株式会社ミツエーリンクス情報通信業
勤続４年の節目の思い切った休暇施策で離職率が大幅ダウン。

39

株式会社 島屋卸売・小売業
女性の平均勤続年数が6.2 年から 19.5 年に伸び、退職者も減少。

45

株式会社ナルミヤ・インターナショナル卸売・小売業
店舗同士の協力で休暇を取りやすくし販売職の人材定着を狙う。

47

株式会社ラムラ飲食店・宿泊業
「全員が公平に休む」制度を導入。人材定着率にも手応え。

51

拓新産業株式会社サービス業
新卒採用の不振をきっかけに休暇制度を充実し採用力が向上。

63

優秀な人材の獲得や、離職率低下、人材の定着につなげている事例

人材の獲得・定着

三井化学株式会社製造業
「社会活動休暇」を新設。社員の地域参加・社会貢献活動を促進。

13 アストラゼネカ株式会社製造業
全従業員3000人が高齢化する村を応援するプロジェクトに参加。

17

地域への貢献など、企業の社会貢献・ＣＳＲ活動につなげている事例

企業の社会的貢献

47

第一三共株式会社製造業
「生命関連産業こそ最高レベルの安全衛生を」とのポリシーで従業員の健康をケア。

15 日本ATM株式会社情報通信業
休暇制度の充実とともに、健康管理・家族のケアを含む総合的施策。

37

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社情報通信業
長時間労働になりがちな高パフォーマー社員を「きちんと休ませる」工夫。

31

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社情報通信業
業務の区切りを利用した「プロジェクト休暇」導入で総労働時間を短縮。

33

株式会社ミツエーリンクス情報通信業
勤続４年の節目の思い切った休暇施策で “燃え尽き症候群” を防止。

39

長時間労働による過重労働防止や休暇によるリフレッシュなどにより
メンタルヘルスケアを含む従業員の健康管理につなげている事例

従業員の健康管理

株式会社太陽商工建設業
在宅勤務、育児休暇など社員のニーズにあわせた新制度を続々導入。

07

アサヒビール株式会社製造業
取得率の低い職種の状況を改善。メリハリのある働き方を推進。

11

中外医薬生産株式会社製造業
現場で働く女性の視点から生まれた「半休制度」で有休の有効利用。

19

株式会社カミテ製造業
各種休暇制度や企業内託児所の整備で仕事と子育ての両立支援。

27

ＮＥＣソフト株式会社情報通信業
中途採用社員や家族を持つ社員にも配慮して休暇制度を整備。

29

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社情報通信業
女性、若手、シニアの3つのワーキンググループからの意見を施策反映。

33

株式会社富士通ワイエフシー情報通信業
在宅勤務制度導入で業務にメリハリ。休暇制度や人材確保にもつながる。

35

株式会社良品計画卸売・小売業
育児休暇や時短勤務制度の充実で女性活用。女性管理職比率も高い。

43

株式会社 島屋卸売・小売業
平均勤続年数の伸び、退職者の減少で幅広い年齢層の女性従業員を確保。

45

多様な働き方や柔軟な休暇制度の充実によって、多様な人材の活用につなげている事例

多様な人材の活用

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社情報通信業
ダイバーシティマネジメントに注力し新しい施策を次々実行。

31

六花亭製菓株式会社製造業
「旅＝非日常」は従業員への投資。有給休暇100％取得を徹底。

09

未来工業株式会社製造業
年間公休140日、残業原則禁止。時間的報酬で社員のやる気を生む。

23

株式会社 島屋卸売・小売業
生活に密着した商品を扱うからこそ、きちんと休み、普通の毎日を過ごす。

45

のと共栄信用金庫金融業
人材育成プロジェクトから生まれた休暇制度、サポート体制、学ぶ風土。

49

株式会社ホテル東洋館飲食店・宿泊業
休日を織り交ぜた研修旅行で「オフとしての旅」を経験する機会に。

53

株式会社エアーリンクサービス業
休暇旅行奨励で、仕事に活かせる「見聞」を広めプロ意識を高める。

57

株式会社翔栄クリエイトサービス業
社内補助金制度の導入で、視野を広げる休暇の有効活用を支援。

59

マルキンアド株式会社サービス業
旅行で得た社員の経験はデザイン会社としての貴重な財産に。

61

休暇の有効活用により従業員が多様な視点を獲得し、業務に活かす創造力の強化などにつなげている事例

従業員の多様な視点の
獲得・創造力の強化

オイシックス株式会社卸売・小売業
社員として必要な体験を補助金付きの「食の休暇」で実現。

41

株式会社長岡塗装店建設業
休暇制度による若手の確保・定着でベテランからの技術継承に成功。

05

六花亭製菓株式会社製造業
有給休暇100％取得の徹底で従業員の時間に対する意識が向上。

09

三井化学株式会社製造業
業務の「見える化」による効率化で残業時間削減と休暇取得促進。

13

中外医薬生産株式会社製造業
業務フロー中のタイムラグを休暇取得にあて生産効率を向上。

19

株式会社岡田鉄工所製造業
輪番制による業務の回り持ちでチームワーク力の向上と効率化。

21

株式会社カミテ製造業
担当部門以外の業務もこなす「多能工」育成で業務平準化。

27

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社情報通信業
休暇取得促進・残業時間削減を推進しつつ営業利益目標も達成。

33

株式会社良品計画卸売・小売業
「業務標準化」など業務効率化の取組みで毎日18時半退社を実現。

43

株式会社ナルミヤ・インターナショナル卸売・小売業
販売スタッフが複数ブランドに対応することで顧客満足度が向上。

55株式会社ホテル南風荘飲食店・宿泊業
人材教育で業務全体をレベルアップし休暇取得しやすい環境を整備。

休暇取得促進による生産性向上・労働時間削減・新たな工夫の創出等による業務効率改善事例

業務効率改善

未来工業株式会社製造業
社員の “やる気” を引き出し高い生産効率と収益力を実現。

23

ダイハツ工業株式会社製造業
メリハリのある時間管理を意識した休暇促進策を実施。

25

59株式会社翔栄クリエイトサービス業
業務効率化・組織力強化のための連続休暇制度という発想の転換。

※各企業の取組事例は取材時期（2009年 1月〜 3月）時点のものです。
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「当社にはかつて、技能士の平均年

齢が高齢化していた時期があり、会社

存続への危機感がありました。」

そう話を始めてくれたのは、株式会社

長岡塗装店常務取締役である古志野

純子さん。自ら勉強し、同社の休暇制度

を整えた女性だ。

「そのときは職場の雰囲気も今ほど

明るいものではなく、“若手を採用するた

めに何か対策をしないといけないので

はないか”とベテラン技能士から意見

が出たのです。対策を考えはじめたのは

そのときからでした。」

目的は、事業の安定的存続を見据え

た技能継承。そのためには若手の確保

と定着が急務だった。「若い社員にとっ

て魅力的な企業」への転換が急がれて

いた2002 年こんな出来事があった。

「まだ年次有給休暇が取得できな

い時期の新入社員の奥さんが子ども

を授かり、彼女は運転免許を持ってい

なかったのです。この土地では、車を使

わずに検診にいくことは難しい。これで

は、せっかく入社してくれた新入社員が

辞めてしまうと思いました。そこで、まず

は、彼のために何ができるかと考えた

のです。」

そこで誕生した同社の特徴的な休

暇制度が「子どもの看護のための有

給休暇」。18 歳未満の子どもがいる社

員は子ども1人あたり5日間、有休以外

に取得できる制度で、1日を7.5 時間と

計算し、30 分単位で取得できるのだと

いう。

「極端なことをいえば、4名子どもがい

る社員がいるので、その場合20日、有

休以外に休めるということになります。」

こうした「子どもの看護のための有

給休暇」のほか、社員が子どもを保育

園に預ける場合、同社は保育料の3 分

の１を負担しており、現在の利用者は4

名。また、こうした制度を整備する際に

は、「公平感」に気をつけたと古志野さ

ん。その後、年配社員へむけた制度もス

タートさせ、家族に介護が必要になった

場合も同じく介護料の3分の１を負担し

ている。

長岡塗装店では、新たな制度導入時

に、助成金を多く利用している。

同社がはじめに活用した助成金は

「高齢者継続雇用制度奨励金」（島根

雇用促進協会）。これは65 歳までの再

雇用制度の導入を促す制度で、当時の

従業員構成にピタリとはまっていたとい

う。これにより計400万円の奨励金を受

け取った。

その後も、「若年者のトライアル雇用」

（松江公共職業安定所）、「育児・介護

雇用安定助成金」（財団法人21世紀

職業財団島根事務所）など、次 に々助成

金を活用して制度を整備していったと

いう。

直接的に休暇につながる助成金で

はなくとも、高齢者、若手の採用が進み

人員が増えれば休暇もとりやすくなる。

　こうしてさまざまの助成金を活用しな

がら同社の制度を整えてきた古志野さ

んは、こう語る。

「各地で、助成金に関する説明会が

多数開催されています。自社の休暇制

度整備に関して、“まず何からはじめた

らいいのか分からない”という経営者

の方には是非、助成金を有効活用して

ほしいと思います。申請が難しそう、書

類が複雑そうと思うかもしれませんが、

アドバイザーの皆さんはとても親切。ど

んどん聞いて、まずはどんな助成金が自

社の社員にとって有効であるか知るこ

とからはじめてみてほしい。助成金説明

会に参加することで、なにかヒントが得

られると思います。大変だ、大変だと現

状を嘆くのではなく、何か対策を立てな

くてはいけない。中小企業が助成金分

の利益を出そうと思ったら大変。電気代

を節約するよりも、助成金を受け取るこ

とを考えてみてはと思います。」

古志野さんはこう言い切る。

「従業員が休みをとることは会社に

とって確実に“プラス”です。自分が休み

を取るために、代わりの誰かに仕事をお

願いするには、「完璧な準備」が必要で

すよね。こうした休むための「完璧な準

備」が作業の「マニュアル化・効率化」

に繋がります。これによっていざという

時、誰でも対応できるようになる。これが

１つめのメリット。加えてそこには信頼関

係や良好なコミュニケーションが必要

不可欠で、そうした風土も自然とできあ

がってきます。

2つめのメリットとしては無駄に気が

つく機会がもてます。たまたま誰かの代

わりをしたときに、日常のルーティンな作

業のなかに無駄を発見できることがよく

あるのです。

3つめは、仕事を代行した人が成長

できるということ。誰かの休みをきっか

けに新しい経験ができます。たまたま

やったことがなかった、役割がまわって

こなかっただけでできなかったという

仕事が、一度の体験によってできるよう

になる。これが、特に若い技能士にとっ

ては当分まわってこないと思っていた役

割を、早めに体験できてしまう結果にな

ることもあります。だからこうしたシーン

にはあえて、一番若い人に頼むようにし

ているのです。こういうケースならバック

に中堅社員もいるから本人も安心でき

る状態で、プレリーダー体験ができるわ

けですね。これは、本人にとって、張り切

るチャンスになったり、先の行程を知る

いい機会にもなります。」

最後に土地柄、ワークライフバランス

についての周囲の理解や、浸透度合い

を聞いてみた。

「田舎のほうが通勤時間も少ない

し、小規模の企業のほうが経営者の

考えも伝えやすい。大変な時代だと嘆

く前に、まずは挑戦してみてほしいと思

います。」

技術継承が事業の躍進に繋がった
こ れ ら 取 り 組 み に よ る 効 果 は、若 手 の 確 保
と、技術の継承面ではっきりと現れてきてい
る。また、仕事の質の向上の成果として島根
県より表彰を受けたほか、マスコミにも多く
取り上げられ、会社の評価向上が社員個人の
プライドにつながり、モチベーション向上の
効 果もあるという。

会社概要

2

1

3

06

助成金を有効利用し
制度の基本を整える

休暇制度を整え
企業の若返りを図る

株式会社長岡塗装店

独自の休暇制度をつくることで
若手の確保・定着に成功。
ベテランからの技術継承がスムーズに。

■事業内容：塗装工事業・防水工事業・
建設工事業・アスベスト除去工事■本社
所在地：島根県松江市■設立：1965 年
■従業員数：22 名（正社員のみ）■売上高： 
4 億 1400 万円（2007 年度）

子どもの看護に使えるよう、有休取得日数を
30 分単位で使えるようにする。
世代による不公平感をださないよう、
育児支援と介護支援を両立させる。
助成金制度を活用し、基本的な社則を準備し、
自社にあった休暇施策をスタートさせる。

休みをとることで生まれる
３つの大きなメリット

現場では、若手とともに楽しそうに仕事
をするベテラン技能士の姿が見られた。
夕方仕事を終え、会社に戻った若手が練
習 を 始 め る と、ベ テ ラ ン 技 能 士 が 付 き
添って教えている様子もよく目にする
のだという。「かつてはやっぱり活気が
なかったなぁ」とはベテラン技能士の言
葉。中堅技能士にとっても、若手が入ら

ず下っ端のままでは成長がなく、なにが
面白いのだろうという雰囲気があった。
すぐに辞めてしまう社員もいた中、つい
10 年 前 は 経 営 層 も、「 あ な た た ち が 教
えないからだろう」と、定着率の悪さを
人のせいにしていた。技能継承が事業存
続には不可欠。そのために、今回の施策
は 成功だったといえる。

ベテランから若手への確実な技術継承で、事業の安定を図る

近くの高等学校の外壁を塗装している様子。作業
中は活気があり、和やかな雰囲気。

明日から自社で活かすヒント
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休暇制度を活用した若手人材の確保・定着は技能継
承が必 要な職場で大いに応用できる事例。また、休
みを取るための準備が 業 務のマニュアル 化・効 率化
につながるという発想や先輩の休 暇の間に若手がプ
レリーダー体験ができ、成長の機会となる考え方は、
業 種を問わず参 考になるだろう。はじめは専門知 識
がなくとも助 成 金 制 度の説 明 会で 学 ぶことにより、
十分に他社のお手本となりうる成果をだしている。

20 ～ 30 代の従業員
18 歳未満の子どもがいる従業員
育児休業取得者

2002年 2009年
6名
0名
0名

11名
11名
5名

若手社員の確保・定着と、出産育児への体制整備

1 級 2 級塗装技能士
1級建築施工管理技士

2002年 2009年
7名
2名

15名
5名

技術継承の成果
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埼玉県を中心に、給排水・衛生設備

工事、空調・冷暖房設備工事、建築工

事などを営む株式会社太陽商工は、

1992 年に当時の建設業界としては革

新的だった週休2日制度を導入し、埼

玉労働基準局から「ゆとり創造賞」を

受賞している。

「私の夫である先代の社長は建設

業につきまとう、きつい、汚い、危険の3K

を、期待、希望、輝きの3Kに変えたいと

思っていました。当時は、建設業で週に

2日も休んだらすぐに倒産してしまうと同

業他社から揶揄されたこともありました

が、少しでも社員に楽をさせてあげたい

という思いから週休2日制度に踏み切り

ました。賞を受賞したことは夫にはとて

も励みになったようです。」

夫が急逝したため、社長を引き継い

だ池田さんだが、その前から夫とは二

人三脚で会社を支えてきた。現在の池

田さんの経営理念や社員への思いも先

代の社長から受け継いだものだと言う。

同社は年間120日の公休がある。同

業の中ではかなり多い数字だ。そして、

ゴールデンウィーク、お盆休みにからめ

て有給休暇を2日間消化することを社

員に義務づけ最大9 連休を実現。さら

に、お客様の都合でその時期にどうし

ても休めない社員については、その9日

間を時期をずらして取得できる、フレッ

クス休暇制度も導入している。

また、「休みを取らせるだけでお金が

なければ何もできない。弊社はホテル

チェーンと契約し、日本全国およびオー

ストラリアにも保養所があり、社員は格

安で宿泊できます。各地の保養所をうま

く泊まりわたって、周遊旅行を計画する

社員もいます。」と池田さん。休暇をでき

るだけ有意義に過ごすための福利厚

生も用意している。

そのほかの就業規則もきめ細かい。

1997年には育児休業制度を制定した

ほか、介護休暇、看護休暇、1歳未満の

子どもを持つ女性従業員の時短勤務

制度、育児や介護を抱えた従業員の残

業時間の制限などを必要に応じて導入

してきた。

同社は、建設業では珍しく、いち早く

1人1台のパソコンを導入し、IT化を推

し進めたことでも話題になった。2008

年には埼玉県下の建設業では初めてと

なるIT経営実践認定証を受けている。

「IT化への取り組みは今に始まった

ことではありません。先代の時代から

いち早くパソコンを取り入れ、製図用の

CADシステムや会計システムを導入し、

業務の効率化に努めてきました。やっと

2006 年に、念願だった1人1台のパソ

コン導入が実現しただけです。それによ

り、売上管理や社内での情報共有など

の業務がより簡素化し、スピーディーに

なっただけでなく、より休みやすく、早く

帰りやすい風土を後押しすることにも成

功しました。」と池田さん。

社員が出社するとまずパソコンを立

ち上げる。すると、出勤したことを確認す

るダイアログ画面が立ち上がり、クリッ

クをすると業務が開始できるようにな

る。退社時には退社ボタンをクリックし

た後でパソコンが終了する。社員の出

勤、退社の情報は、社内LANでデータ

ベースに記録され、社長がいつでも確

認できる。深夜勤務をしている社員は

いないか、休日出勤している社員はい

ないかと社長自らが目を光らせ、場合に

よっては総務を通して改善指導を行う。

現場で作業をする職人さんたちに

は、携帯でいつでもどこでもアクセス

できるオンラインシステムを導入した。

「○○時、○○邸到着、作業開始」「○

○時、○○邸作業終了」という情報が

現場からリアルタイムで会社のシステム

に反映される。これによって、いくつもの

現場を掛け持ちしなければならない現

場監督の社員の負担を大きく減らすこ

とができた。

池田さんの決断は早い。

2007年には、法令では最低2日間と

定められている男性の出産休暇を5日

間に拡大した。社員の妻が2人目を妊

娠。難産が予測されたことから池田さん

の独断で急遽就業規則を変更した。新

しい制度をさっそく利用した社員は、難

産に立ち会い、母親と離れて不安な気

持ちでいる上の子どもにずっと寄り添う

こともできた。

1994 年、設計図の製図を担当する

優秀な女性が育児との両立の問題に

直面したときには、すぐに在宅勤務制

度を整備した。製図などの仕事なら、週

1回ほど打ち合わせのために出社すれ

ば、作業自体は家でもできる。こうして優

秀な人材の流出を防いだ。

池田さんは、時代に先駆け、問題が

発生する前に新制度を導入する。その

見極めは数字上の損得勘定ではなく、

社員のためにできることは何でもしたい

という思いからだと言う。

池田さんが今、課題と捉えているの

は介護だ。

「弊社にも介護が必要な家族と暮ら

す社員が現在2 名ほどいます。現在は

93日間という法令通りの介護休暇の枠

しか用意できてはいませんが、まずはそ

れを存分に活用してほしいです。月に1

回産業医の先生が来社するので、その

ときに何でも相談してくれてもいい。現

段階では今後、どんな制度が必要にな

るのかは見えていません。しかし、会社

としては状況を見極め、必要なときに必

要な制度を整備する準備があります。

要介護者と暮らす家族にとってどんな

制度が必要なのか、現場の声に注意し

て、臨機応変に対応するつもりです。」と

総務部の福澤勇さんは言う。「何かあっ

たら何でも相談しなよ。」が福澤さんの

口癖だ。

社員のニーズを引き出すため、池田さ

んは定期的に全社員との面談を行う。

1人約30分間の面談は「会社に対する

不平、不満を聞かせてください。私の至

らないところを気付かせてください。」と

いうスタンスで臨むという。

「中小企業なら制度を導入するのは

簡単。トップが覚悟を決めさえすればい

い。でも、実際に制度を円滑に運用して

いくには職場の風土が欠かせない。」と

池田さんは付け加える。

お得意様の都合で土日でも出勤する

ことが多い現場監督の社員たちには、

代休を取得するように口うるさく指導す

る。事務職の管理職は、自らが率先して

早く退社することで、部下にも早帰りを

促す風土がある。池田さんは「風土は

一朝一夕ではできない。長年の雰囲気

づくりが大事。」と力説する。

「社会の幸せづくり、お客様の幸せづ

くり、社員の幸せづくり」が同社の経営

理念だが、「まず社員の幸せがないと、

お客様の幸せも社会の幸せも成し遂げ

られないだろうと思います。そのために、

私たち経営者としてもできる限りのこと

はしているつもりですが、それでも大変

なことも多いはずの社員たちが、一生懸

命働いてくれることには、本当に感謝し

ています。」と池田さんは頻繁に社員に

対する感謝の気持ちを口にする。その

気持ちこそが同社の風土を醸成してき

たのだろう。

会社概要
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IT化で休みやすく帰りやすい
風土づくりを後押し

いち早く週休 2日制を導入。
福利厚生も充実し旅行を促進

株式会社太陽商工

有給休暇を付加した 9 連休が年 2 回。
帰りやすい、休みやすい風土をつくり
業界では珍しい新制度を続々導入。

■事業内容：給排水・衛生設備工事、空調・冷
暖房設備工事、建築工事、土木工事、電気工
事、上記工事に関わる現場調査、設計積算お
よび工事進捗・管理などに関する各種システ
ム開発、プレハブ配管、ユニット配管などに関
する各種システム配管の開発など■本社所
在地：埼玉県さいたま市緑区■設立：1967
年■従業員数：52 名（2009 年2 月現在）

フレックス休暇導入で仕事の状況にあわせて
効率的な休暇取得が可能に。
経営トップ自らが社員の勤怠状況を
把握して、問題を見つけたらすぐに指導。
制度の導入だけでなく、上司が進んで
休暇を取り、休みやすい風土をつくる。

ゴールデンウィークとお盆休みの9 連休は
も ち ろ ん、代 休 を 利 用 し た り し て、よ く 妻
と 2人で旅行に行きます。宿泊施設には全
国各地にある会社の保養所を活用していま
す。オーストラリアにある保養所もいつか
ぜひ利用したいと思っています。
弊社では上司が進んで休みを取ってくれる

ので、部下としても休みやすい風土があり
ます。ただし実際には、休めばその分、前後
の 業 務 は き つ く な り ま す。で も、そ ん な と
きは「これを乗り切れば休みだ」とか「み
んなに負担をかけたのだから、その分がん
ばろう」と気持ちを切り換えることが大事
かなと思います。

上司が進んで休みを取るので部下も休みを取りやすい
工事部　坂江拓也さん

制度を導入するのは簡単。
運用するには風土が必要

明日から自社で活かすヒント
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週休 2 日制、IT 化、育児休暇、在宅勤務など、常に
時代を先取りした制度を導入している。経営トップが
現場のニーズを直接認識し、決断できる、中小企業
ならではの 機 動力を活かした好 例だ。また、社員の
幸せづくりを第一に考えることを公言することで、社
員が積極的に制度を活用できる風土をつくり上げてい
る点にも注目したい。介 護への対応を今後の課 題と
設定し、さらなる制度の充実を図ろうとしている。



CASE03

北海道帯広市に本社を構える六花

亭製菓株式会社は、平成元年にパート

従業員を含む全従業員の有給休暇取

得率100％を達成し、20年経った今で

も継続中だ。

年中無休の製造業という、一般的に

は休みが取りづらいといわれる業界に

ありながら、100％という素晴らしい結

果を出すまでにはどんな苦労があった

のだろう。

まず、何もせずに従業員の休みが増

えれば、当然こなしきれない仕事がでて

くる。正直なところ、導入当初は従業員

に戸惑いがあったと文化広報部の斉

木由紀子さんは言う。

「作業改善もできておらず、取得する

従業員サイドの意識も変革されていな

い状態では、“有休取得100％”という

メッセージは、すんなりと浸透はしません

でした。」

そこで、作業改善と制度の見直しが

急がれた。人員の補充、無駄な作業の

削減。この休暇制度導入をきっかけに

して、従業員一人ひとりがどうしたら限ら

れた人員、時間ですべての作業をこなし

ていけるのかを考えるようになった。

「製造業というのは、作業の工程にひ

とつの有効な見直しが入るだけで、革

新的な時間節減ができることがありま

す。例えば、実際にパートさんから出た

意見で、ケーキを切る直前にナイフを温

めるお湯の温度を少し熱くするという

案が、採用されました。これによって作

業効率がＵＰ。こうした細かなアイデア

は従業員一人ひとりに時間に対する意

識が芽生えていないとでてこないこと

だと思います。」

有休取得100％を目指し、一時的に

残業時間が増加したが、試行錯誤しな

がら作業効率を従業員一人ひとりが考

えた結果、その問題もクリアしてきた。時

間に対する意識が、管理職ばかりでなく

一般社員、パート従業員にも浸透したこ

とが、休暇制度を導入したことに対する

六花亭の大きな企業メリットと言えそう

だ。休みが取れれば心身ともに健康な

状態を保つこともできる。

現在では、同社の休暇制度は次なる

段階に突入している。

「長期休暇制度という施策を平成15

年からはじめています。当社は、工場が

年中無休ですので従業員も土日祝祭日

に休むということができず、なかなかまと

まった休みが取りにくいのですが、そん

な中でもなんとかして働きやすい環境

をつくりたいということで最低6日以上

の長期休暇を義務づけました。」

全従業員の年間の休みを決定させ

る機会を年に一度（2月）設け、繁忙期

を除いた時期で、その年度の個 人々の

休暇をあらかじめ設定するのだという。

まずは、従業員一人ひとりが希望を出

し、直属のライン長に提出する。その後、

各部署の総括が全従業員の長期休暇

時期を決定し、提示するという仕組み

になっている。このとき決めた長期休暇

が予定どおり取得されない場合は、職

場の段取りがなっていないということ

で、職場全体の評価にも連動される仕

組みだ。　

まとめて休暇を取得してほしい理由

はどこにあったのか。

「たとえ有休が100％取得されたとし

ても、1日だけの休みではどうやって過

ごしていいか分からず、だらだらと過ご

しているうちに終わってしまったり、家事

で一日潰れてしまうという声を多く聞き

ました。そこで、休暇を「消化型」から「有

効利用型」に変えるため長期でまとめて

休んでもらうことにしたのです。」

加えて、長期休暇を使って、従業員が

具体的にアクションを起こせるよう、大

胆な社内旅行制度も設けている。

「社内旅行制度として、従業員一人あ

たり年間20万円の範囲で補助金を支

給しています。」

6人組を作り、旅を企画して提出すれ

ば、上記の補助金を受けることができる

という。

この制度は20万円の範囲内なら年

間何度でも活用できる。例えば東京へ

の国内旅行に同僚と6人で出かけ、海外

へは趣味のあう他部署の先輩社員を6

人集めて出かけるという具合だ。旅先か

ら受ける刺激はもちろんのこと、普段は

ゆっくり話す機会がない社内メンバー

との親睦も深まる。この制度は必ず、6人

以上で企画を出すように決められてい

る。6人以上という人数は仲間うちのコ

ミュニケーションを促進させるのに、最

適なのだという。

また、旅へ行った様子は、定期的に社

内報などに紹介され、休み時間の話題

の種となっているのだという。

「ただお金を渡しても有効に使われ

ないと意味がない。そうであれば、旅行

を通して豊かな経験をしてきてもらい

たい。従業員に旅をさせることは、まさに

“生きた投資”です。“心が健康でなけれ

ば美味しいお菓子は作れない”と弊社

の社長は考えています。」

六花亭では会社を「我が家」と呼び、

従業員は家族という意味で「大家族

主義」という言葉を使っている。こうした

考えは先代から受け継いだもので、こ

の社内旅行制度にもつながるポリシー

がある。

「昭和の、まだ洋食が珍しかった時

代、先代は従業員を連れてフルコースを

食べに札幌まで行っていたそうです。非

日常を体験させ、従業員を成長させると

いう社風が今も生きています。」

可愛いわが子に刺激的な体験をさ

せ、その成長を見守るかのごとく、従業

員へ「旅＝非日常」という投資をしてい

るのだ。昨年のデータでは100 件以上、

1000人近い従業員が社内旅行制度を

使って国内外の旅行に出ているという。

特筆すべきはこの制度、正社員だけで

はなく、パート従業員にも適用される。正

に「大家族主義」に相応しい制度だ。

今後の目標を聞いた。

「もっと休みを増やしたいと社長は申

しております。それは、休暇制度を導入

した効果を、社長自ら実感できているか

らなのでしょう。」

同社では、長期休暇を導入後、業績

が下がるようなこともないという。

暇は毒。それは、仕事上の暇も、休み

の日の暇にも当てはまる。すべてを効率

化し、「遊びも仕事も一生懸命」、それが

六花亭のスローガンだ。

つい最近も、そんな考え方を表すよう

な事例があった。昨年の12月末までに

今年度の有休を取り終えてしまおうとい

う試みだ。そして、1月から3月までの間

に新たな休暇を5日間支給した。比較

的忙しさが緩やかなこの時期、いかに

緊張感のある仕事をするか。根底にあ

るのは「暇＝毒」という考え方だ。12月

までに有休を取り終えることで忙しさと

緊張感が生まれ、テンポ良く仕事をする

ことができた。そこで、さらに5日間の「暇

毒休暇」を支給することにしたのだ。

休みの日の暇をなくす「有効利用型」

の休暇制度も、仕事上の暇をなくす「暇

毒休暇」も根本は一緒。「遊びも仕事も

一生懸命」という六花亭ならではの考え

方が活きている。

会社概要
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「生きた休暇取得」にむけ、
社内旅行制度を整備

「残業増」からのスタート。
作業効率ＵＰが急務に

六花亭製菓株式会社

「旅＝非日常」は従業員への投資。
有給休暇100％取得の徹底で
従業員の時間に対する意識が向上。

■事業内容：和洋菓子製造販売・美術館
運営■本社工場所在地：北海道帯広市■
設立：1933 年■従業員数：1388 名■
売上高：192 億 9400 万円（六花亭グルー
プ／ 2008 年 3 月期実績）

休みを決める時期を定め、年間の長期休暇を
予め設定し、その取得状況もチェックする。
旅をきっかけに「消化型休暇」を「生きた休暇」
へ転換させる。
業務が比較的緩やかになる時期には、臨機応
変に臨時の休暇制度を発令。

趣味で吹奏楽をやっているのですが、休暇
制度を使って大会にでたり、音楽を聞きに
行っています。また、弊社施設である、中札
内美術村で働いているメンバーは4 月下旬
から11 月上旬までが繁忙期。その分、有休
を4 月に先取りし、全国の美術館をめぐっ
たり思い思い楽しんでいます。休みを充実

させると、休んだ分「仕事でお返しします!」
という気持ちになりますね。忙しすぎると
人は育たない。だから、無駄を省いて休暇
は思いっきり休もうと思うし、スタッフに
もそう勧めます。趣味や余暇を諦めなくて
いい環境はやはり理想だと思います。

休暇制度をフル活用 ! 仕事も遊びも手抜きなし !
帯広本店喫茶室ホールライン長　河合佑紀さん

暇は毒。暇があったら
休暇を、旅行を

明日から自社で活かすヒント
休暇を切り口に働き方というタイムマネジメントを社
員に浸透させた例。同社はそれにとどまらず、休暇そ
のものを「生きた」ものにしようと制度を進化させて
きた。同僚 6 人と旅行に行く制度は、社内のコミュ
ニケーションを活発化させるとともに、社員の社会
性や能力の向上に役立っている。休暇取得に真剣に
取り組むことによって、社内に適度な緊張感を保って
いる。



有給休暇 その他休暇

ほか

リフレッシュ休暇
年初に計画的に取得。
長期(原則6日)の休暇。

アサヒナイスライフ休暇
（最大12日／年）

メモリアル休暇
年初に計画的に取得。
1日単位の休暇。

社会貢献活動や地域のイベントの手
伝い等のため、有給休暇とは別に設
定。事前の申請・審査が必要。

永年勤続休暇
（最大10日／年）※勤務30年の場合

勤務年数に応じて休暇が付与される。
勤続10年で3日、20年で5日。

子育て休暇
（最大10日／年）

幅広く子供のために使う休暇として設
定。3歳までは有給、中学入学前まで
は無給で取得可能。

配偶者出産休暇
（最大5日／回）

配偶者が出産した男性社員向けの休
暇として設定。

年初に計画的に設定する
ことで、長期の休みが取り
やすくなった。

長期の休暇を取りづらい部門
を意識した制度。原則年1日
（記念日に限定していない）。

CASE04

休暇取得促進に関する長年の地道な取り組みを背景
にしつつ、いまだ弱点となっていた部分を、自社の体
制に合わせた方法で解決したのが興味深い。工場に適
した休み方、営業部門に適した休み方など、それぞれ
の職場の状況に即した制度を工夫している。各職場の
自発的な運用に任せられるようになるまでには努力が
必要だが、いったん風土として定着すればこういった
方法もあり得ることに気づかせてくれる例といえよう。

季節や顧客特性に合わせて業務を

調整していくと、部門によっては、やむを

得ない休日出勤が度々 発生する。そんな

業界事情にあって、アサヒビール株式会

社では、休むときにはしっかり休み、メリ

ハリのある働き方で生産性を高めるた

め、職場環境に応じた柔軟な休日制度

を設けている。

例えば、工場では、1990 年代前半か

ら始まった「フレッシュマネジメント活動」

により、製品の鮮度を重視し、必要なと

きに必要な数量だけを製造する体制が

定着。そのため、フレキシブルな生産体

制が必要となり、夏や年末といったビー

ルシーズン前などの繁忙期に製造が集

中、この時期には通常週2日の定休が1

日になることも起こるようになった。これ

に対しては、仮に土日に製造予定が入っ

た場合、その日を出勤日に変更し、ゆとり

のある時期に振替休日を設定する、と

いった制度で、休日の確保に取り組んで

いる。

一方、営業部門には、お客様相手の仕

事だからこその課題がある。主な得意

先は量販店や飲食店だが、これらの業

種には365日24 時間営業のところもあ

り、営業担当者も先方の都合に合わせ

て休日出勤になってしまうことがあるの

だ。この事情を踏まえて実施されている

のが「個人振替休日制度」。会社や職場

側で振替休日を決めるのではなく、個人

が自分のスケジュールに合わせて設定

できるようにしたもので、本来は土日の休

日を、事前申請で他の曜日に動かせるよ

うにしたものだ。

しかし、有給休暇の取得状況となる

と、両者の間に差が出てくる。工場の仕

事は計画的にシフトを組めるため、有休

取得率は高いのだが、これに対し、営業

部門での有休取得率は低め。工場での

有休取得日数が1カ月平均で1日以上

をキープしているのに対し、営業部門で

の有休取得日数は、その約半数程度と

低めに推移してきたのである。

このような状況の中、計画的な有休の

取得を促進し、よりメリハリのある働き

方を推進するために設定されたのが、

1990年に始まった「リフレッシュ休暇」

制度である。

「リフレッシュ休暇」は、有給休暇と土

日等の休日を組み合わせて取る、原則6

日間の連続休暇。新たに制度を設けた

のではなく、既存の有給休暇をうまく消

化するために、「取り方」に2つのアイデア

を盛り込んだものだ。

そのアイデアの1つは、年度初めに一

斉に取得時期を決めてしまうところにあ

る。これが習慣化される過程でひと役

買ったのが、年度末に配られる「年間カ

レンダー」だ。年間の定休日が120日と定

められている同社では、毎年、勤務日を

明記した「年間カレンダー」を作成し、休日

と出社日を社員に通知する。そして、毎年

このカレンダーが配られるのとほぼ同時

期に、人事部門から「リフレッシュ休暇」

の取得を促すアナウンスが入る。つまり、

「年間カレンダー」が完成し全員が必ず目

を通すタイミングが、休暇を計画するきっ

かけとしてうまく機能しているのである。

もう1つのアイデアとは、「リフレッシュ

休暇」が原則6日間という長めの休暇で

あること。長期休暇の取得が可能になる

のも年度初めに計画的に設定するから

こそだが、これをきちんと消化することで

全体としての取得率も向上するというわ

けだ。

しかし、長めの休暇を確保するのがど

うしても難しい職場もある。例えば工場

においては、臨機応変な生産体制を確

保する必要性から、「リフレッシュ休暇」

のような長期休暇の取得は難しいケース

も出てくるのだ。

「リフレッシュ休暇」制度導入後、この

ような職場をフォローする形で、1996年に

誕生したのが「メモリアル休暇」だ。こち

らも、年度初めに計画的に設定するのは

同じで、各社員が任意の記念日など（実

際は記念日に限定してない）に休暇を取

るというものだ。

ちなみに「リフレッシュ休暇」と「メモ

リアル休暇」は、その両方を取得すること

ができる。ポイントは年度中に各1回設

定することで計画的に有休取得できる

環境になっていて、そのことがメリハリを

生んでいる点にある。

「リフレッシュ休暇」や「メモリアル休

暇」はそもそも有休取得推進のための

制度であるため、活用状況についての

集計は難しい。しかし、同社人事部主任

の宮田耕平さんは、「手応えとしては十

分にある」という。「有休そのものについ

ても、労働組合などから『雰囲気的に取

りづらい』という声はすっかり聞かなくな

りました。」

そもそも同社は、以前から地道な休

暇取得促進活動に取り組んできた。例

えば、事業所単位の年度目標設定の中

に休暇取得日数を盛り込ませたり、労働

組合から有休取得の少ない職場があ

がればすぐに人事部門が調整を行うと

いった具合だ。さらに、9月を中心に行

われる同社の人事異動は、約4000人の

社員のうち800人が入れ替わることもあ

る大規模なもの。これを機会に、休みや

すい職場の雰囲気が全社に拡がること

も、全社的に休暇取得に前向きな風土

の形成に役立っているといえそうだ。

そして、ひとたびこうした風土が形成

されてしまえば、制度を推進するための

強制力は必要なくなる。「リフレッシュ休

暇」についても、制度としては全社的に

導入されているが、職場環境として長期

の休暇取得が難しい場合など、強制的

に取得させるのではなく、各職場の判断

に任せた柔軟な運用方針を採っている

のもその表れだ。

「むしろ、強制すると『やれといわれた

からやる』というムードになりがち。本当

の意味での効果を目指すなら、個人の

意識として定着させなければ。そのため

には、最初から実情に合った形で進めら

れるべきです。」というのが宮田さんをは

じめとする同社人事部の考え方だ。愛

社精神と仲間意識が強く、同僚が休ん

だ分は進んでカバーする雰囲気がある

という同社の風土においては、自発的な

運用こそが定着に寄与しているのだ。

2007年末からは、勤怠システムの変

更も実施。サービス残業などを見逃さ

ず確認できる体制を整えたことで、残業

時間が正確な数字で把握されるように

なった。その結果、勤務時間は残念なが

らやや増加傾向にあるが、1カ月の平

均有休取得日数は2007年から2008 年

にかけて上昇。そこには、メリハリのある

働き方をするため、また、実労働時間全

体を削減するため、積極的に休暇を活

用しよう、という空気が感じ取れる。

そしてこのような「実労働時間全体の

削減」は、ワーク・ライフ・バランスの具体

的な指針づくりの最中にある同社にとっ

て、大きなテーマの一つでもある。「自由

な時間が増えれば、一人ひとりが大切に

思う部分に時間を使うことができ、心が

満たされます。それが仕事で生産性を上

げることにつながり、会社にとっても社員

にとってもメリットになるということを、上

手に浸透させていきたいです。」と宮田

さんも抱負を語ってくれた。

■事業内容：酒類製造・販売■本社所在
地：東京都墨田区■設立：1949 年■従
業員数：3713 名（2008 年12 月現在）
■ 売 上 高：1 兆196 億 円（2008 年12
月実績）

会社概要

明日から自社で活かすヒント

2

1

3

アサヒビール株式会社

年度初めの有給休暇取得計画で、
取得率の低い職種の状況を改善。
メリハリのある働き方を推進。

年間の出社カレンダーが決まるタイミングを、
有休取得計画のきっかけとする。
年度初めの「計画」「申請」で長期休暇の取得
を可能にし、取得率の低い職種の状況を改善。
ひとたび休暇に前向きな風土が形成されれば、
強制より自発的な運用が効果的。

職場環境に対応した制度で
休日を確保

年間カレンダーの配布と同時に
有休取得期間を決める

永続的な意識改革には
自主性の尊重が必要

11 12



CASE05

2 社の合併による設立から10年の節

目を迎えた2007年、三井化学株式会

社は、今後の経営基本方針の一環とし

て「人材マネジメント方針」を打ち出し、

その中で、「仕事と生活の調和を取るこ

とで、会社の生産性は上がり、個人の働

きがいや生きがいも増す」という、ワーク・

ライフ・バランスの考え方を示した。その

後、2008 年4月には、厚生労働省の「仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）推進プロジェクト」に10社あるモデル

企業のうちの1社として参加。トップ自ら

が「『ゆとり』創出に向けた時間づくりと

その活用支援」を宣言し、より具体的な

施策への道を踏み出す。

育児・介護支援、休暇等の制度につ

いては従来から充実させてきた同社だ

が、今回の取り組みはさらに一歩踏み込

んだもの。「制度があっても、現実には休

みづらいと感じている人も多い。それを

改善することが新たな目標です。」と、同

社人事・労制部の片寄雄介さんは説明

する。

その表れの一つが、トップ宣言にも盛

り込まれた「時間づくり」の考え方。残業

削減も休暇取得も、時間に余裕がなけ

れば現実的ではないのだから、まずは

その時間を創り出そうというのだ。具体

策として真っ先に推進されたのは、会議

とメールの効率化。会議については、そ

もそも会議を開く必要があるのかを問う

「やるのか五則」と、開く場合にはその会

議をより効果的なものとするためのポイ

ントをまとめた「やるなら三則」というルー

ルを改めて作成。メールについても、表

題や宛先の書き方などスピードアップに

欠かせない5点をまとめた「めーるーる」

を制定。これらを1枚のカードにまとめて

全社員に配付、常に目に触れる場所で

注意を促すこととした。

こうしたルールで「時間づくり」の基礎

を作り、次に取り組んだのは「ノー残業

活動」。具体的な行動の一つが、外出先

などを記入する行き先表示板を活用し

た「退社時間宣言」だ。各社員は出社後

すぐ、退社目標時間を表すカラーマグネッ

トを行き先表示板に貼付する。マグネッ

トは3色あり、青は18時半まで、黄色は

20時半まで、赤は20時半以降の退社を

示している。こうして、マグネットの色を超

える残業や赤のマグネットばかりが続く

ようなら、上司が原因を確認し、対応策を

とるというわけだ。さらに、職場単位で全

員が定時退社する「ノー残業デー」を設

定。週一日の実施を徹底し、定時退社す

るために何をすべきかを考えるようにし

ている。

同時に、休暇取得の促進に向けては、

「年休取得計画表」を導入。これは、各

四半期の初めに職場単位でカレンダー

上に年休取得日を記入、メンバーで回覧

するなどして共有するというものだ。

実はこれらの方法は、同社の工場部

門にヒントを得たもの。というのも、本社

では50％程度（2007年時点）の年休取

得率も、工場の3交替勤務者は約95％

と非常に高く、すでに「年休は取得する

もの」という文化ができているからだ。

同社はその理由を「工場では、相互に業

務内容を把握し、1人が抜けたとき、誰

がどうバックアップするか明確にしてい

るため」と分析。この仕組みの本社導入

にあたり、まずは各人の業務内容の「見

える化」に着手したのだ。

「ノー残業活動」と「年休取得計画表」

の共通点は、業務内容と勤務時間の

「見える化」を図り、どこを効率化すべき

かを把握する試みであること。残業時間

の削減や休暇取得の促進は、効率化に

よる時間づくりとセットでこそ実行でき

る、という考え方がここにも見て取れる。

さらに2009 年1月には、PCのログオ

ン・オフ時刻による実労働時間の把握も

始まった。同社では出退時刻をオンライ

ンで管理しているが、PCログオン・オフ

時刻と、本人が申請する出退時間に30

分以上差がある場合は、その理由を記

入しなければならないようにシステムを

変更したのである。この新システムによ

り、勤務時間をより正確に確認できるよ

うになり、とくに管理職にとっては、業務

の効率化に真っ向から取り組むきっか

けとなった。また、予想外の効果として、

管理職自身の勤務時間意識にも変化

が現れた。残業代が出ない管理職の場

合、以前は、自身の勤務時間が標準時間

をオーバーしていても、手続きの煩雑さ

もあって「標準時間に退社した」と申請

することも多かった。ところがシステムの

変更により、残業時間が自動的に表示さ

れるようになったことが、管理職が自分

の残業時間を見直す動きにつながって

いるというのである。

これらの取り組みを、2008 年秋の社

内報で3 号連続の特集として紹介。長

時間労働に頼らない仕事の仕方を呼び

かけ、社員の意識改革を促した。

一方で、意外な意識改革効果を発揮

しつつあるのが、2007年に本社社屋内

に作られた「和（なごみ）サロン」の存在

である。

「和サロン」設置の当初の目的は、社内

コミュニケーションの活性化にあった。

背景にあるのは、メールなど、実際に顔を

合わせなくても業務を進められる便利

ツールを活用している今だからこそ、社

内の「顔の見える関係」を大切にしたい、

との考えだ。カフェとゆったりしたテーブ

ル席を備えたサロンは、社員同士がリ

ラックスして交流できる場として好調な

滑り出しを見せ、今では「美味しいビー

ルの飲み方」や「アロマテラピー講座」と

いった趣味の学びの場にも発展してい

る。極めつけは、社員自らが出演する芸

能大会。第一回の開催時には、終業後

のひととき、専務率いる社内コーラス部

による合唱や、名物社員のものまね披露

などを約100人が楽しんだ。このことに、

人事・労制部女性社員登用推進チーム

リーダーの田中千穂さんは次のように期

待を寄せる。「こうしてオフで充電してい

る社員を見るのは楽しいですし、その人

がオンにはバリバリ働いているのを知っ

て『自分も』と思うきっかけにもなるはず。

そのことで、休暇に対する意識も変わる

のではないでしょうか。」冒頭に挙げた

トップ宣言では、ゆとりの時間の「活用

支援」についても謳われているが、「和サ

ロン」での活動は、間接的ではあるが、各

人の時間の「活用支援」の役割も果たし

ているのかもしれない。

会社側は、さらなる休暇制度の充実

という形でも時間の活用支援に取り組

んでいる。その一つが2008年8月に新

設された「社会活動休暇」だ。有休が自

分のための休暇なら「社会活動休暇」

は「誰かのための」休暇。地元の少年野

球の指導、PTA活動、災害支援などの

目的で、2009年1月末現在、すでに利用

件数は99件にのぼっている。

「社員に『休暇は取得するもの』と思っ

てもらうには、それが会社の方針である

というメッセージを強く発信しつつ、取得

を妨げている理由を一つずつ解決し、

加えて、休暇を取ることで人生が充実す

ると実感してもらうこと。」と片寄さんは

言う。この3点は、どんな業種や企業で

あっても参考にできる考え方の基本と

言えるだろう。

会社概要

2

1

3

勤務時間の「見える化」で
効率化すべき点を洗い出し

「休暇で何をするか」の
イメージ作りで意識を改革

ワーク・ライフ・バランスは
「時間づくり」ができてこそ

三井化学株式会社

休暇取得を可能にする時間づくりと
余暇を活用するヒントの提示を軸に、
休みづらさの解消を目指す。

■事業内容：機能材料、先端化学品、基
礎化学品等製造■本社所在地：東京都港
区■設立：1997 年■従業員数：単体／
5026 名、 連 結 ／ 1 万 2814 名（2008
年 9 月 30 日現在）■売上高：1兆 7867
億円（2008 年 3 月実績）

会議、メールに関するルールの策定など、
分かりやすい「時間づくり」ノウハウの開示。
業務効率化の前提として、退社時刻宣言、
年休計画表等で、忙しさを「見える化」。
オフを充実させている社員の姿を見せるなど、
休暇の活用法をイメージさせる。

昨年夏、土日を挟んで2 日ずつ年休を取り、
計6 日間でドイツの音楽フェスに行きまし
た。休暇取得は2 カ月ほど前から、まず上司、
次に同僚に宣言。早い段階から意思表示して
いたこと、日ごろ同僚が忙しいときには応援
してきたことが、すんなり休暇を取れた要因
だと思います。考えてみれば、その後導入が
決まった「年休取得計画表」と同じことをし

ていたわけですね。ちなみに同行した友人は
社内の営業マン。自分と違って取引先にも同
様の連絡が必要だったようで、その点は職種
ごとの違いを感じました。
音楽は、仕事でも意外と大切な「フィーリン
グ」を磨いてくれる大切な趣味。そのための
時間は自分のコンディションを確実に上げ
てくれています。

2 カ月前からの年休取得宣言で、念願の海外音楽フェスへ
人事・労制部　片寄雄介さん

明日から自社で活かすヒント
「時間に余裕がなければ休暇は取れない」という発想
のもと、時間づくりのルールを徹底。その上で勤務時
間を見える化し業務の効率化を実践していった。同時
に年休取得を計画表で管理。こうしたステップを踏ん
だ取り組みは注目に値する。また、取得した休暇の
使い方に踏み込む発想は、制度を活用しきれていな
い現状を考慮すると現実的かつ意欲的。工場での事
例分析や現状把握は今後の展開に寄与するはずだ。
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第一三共株式会社では、休暇を含む

労働時間管理の目的を2 つに分けて考

えている。１つ目は法令の遵守や健康障

害の防止といった「守りの側面」。2 つ目

は、ワークライフバランスの推進と生産

性の向上という「攻めの側面」だ。

人事の重点課題の1つとしてワークラ

イフバランスの実現を掲げており、裁量

労働制やフレックスタイム制をはじめと

した働き方に関する制度の整備のほか、

休暇を取得しやすい環境づくりの整備

に努めている。一方で昨今増加している

メンタルヘルスの問題にも目を向け、こう

した問題を複合的に、組織的に観察し、

対策を講じようと労働時間管理委員会

を発足させている点が先進的だ。

第一三共株式会社は、三共株式会

社と第一製薬株式会社が2007 年に完

全事業統合を果たし、新たなスタートを

切っている。統合するこの機会に、共通

認識として労働時間に関する問題を話

し合う場として、この組織を設けた。

委員会は3 部構成になっており、合同

中央労働時間管理委員会と呼ばれる、

国内のグループ各社が集まり話し合う

会合が年に1度開かれる。その下には、

各社中央労働時間管理委員会が存在

し、各社ごとの事案が検討される。ここ

で重要なのは、実施状況のモニタリング

と改善案の協議が行われる点。人事部

労政グループ主査である荻原浩二さん

は、この「モニタリング」の必要性を何度

も強調した。そして、各社組織の下には、

さらに事業場労働時間管理委員会も

設置され、より具体的なアクションにつな

げていくようにしている。

こうした委員会があることで、成果の

報告義務が生まれ、効果測定を定期的

に行いながらＰＤＣＡ（Plan 計画・Do

実施・Check 監視・Act 改善）をまわし

ていくことができるのだという。

荻原さんは、人事のように少し離れ

た場所から発信するほうが効果的なも

のと、直属の各事業部・各部門からメッ

セージを出してもらうことが効果的なも

のを分けて考えているという。

「人事と現場。その両輪で進めていく

ことで本当に活用される制度を作って

いかなくてはなりません。実際、各事業

部・各部門特有の業務特性について、調

査し、対応するのは、各事業部・各部門

ごとにお願いしています。例えば、営業と

研究開発では仕事の内容が全く違いま

す。それぞれの働き方に内在する無駄を

削減する案などは、各事業部・各部門ご

とに、発見、検討してもらうのが一番効

果的です。」

 現状、営業職（MR）と研究開発職で

は休暇取得に関してどのような違いが

あるのだろう。

「MR は期末などの締め日近くには休

暇が取りにくい状況があります。一方、研究

開発職では裁量労働制を適用している

社員が多く、仕事の進め方や時間配分な

ど個人の裁量に委ねられているため、休

暇の取りやすい環境が整っています。」（人

事部労政グループ主任、石垣寛子さん）

具体的な取得日数を見てみると、MR

は全社の休暇取得日数平均を２日程度

下回り、研究職は全社平均を２日程度上

回る結果に。このように職種による差は

否めないが、今年度のMR の休暇取得

日数は、昨年度に比べ平均で２日弱増

の成果が出ているのだという。現状を把

握し、必要な箇所へ的確な対策をとっ

ている様子が伺える。

「直接的なネーミングの休暇ですが、

“過重労働防止休暇”という制度を設け

ています。平日の時間外労働と、休日労働

の合計が80 時間を越えた社員に対し、

医師面談を義務化し、同時に人事担当

から、上長へ直接、休暇を取らせるよう連

絡をしています。」

この80 時間という時間設定は、法律

で定められたものより短い。理由は、「製

薬会社として従業員の安全衛生は最高

レベルを目指すべきだ」とのポリシーが

同社にあるためだという。

「本人だけに啓発しても休暇は取れ

ないもの。上司とセットにしてはたらきか

けをしていかなくてはならない。」という

前出の荻原さんのコメントのとおり、苦し

いときに上長へも連絡がいくことで、休

むことに強制力が備わり、メンタルヘルス

が危険な方向へ向く前に休暇を取得す

ることができるようになっているという。

過重労働防止休暇の対象になった

経験がある、同社社員にそのときのエピ

ソードを聞いた。

「統合後の業務で多忙な時期、個人

でも危機意識があった中、人事担当か

ら指導的な連絡が入り、直属の上司、そ

の上の上司からも“明日は休むように”と

即、具体的な指示を受け、ありがたいと

感じました。そうした指導を受けている

ということがまわりにも伝わり、会社とし

て心身両面でのケアを重視しているこ

とが伝わるきっかけにもなったと思いま

す。」

個人だけでなく周囲を巻き込むこと

で、企業風土の改善効果も望めた様子。

「一度メンタルヘルスを悪化させてし

まうと、社員個人にとっても大変つらいこ

とであるし、周囲への影響も大きい。休

暇等の制度整備をし、ワークライフバラ

ンスをとることでメンタルヘルスの悪化

を予防できれば、結果的にコストの削減

にもつながります。」

健康障害を起こす社員を減らすこと

は、経営上のメリットにも直接つながって

いるといえよう。

「休暇を取得しやすい環境づくりの

1つとして誕生日や運動会など、イベント

のときにはぜひとも有休を取得してほし

いと考え、こうした用事で使う有休を特

別に“ライフイベント休暇”と呼んでいま

す。」と石垣さん。

そのほか奨励金の出るリフレッシュ

休暇の取得率は、約80％。会議や研修

を入れず、休むことが努力義務とされる

有休取得促進日の活用率も上がってき

ている。

今後について荻原さんに聞いた。

「地道な作業ですが、継続的にきっち

りと制度をまわしていくことが、非常に大

切だと考えています。労働時間管理は、

活動をやめてしまうと途端に悪化してし

まいますので、ＰＤＣＡをまわし、改善を

続けていきたいと思います。制度は人事

だけでも作れてしまいますが、それでは

まったく意味がない。運用に関してはと

てもじゃないけれど人事だけでできるも

のではない。本当に活用してもらえる制

度を作っていくには、現場の協力が不可

欠です。」

全体を通しての効果はどうか。昨年と

比べ半年経過時点で、労働時間は2 割

減、有給休暇の取得日数は、1.1日増加

とはっきりとした成果が出てきている。こ

のことは直接的に残業代の削減にもつ

ながっている。休暇が平均で1日増加を

しても業績への影響はない。アウトプット

は変わらずに、社員の労働条件が向上

している。今年度は、全社的に平均取得

日数を１日以上増やし、また休暇取得日

数の少ない者の底上げを図るというこ

とで目標を立てて取り組んできたという

同社。その取り組みの効果が、はっきりと

数字に表れている。

■業務内容: 医療用医薬品の研究開発、製
造、販売等■本社所在地: 東京都中央区■
設立: 2005 年■従業員数: 単体／6007
名、連結／1 万6237 名（2008 年9 月30
日現在）
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第一三共株式会社

生命関連産業こそ最高レベルの安全衛生を。
委員会を設置し、報告義務を課すことで
ＰＤＣＡを機能させる。

本人だけでなく上司にも働きかけることで
休暇を促進させる。

人事部と各事業部・各部門がそれぞれ
やるべきことを分担し、両輪ですすめる。

制度を設けたあとも、検証、改善が定期的に
続けられる仕組みづくりをする。

労働時間管理委員会を設け
組織的に制度を整備

健康産業に携わる企業として
最高レベルの安全衛生を

休暇取得率、
大幅ＵＰの啓発活動とは？

2008年度は、労働時間管理が本来目指すべき「ワークライフバランスの推進・生産性の向上」の鍵となる④〜⑥の施策に力を入れることで、
守りから攻めに転じていく （出典: 第一三共「労働時間管理委員会」資料）

第一三共株式会社の考える労働時間管理「守りの側面」と「攻めの側面」

・法令の遵守
・健康障害の防止

・ワークライフバランスの推進
・生産性の向上

「守りの側面」

「攻めの側面」労働時間管理の目的

① 36 協定の遵守徹底
②長時間労働者への
　医師面談の確実な実施
③労働時間の適正把握

④各種労働時間の適正な運用
⑤休暇を取得しやすい
　環境の整備
⑥ワークライフバランスデーの推進

明日から自社で活かすヒント
事 業 統 合後という新しい組 織 文化を創 造するタイミ
ングで「生命関連産業こそ最高レベルの安全衛生を」
という価 値を打ち出し、人事部と現場の協力体 制の
下に施 策を推 進。休 暇 取 得 促 進は 地 道で継 続した
働きかけが必要。このため PDCA サイクルをまわし、
改善への取り組みを続ける仕組みまで構築している。
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アストラゼネカ株式会社は、革新的

で優れた医薬品を社会に提供し続け、

多くの新薬で世界の医療に貢献してい

るリーディングカンパニー。イギリスに本

社を置き、世界中の従業員が6万6000

人を超えるグローバル企業だ。News 

week 誌が発表している『世界企業ラ

ンキング500』【財務力とCSR（社会的

責任）の観点で評価した企業評価ラン

キング】において、2007年第１位、2008

年第3 位という評価を受けた輝かしい

実績も持つ。

大阪市にある本社を訪ね、「C－day」

と呼ばれるCSR 活動について、コーポ

レートマネジメント統括部・広報部長の

井関修一さんに聞いた。

「C－day（Contribution day）は、高

齢化する村を応援するプロジェクトとし

て、3年前にスタートしたCSR 活動です。

高齢化・過疎化・孤立化する中山間地

域の棚田を保全する作業をお手伝い

することを目的としています。棚田の厳し

い現状を聞く機会があり、医薬品のお

客さまでもある高齢者の方々のお役に

立てればという想いが、このプロジェク

トをスタートさせました。2008年は、10

月7日に、全従業員約3000人が参加

し、北海道から沖縄まで全国55カ所」

で実施しました。」

実施日の1日は、3000人が働かない

日ということになる。営業的な影響が無

いわけではない。それでも、この活動に

意義を見出し決定に踏み切ったことに

価値があると井関さんは語る。

当初は休暇制度の枠をはるかに超え

たこの活動に賛否両論が社内で飛び

交っていた。しかし、現場に出向き、地域

の方 と々の交流が現実のものになると、

そうした反応は全く逆のものとなる。イギ

リス本社からも高い評価を受け、グルー

プのＣＥＯも夫妻で来日して参加。現地

で大いに汗を流して働き、この活動に感

銘を受けたという。日本独自の棚田とい

う美しい風景・文化の保存に役立てる

こと、そして何より地域の方 と々の人間的

な交流が、都市で働く社員たちを一気

に活性化させていったのだ。執行役員・

人事総務本部長の発田聡さんはこう語

る。「C－day の活動後は、１年間この話

を社員同士でできるんですよ。役職や

職種を超えて、いつでも会話できる。社

員同士の共通の思い出として、コミュニ

ケーションの活性化にもつながっていま

す。」棚田の整備や農作業に取り組む以

外に、地元のお年寄りの方 と々の交流を

深める目的もあって、オリジナルの体操

を創り出し、参加者全員で楽しむことも

忘れていない。「作業の合間や終了後に

は、地元の方 に々作っていただいた食事

をいただき、時にはお酒も入って、和気あ

いあいの雰囲気の中で交流が深まるん

ですね。」そう話す発田さんの表情もい

つの間にか笑顔になっている。

このＣＳＲ活動を実現するまでには、

様々な方の協力があった。単にボラン

ティア活動をするといっても、3000人

もの人間を一度に受け入れられるもの

ではない。そのため、受け入れ先のネッ

トワークづくりにはＮＰＯ法人棚田ネッ

トワーク、仕組みづくりには東京ボラン

ティア・市民活動センターの支援を仰

いだ。社内のＣＳＲマネジメント部を中

心に、各地域ごとに、社内公募により自

ら手を挙げた「キャプテン」と呼ばれる

リーダーを選出、サポート役も配置した。

そして、全国55カ所に、10 数人から100

人のグループに分けて社員を派遣する

という今のスタイルが構築されていっ

た。「たとえば、球根を植える作業でも、

普段はお年寄りの方3、4人だけでやる

ので何日もかかるそうですが、当日は若

者が50 ～60人で一斉に作業をやるの

で、早ければ2 ～3 時間で終わってしま

う。若者たちが来て地域が賑やかに活

気づくことがうれしいと言っていただけ

る。そうなると、自分の植えた球根が、

育っていくプロセスにも関心がわき、会

社の行事とは別に、個人的にその地域

を訪ねている社員もたくさんいますね。

人的交流が生み出す、新しい旅の創出

にもつながっていると思います。」広報部

長の井関さんも、その波及効果に驚い

ていた。

アストラゼネカ株式会社はＣＳＲ活

動だけでなく、「休暇制度」の促進にも

地道に取り組んできた。全社での一斉

有休取得日の設定から、支店や課単位

での一斉休暇取得にも力を注いでい

る。「現在、16 の支店とその中に複数の

エリア単位の課がありますが、各地の気

候条件や繁忙期に応じて、支店判断、

エリア判断で休暇取得日を設定しても

らっています。エリアの課長を中心に休

む日を決めて取るので、とても休みやす

い雰囲気ができてきていると思います

ね。全社共通の一斉休暇日も、年末や

ゴールデンウィークに連動させるように

してロングランの休暇が取りやすい環

境を整えていく工夫も実施しています。

その結果、有休取得率は、60％から約

65％と、5％アップしてきています。」人事

総務本部長として休暇制度を推進して

きた発田さんも、手ごたえを感じている

という。さらに、フレックスタイムの効果

的な活用も稼動し、オーバータイムにつ

いても１年間で、約15％削減されている。

こうした実績を積み上げながらも、発田

さんは、一律、一斉的な制度に対しての

警笛も鳴らしている。「休暇制度に特効

薬はないと思っています。我々の業務で

いえば、営業はＭＲとなるので、営業先

となる医師は、日中は診察があり夕方以

降でないと会いにくい実情や、開発部門

では、グローバルな確認が必要なので、

海外拠点との時差の中での夜間のテ

レビ会議があるなど、職種によって時間

コントロールの条件が違います。そうし

た中で、それぞれの仕事の状況を理解

せずに実施する一律的な制度は納得

感を生みません。良かれと思って実施し

た制度や新しい人事関連の仕組みが、

かえって職場の中での不公平感やその

制度を活用した個人への不満などにつ

ながってしまうケースは多 あ々るもので

す。これでは本末転倒になってしまいま

す。だからこそ、目新しいもの、華 し々いも

の、画期的だといわれるものには、注意

が必要です。いくつかの小さな試みを、

社員の理解のもと、継続していくことこ

そが本質的な成功につながるのではな

いでしょうか。」

社内における納得感の醸成、そして

地道な取り組みの継続。こうした努力な

しには、休暇制度の効果的な活用はな

いのかもしれない。
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ネットワークや仕組みづくり等
実現までのハードルは高かった

支店単位、課単位など、
休暇取得にも工夫をこらす

グローバルカンパニーが
取り組む独自のＣＳＲ活動

アストラゼネカ株式会社

休暇制度を超えた独自のＣＳＲ活動が、
社員の活性化を生み出した。あわせて、
継続的な制度への取り組みで成果アップ。

■事業内容：病気の予防と治療および
人々のクオリティー・オブ・ライフの向上
に役立つ革新的で優れた医薬品の提供■
本社所在地：大阪府大阪市北区■設立：
2000 年■従業員数：3241名（2008 年
4 月現在）■売上高：1866 億円（2007
年法人決算）

従来の休暇制度の枠に留まらない
ＣＳＲ活動への取り組みによる活性化。
全社単位、支店単位、課単位の
休暇取得日設定による取得率のアップ。
社員の納得感の醸成、職種による違いを
カバーする制度への配慮。

「Ｃ-day」は3 年連続で、和歌山県有田川町
沼地区及び久野原地区において棚田周辺の
草刈りなどをお手伝いしています。初めは
地元の方々に教えていただきながらでした
が、「自分たちにできることをやろう」とい
うコンセプトのもと、自然な形でやってい
ます。懇親会でお酒も入った勢いもあり、

「10 年連続で、キャプテンをやります！」と
宣言してしまったんですね。今では、また地
元の方々にお会いしたくなって、家族ぐる
みで旅行にきています。3 人の子供たちも、
景色はいいし、食べ物はおいしいしで大喜
び。この活動は、人に話したくなるちょっ
と自慢のイベントですね。

キャプテンとして３年連続同じエリアに。
今では家族ぐるみの交流になっています
医療戦略本部　営業支援部　営業情報戦略グループ　西澤幸高さん

明日から自社で活かすヒント

1817

同社の取り組みは、単なる休暇促進の施策に留まるこ
となく、社会貢献活動を通じて従業員の活性化につ
ながる仕組みを構築したことに大きな価値がある。全
社的なボランティア活動が、社員と地域の人々との交
流を促進し新たな旅の創出になっていることは、余暇
の使い方の先進事例といえる。また、有志のリーダー
の下で、会社組織とは異なるチームワークを体験でき
ることによって社員間のコミュニケーションが向上。
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中外医薬生産株式会社は、2007年１

月から「計画有給休暇制度」を取り入れ

ることで、前年まで18％だった有給休暇

の取得率が25％になった。

「計画有給休暇制度」とは、本人が保

有している有給休暇のうち、2日間分の

有給休暇取得日を会社側が決めてしま

う仕組みだ。いわば強制的な有給休暇

取得制度といえる。当然「計画有給休

暇」の取得率は、導入以来2 年間連続

で100％となっている。

「計画有給休暇制度」導入に踏み

切った背景を管理本部長の岡森久剛さ

んは次のように語る。

「工場の生産ラインを1日でもストップ

することは経営的に大きな打撃となる

ので、弊社では週半ばの祝日は出勤日

にしています。そのため、弊社の公休は

年間114日となり、一般的に見て少ない。

それなのに、有給休暇の消化促進を口

で言っても一向に消化率は上がりませ

んでした。会社側の都合で、大きな設備

投資は難しく、オートメーション化が遅れ

ていることに加え、中小企業なので代替

要員が少なく、1人が休むとそのしわ寄

せが残った社員に重くのしかかる。きっ

とその状況を察して、社員が有休取得を

遠慮しているのだと、申し訳なく感じてい

ました。そこで、会社側から強制的に休

んでもらうよう働きかけることが必要だ

と考えたのです。」

“強制的に”といっても、社員の都合を

無視してむりやり有給休暇取得日を割

り振るわけではない。ゴールデンウィー

クおよびお盆休みの連休の前後に部門

ごとに全員で一斉に休むことにするの

だ。

連休が1日増えれば、旅行の計画も

立てやすくなる。ピークを外すことで旅行

代金が安くなったり、渋滞を回避できた

りするからだ。また、同じ部門の全員が

休むのだから社員同士が気をつかうこ

ともない。

しかし、問題もあった。

「２日間も生産を止めるのは経営的に

は痛手。いかに生産性を落とさないか

が大きな課題でした。」

そこで、工場の生産ラインを大きく２

つに分けて交代で休むことにした。生産

ラインは、薬剤そのものを作る製剤セク

ションと、できた薬剤を瓶詰めしたり、ラ

ベルを貼ったりする包装セクションに分

けられる。製剤セクションが作った薬剤

は、その翌日に包装セクションが受け取

り、包装し、製品として完成する。連休に

入る前日には基本的に製剤セクション

は薬剤を生産できない。そのタイミング

で、製剤セクションに一斉に休みを取っ

てもらう。逆に連休直後の出勤日には包

装すべき薬剤はないので、そのタイミン

グで包装セクションは一斉に休みを取

ることにした。（下図参照）

タイムラグを有給休暇取得に利用し

たことで、休暇中のセクションの生産ライ

ンはまるまる休止するので、結果的に工

場のランニングコストの削減にもつなが

り、生産効率は向上した。

さらに岡森さんは想定外の効果も

あったと言う。計画有給休暇以外に、自

主的に有給休暇を取得する人が増えた

のだ。

「入社以来8 年間、一度も有給休暇を

取得したことがなかった社員がいまし

た。しかし、計画有給休暇制度で初めて

有給休暇を取得してからというもの、時

折、有給休暇を取得するようになったの

です。それもやむを得ない用事などでは

なく、“友達と旅行に行ってきます！”など

と言いながら。きっと休むことに対する

抵抗感が解消されたのでしょう。」

計画有給休暇制度が呼び水的な役

割を果たしたといえる。

「計画有給休暇制度」と同時に「半

休制度」が導入された。この制度によ

り、1日分の有給休暇を2度に分けて取

得できるようになった。それまでちょっと

した用事のためにも1日分の有給休暇

を使わなければならなかったが、半休を

利用することで、より有効に有給休暇を

使ってもらえるようになった。特に子ども

を持つ女性社員に好評だ。

「弊社は女性社員が多い。半休制度

は女性の視点から生まれました。」

岡森さんは「2008 年12月に公布さ

れた労働基準法の一部改正により、今

後、時間単位での有給休暇取得の制度

も考えなければならない。時間単位とな

るとさらに高度な運用が要求される」と、

さらに進化した制度の導入を考案中。

各部門の管理者から現場の声を集め、

現状の体制の改善点や新たな制度のヒ

ントを模索する毎日だ。

「会社の規模が小さいがゆえ、工場と

事務所が同じ場所にあることも人事制

度を考える上で悩みの種。」

例えば時間単位の有給休暇取得の

制度を安易に全社員に導入した場合、

事務所で事務作業をする社員なら一度

事務所を離れて2時間後に仕事を再開

するということが可能だが、工場で働く

社員が同じことをすると、生産ラインその

ものを一度止めなければいけなくなり、

現実的には不可能。単純に同じ制度を

導入しても不公平になってしまう可能性

がある。大企業のように生産ラインで働

く社員と事務職の社員が別の場所で働

いていればお互いの摩擦は生じにくい

が、中小企業では不公平な人事制度が

社員同士の摩擦を生みかねない。

「小さな組織の中でいろいろな職種

がいっしょに働く中小規模のメーカーで

は、どこも同じ問題にぶつかるのではな

いかと思います。」

今回の労働基準法の改正が、多くの

中小企業にとって、人事制度を抜本的に

見直す良い機会となるかもしれない。

会社概要
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20

生産ラインのタイムラグを
有給休暇取得に有効利用

中小企業の新制度導入には
特に慎重な検討が必要

会社が有休取得日を決める
「計画有給休暇制度」を導入

中外医薬生産株式会社

会社が有給休暇取得日を設定。
生産性が向上し、有給休暇を
取得しやすいムードも生まれた。

■事業内容：医薬品、医薬部外品および
清涼飲料水の製造販売■本社工場所在
地：三重県伊賀市■設立：1919 年■従
業員数：66名　

業務フロー中のタイムラグを有給休暇取得日に
あてることで生産効率が向上する。
半休制度を導入すれば無駄な有給休暇取得が
減り、生きた有給休暇取得が増える。
強制的な有給休暇取得が
自主的な有給休暇取得の呼び水になる。

子どもの学校の保護者会や授業参観のよう
な機会に、かつては1日丸ごと有給休暇を取
らなければいけませんでした。たった1 〜
2 時間の用事のために休暇を使ってしまう
ことがもったいなく感じられ、「半日だけお
休みとかできればいいのに…」と思ってい
たんです。定期的に行われる上司との面談
でそのことを伝えたところ、その意見が部

門の意見として管理本部まで届き、半休制
度ができました。現場の声をきちんと制度
に反映してくれたことがとてもうれしかっ
たです。同じように子どもを持つ同僚とは
「ちょっとしたことで休むチャンスが 2 倍
になった」と喜びました。さらに欲を言え
ば、時間単位での有給休暇取得も可能にな
るといいですね。

現場で働く女性の声が半休制度を生みました
品質管理部門　神尾祐美さん

子どもを持つ女性を中心に
「半休制度」が好評

■セクションごとに交代で休暇

※その他、事務職系、品質管理系は原則として製剤セクションと同じ日を有給休暇とする。

製剤セクション

連休前々日

薬を作って 薬を作って

連休前日
翌日に包装できない
ので作らない

休

連休翌日

薬を作って

連休翌々日

包装セクション

連休前々日 連休前日 連休翌日 連休翌々日

カ
レ
ン
ダ
ー

上
の
連
休

包装する 包装する 包装する薬がない

包
装するに続く

休 包装する

明日から自社で活かすヒント
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業務フローのタイムラグを有給休暇にあてるという発想
の転換が見事。これによって様々な職種の社員が同じ場
所で一緒に働くため、休暇取得に不公平感が生じやすい
中小企業の悩みを解決。また、同社は 2003 年に「均
等推進企業　三重労働局優良賞」、2004 年に「男女が
生き生き働いている事業所　ベストプラクティス賞」を受
賞しており、今回の半休制度の導入も含め、女性視点を
意識しての人事制度改善の成功例として注目に値する。
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中小の製造業では長い間、生き残る

ためには働き方以前に業績を重視しが

ちな傾向があった。「私たちにとっては

QCD（Quality＝品質、Cost＝コスト、

Delivery＝納期）が全て。これを高いレ

ベルで保つためには、休んでいられな

いという雰囲気がありました。」と語るの

は、株式会社岡田鉄工所労務部マネー

ジャーの榊原茂夫さんだ。

確かに、日本の製造業が世界で高く

評価されるのは、中小事業者における

徹底したQCD管理あってこそ、とする向

きもある。しかしそのために労働者が常

に手を動かし続けてきたのは事実。しか

もこの傾向は、決して遠い昔の話ではな

い。同社でも、つい1年前まで有休取得

率は5％にも満たず、それどころか休日

出社もたびたび発生するような状況だっ

た。「中小ならどの事業所も同じような

状態でした」と、榊原さんは振り返る。

そんな状況の改善に立ち上がったの

が、同社代表取締役社長の岡田教志さ

んだった。岡田さんは、地域の134 社が

加盟する岡崎鉄工会協同組合の理事

長も務める。業界の代表者として、労働

基準監督署とも密に連絡を取り合い、

労働環境改善に取り組んできた。その

岡田さんが音頭をとる形で、2008年9月、

鉄工会初のワーク・ライフ・バランスに関

するセミナーが開催されたのだ。

もともと従業員を大切にする思いが

強い岡田さん。仕事には厳しい反面、社

員には常に家族的な心配りを見せてき

た。「技術を必要とする仕事だから、じっ

くり育て、長く働いてもらいたい」との考

えから、社員はすべて正社員として雇

い、派遣社員やパートに頼ったことは一

度もない。昨年来の景気の落ち込みに

対しても、人員整理という手段は考えな

い。人材育成を重要視する姿勢に加え、

自らは、ボクシングで中部日本チャンピオ

ンに輝いた経験を持ち、70 歳を過ぎた

現在も趣味のスキーでカナダに遠征す

るなど、オフタイムの活動にも積極的。そ

んな岡田さんが時代の流れとともにワー

ク・ライフ・バランスに注目したのは、ごく

自然な成り行きだったともいえる。

呼びかけ人として率先してワーク・ラ

イフ・バランスに取り組むことになった同

社がいち早く宣言したのは、「有休30％

取得のノルマ化」。「ワーク・ライフ・バラ

ンス」の頭文字を取り、通称「WLB」と呼

ばれるこの新たな休暇制度が正式にス

タートを切ったのは、2008 年12月のこと

だった。

「WLB」の内容は、事前の申告により、

月1回、1日の有給休暇を取得できると

いうもの。1年間に有休の30％を消化す

ることがノルマとなっているため、付与日

数が20日の社員なら最低でも年に6回

取得することになる。日数は1回につき1

日だが、土日と組み合わせて三連休にす

ることももちろん可能だ。希望通りの日程

で取得できるよう、社内に5つあるグルー

プにはそれぞれ輪番制を導入。3人か

ら10数人程度で業務を回り持つ形と

し、細かい調整はリーダーが対応する。

1人が抜けても仕事を止めずに済む体

制を整え、おかげで現在、ほぼ100％近く

の社員が希望通りの日程で「WLB」に

よる有休取得に成功しているという。

付与日数の30％の有休を消化すると

いうノルマは高いとはいえない。しかし、

これまでほとんど有休が消化されてい

なかったところへ一気に高いノルマを

設定すれば、仕事への影響も大きく、そ

のためにかえって制度が有名無実化す

る恐れもある。30％という設定が取り組

みの第一段階として適度であったこと

は、無理なく取得が進んでいる事実から

も見て取れる。

導入から約4カ月、制度の企画、設計

を担当した榊原さんは、その手応えをこ

う語る。「社員の動きは明らかに良くなっ

ています。休暇でストレスが解消された

せいもあると思いますが、休暇の話題

が社員同士のコミュニケーションを活性

化させ、職場のムードが良くなったことで

仕事の連携もスムーズになり、効率が上

がっているのです。」

実は榊原さんは、「コミュニケーション

が深まると業務効率が上がる」という事

実に、「WLB」導入以前から気づいてい

た。その根拠は、すでに20 年近く前から

実施されている社内親睦会「友遊会」

での成功体験だ。2カ月に1度のペー

スでバーベキュー大会などのレクリエー

ションを実施する「友遊会」は、これまで

も社員同士の交流を生み、チームワーク

を高めるのに役立ってきた。チームワー

クが向上すれば、今まで1人で担当して

いた作業を、うまく2人で連携して進めら

れる。結果として仕事のスピードは上が

り、コストを削減することにもつながる。

「WLB」もまた、このような効果をより促

進することになったのだ。

「WLB」は社員にも好評で、メンバー

の休暇申請で調整等の負担が増すは

ずのリーダーにも、抵抗なく受け入れら

れているという。有休を申請すると「こ

の忙しいときに」と否定的に捉えられが

ちだった雰囲気も今や一掃。業務の機

械化が進み、うまく効率化することで時

間のゆとりが生まれる下地ができてい

たのも事実だが、「大切なのは社員の

意識の変化。意識さえ行き渡れば、意外

と有休取得は難しくない。」と榊原さん

は感じている。同社の場合、その意識変

革を促したのは、社長である岡田さんの

主導のもと、会社としてワーク・ライフ・バ

ランスを重視する姿勢を明確に打ち出

したことだった。

今回、スムーズな有休取得が進んだ

背景には、昨今の景況により、仕事の絶

対量が減っていることの影響もあること

は否定できない。しかし榊原さんは、「再

び忙しくなっても『WLB』は絶対に続け

ます。むしろ現在の30％からさらにノル

マを上げていきたい。」と意気込む。「理

由は簡単で、今、明らかに業務上の効果

を感じるからです。今後は、現在月1日に

限定している日数を連休としたい。そう

すればより長く休み、より豊かな経験を

してもらうことができます。」

さらに他にも多くのメリットを感じてい

る。「休暇でストレスを解消し、家族ともう

まくいけば、万全の状態で仕事に臨めま

す。そうすれば集中して仕事に取り組め

るから就業中の事故も減るし、休ませて

くれた会社に貢献しようという気にもな

れる。また事業所としての魅力作りとい

う点でも休暇は大きな武器です。」会社

に魅力があれば、幹部から社員まで一

体感を持って働くことができ、その結果、

業績も上がる。また、優秀な人材の確保

や定着という点でも強みになる。

実は、「WLB」以外にも、同社には働

く人にとって魅力的な制度がある。一つ

は、有休とは別に特別休暇として全員

に与えられる誕生日休暇。もう一つは勤

続表彰。15年で3万円、20年で5万円、

30年で10万円、35年以降は5年ごとに

毎回15万円分の旅行券が支給される。

「他の事業所さんから『よく人が集まる

ね』『よく定着するね』と不思議がられま

す。」と榊原さんは控えめに言うが、それ

も魅力ある事業所なればこそ。「WLB」

も、そんな同社の「魅力」をさらに高める

武器となっていくのだろう。

会社概要

2

1

3

会社主導で意識を変革。
まずは月1日、取得率 3割へ

休暇の充実は「魅力作り」
業績アップにも効果は大

中小の製造業者にも
ワーク・ライフ・バランスを

株式会社岡田鉄工所

取得率の低い中小の製造業で
年間 3 割の有休消化に挑戦。
休むことで業務効率も向上した。

■事業内容：工作機械部品・鍛圧機械製
造■本社所在地：愛知県岡崎市■設立：
1966 年（創業 1953 年）■従業員数：
43 名（2009 年 3 月現在）■売上高：
14 億 8000 万円（2008 年 3 月実績）

有休取得ノルマを付与日数の 3 割と妥当な
レベルに設定し、無理なく目標達成を目指す。
輪番制による仕事の回り持ちで、1 人が
抜けても仕事を止めずに済む体制を作る。
会社がワーク・ライフ・バランス重視の
姿勢を明確にすれば社員の意識改革も進む。

私たちのグループでは組み立て関係の仕事
を担当。会社としても現在力を入れている
業務ですが、「WLB」は私も含め、全員が取
得できています。昔は「週の初めと終わり
は全員揃って」という空気がありましたが、
今はこだわらず、いつでも休める雰囲気に
変わりましたね。「WLB」はもちろん、誕生
日休暇も、勤続表彰の旅行券も、他の会社

に勤める友人に話せば羨ましがられること
ばかり。社長の好意と受け止めて、仕事で
きっちり返していきたいと思っています。
勤続40 年を迎えた去年は、15 万円分の旅
行券をいただきました。結婚以来29 年、一
度も妻と旅行をしたことがないので、これ
までの苦労を労うためにも、ちょっと贅沢
な旅行でもしようかと思っています。

周囲から羨ましがられる休暇制度に、仕事で恩返ししたい
1968 年入社　第五製造部リーダー　日高正利さん

明日から自社で活かすヒント
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「企業存続のためにはなかなか休めない」という雰囲気
が定着していたところに、思い切ってワーク・ライフ・バ
ランスの発想を取り入れたところ、業務の連携が向上し、
効率が上がったというのが興味深い。社長や経営陣が
確固たるビジョンを示すことで一気に浸透したのは、む
しろ中小企業だったからこそなし得たことといえるかもし
れない。加えて、最初の目標を「月1日」と妥当なレベ
ルに設定し、成功体験をつくっていく手法も注目される。



CASE10

「年間公休140日」、「残業原則禁止」、

「従業員はすべて正社員」、「70歳定年」、

「反成果主義」…など、ユニークな取り組

みを行う未来工業株式会社。「日本一

休みが多い上場企業」ともいわれる同

社は、岐阜県に本社を置く中堅電気設

備資材メーカーだ。経常利益率は例年

2ケタ以上。安定した成長を続ける同社

が、こうした大胆な時間的報酬を打ち続

ける理由を、瀧川克弘社長に聞いた。

「当社はモノづくりの会社ですから、

製品を買ってくださるお客様に“感動”し

てもらわなければ商売にならない。その

ためには、まず社員が“感動”できる環

境が必要です。こうした考えから、当社

では休暇制度を含むさまざまな施策を

行っています。創業以来、当社の経営思

想の根底に流れるのは“うちは後発の

零細中小企業だ”という思い。ヒトもモノ

もカネも限られているからこそ、ヒトを徹

底的に大事にする。社員のやる気を最

大限に引き出すことが、経営の要です。」

1965 年に従業員4名で始まり、現在、

800 名規模、年商260 億円にまで成長

した同社。創業以来脈 と々受け継がれ

てきた“ヒト”本位の施策の背景には、創

業者で、現在同社の相談役を務める山

田昭男さんの経営哲学があるという。

「創業者曰く、人間は誰しもが楽をして

たくさんお金をもらいたいもの。とはいえ、

初任給100万円を差し上げるというわけ

にもいかない。そこで金銭的報酬の代わ

りに時間的報酬をあげようというのが、

労働時間削減策の出発点です。」

公休を年間約140日に設定したのは、

20 年ほど前のこと。公休の内訳は例年、

週休日をはじめ、年末年始の20 連休、

GW期の10連休、夏期の10連休など。さ

らに火曜や木曜が祝日の場合は、月曜

や金曜を休みにし、土日と併せて4連休

を創出する。このほか年間40日ほどの有

給休暇もあり、取得率100％の社員もい

るという。

さらに同社では１日の労働時間も法

定基準より短い7時間15 分に設定。残

業も原則的に禁止しているという。では、

労働時間短縮によって生まれた時間を、

社員はどのように活用しているのだろう。

「社員に色 な々経験をしてもらい、仕事

に活かしてほしいという願いはあります。

しかし、人間の能力や興味は多岐にわた

りますし、モノづくりの会社としては、各自

の多様性をこそ尊重したい。ですから、

会社として休みに“コレをしなさい”と指

示することも、レポートを求めるようなこと

も一切ありません。ただ、社員からは“繁

忙期を避けて安く旅行ができた”という

喜びの声を耳にすることはありますね。モ

ノづくりには柔軟な感性が欠かせませ

ん。様 な々場所を訪れ、多様な人たちと

触れあう。新しいアンテナを張り巡らせる

という意味では、旅行が会社の利益に

還元されることもあると思いますね。」

同社では、年１度の慰安旅行をはじ

め、5年に1度の海外社員旅行制度もあ

る。創立40周年となる2005年度には、総

額1.5億円を会社が負担し、オーストラリ

アへの社員旅行を実施している。

「休暇の使い方を強制しない」という

ポリシーの一方で、休暇を資格取得など

に利用するための枠組みは整えられて

いる。その代表例が、社員の自己啓発を

促進するための「能力開発促進規程」

だ。この制度は、通信教育費用や提携

大学での受講料、資格試験費用や交通

費などを全額会社が負担。資格試験に

合格した場合には資格に応じて資格取

得奨励金という一時金を支給し、さらに

資格毎に毎月資格手当を支給するとい

う仕組みだ。自由になった時間を使い、

資格取得に励む社員は多数。もちろん、

これらの資格が業務に活かされた例も

たくさんあるという。

ちなみに、同社の平均年間所得は約

585万円（平均年齢40歳6カ月）。「日本

一休める会社」でありながら、給与水準

も地域トップクラスだ。１％を切るという

低い離職率は、これらの徹底した時間的

報酬が実現した成果のひとつだろう。

「どのような施策であれ、やはり日本

一というのはインパクトがありますよね。

“会社が日本一の優遇をしてくれるのだ

から、自分たちも限られた労働時間の中

で、最大限の仕事をする”。良い環境を

整備すれば、社員は自発的に会社の利

益を考えてくれるものです。」

少ない労働時間で高い収益を上げ

る原動力となっているのが「常に考える」

という社是の徹底だ。典型的な施策が

20 年ほど前に導入された「提案制度」。

「“提案制度”は、所定の用紙に提案

を書いて提出することで500円が支給

される制度です。内容は何でも構いませ

ん。かつては“ゴミ箱の位置を変えたい”

といった提案もありました。ただ、こうし

た単純な提案はすぐに底をつく。すると、

社員たちは“何か新しい提案はないか”

と考えるようになります。」

現在、同制度を利用した提案の数は

年間1万件以上に上るという。

「年間500万円以上を支払う計算で

すが、社員の“常に考える”ための訓練と

すれば、安いものですよ。もちろん、時間

に追われてあくせく働いているだけでは、

なかなか新しい発想は生まれない。その

意味で、労働時間が少なく、休暇が多い

という当社の労働環境も、社員の自由な

アイデアを生む土壌かもしれません。」

「常に考える」社風は、型破りの節約主

義にも活かされている。たとえば、同社で

は間接部門の人員を徹底的に少なくして

いる。人事担当者は１名、総務部は5名、

もちろん守衛や社長付きの運転手もい

ない。800 名規模の会社としては異例

の人員配置だが、業務には全く支障が

ないという。また、併せて300 名ほどが

働く本社と大垣工場に、コピー機を1台

しか置かないことも、ユニークな節約ア

イデアだ。

「本社にコピー機が1台というのは、

一般的に見れば非常識かもしれませ

ん。ただ実際に試してみると、行列がで

きるということもないし、社員たちは本当

に必要な書類かどうかを考えてからコ

ピー機まで歩いていくようになる。結果、

作業効率向上にも、紙代の削減にもつ

ながっています。」

さらに同社では、上司への「ホウレン

ソウ（報告・連絡・相談）」を禁止し、可能

な限り個人の判断で業務を進められる

体制を敷いている。これは現場から出て

きたアイデアを上司が摘み取ることを防

ぐための施策。各社員の権限が大きい

分、自らの業務を「常に考え」、追求する

姿勢が高まっているという。

大胆な時間的報酬と「常に考える」社

是の推進。このふたつの取り組みが実

現しているのは、唯一無二のアイデアを

生みだす企業風土だ。2008 年10月現

在、同社が保有する産業財産権は全部

で6978 件にものぼる。これは大企業に

匹敵する数字だという。

「売れる商品だけでなく、売れないもの

でも積極的に販売し、結果としてシェア

拡大を目指すのが当社の基本的な戦略

です。短期的な損得勘定や既存の常識

にも左右されず、多様性を大切にする。こ

れは、製品展開はもちろん人材活用面に

おいて、当社が重視する部分です。」

会社概要
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大胆な時間的報酬を支える
「常に考える」社是の徹底

年間公休140日。
日本一休みが多い会社

未来工業株式会社

年間公休 140 日、残業原則禁止。
社員の“やる気”を引き出し
高い生産効率と収益力を実現。

■事業内容：電気設備資材・給排水・ガ
ス設備資材・OAフロアの製造販売など■
本社所在地：岐阜県安八郡輪之内町■設
立：1965 年■従業員数：783 名（2008
年 3 月現在）■売上高：261億円（2008
年 3 月期）

年間 140 日の公休や残業の禁止など、
時間的報酬が社員のやる気を生む。
休暇はアンテナを張り巡らせるチャンス。
旅などの多様な経験が社員の新しい力に。
「常に考える」ことで、少ない労働時間でも
高い収益を生み出す。

経営者としてはもちろん、開発や営業の現
場にも共通する問題だと思うのですが、常
に新しい施策にチャレンジしていく姿勢
は、重要だと思います。大胆な施策や画期
的な商品を前に、不安要素ばかり並べてい
ては、いつまでたっても前に進むことはで
きません。失敗したらすぐに善後策を考え

ればいいわけですから、まずは何事もやっ
てみることだと思います。当社の施策は
「非常識」といわれることも多いですが、実
際に運用してみるとうまくいくものも多い
ですし、失敗から生まれるものもある。ま
ずはプラス思考でチャレンジしていくこと
が大切ではないでしょうか。

失敗を恐れず新しい施策にチャレンジする
1982 年入社　代表取締役社長　瀧川克弘さん

目先の効率だけに左右されず
多様性を重視し、成長

明日から自社で活かすヒント

23

年間 140 日の公休や全社員正規雇用などの大胆な
施策は、社員への報酬を時間で提供するという考え
方に基づくもの。この施策が社員のモチベーションを
向上させ、結果として企業競争力の強化につながって
いる。非常にユニークかつ先進的な事例といえるの
ではないか。飛び石連休の合間を公休扱いにし、4
連休を創出するというアイデア等、業種・規模を問わ
ず検討の価値がある。
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明治40年（1907年）の創立以来、長

い歴史とともに、日本の自動車産業を

支えてきたのが、ダイハツ工業株式会社

だ。年次有給休暇の取得促進について

も、労使間のコミュニケーションのもと、

有効的な施策に取り組み続けてきた企

業である。

大阪府池田市ダイハツ町にある本社

で、グローバル人事部人事企画室の砂

川栄雄さんにその取り組みについて聞

いた。

「もともと自動車業界は、労働時間の

管理について、意識を持って取り組んで

きた業界だと思います。工場などの生産

ラインの現場では、メリハリのある時間

管理、つまり、働くべきときはしっかり働

き、休むときは休むという意識の徹底を

重視してきました。ともすると、生産現場

がかなり忙しい状況になることもしばし

ばあり、労働時間に対してきちんとした

管理体制や意識を持たないと、より良い

職場環境が保てなくなるので、仕事のメ

リハリに対する意識が徹底されてきた

といえます。」

長い歴史を持つ企業のポリシーとし

て、生産性をあげるための時間管理へ

の配慮をしてきたと砂川さんは語る。

経営サイドと労働組合とが様 な々努

力や工夫を重ねることで、現在の労働

環境が育まれてきたという。20年以上

さかのぼる時代から「総労働時間労使

委員会」を設置し、休暇取得の促進に

関する取り組みを続けている。そのプロ

セスの中で、1985 年頃から、連続休暇3

日間を取得できる「リフレッシュ休暇制

度」が生まれ、その後1991年からは、連

続5日間取得まで広がってきた。2007

年度の実績では、連続5日間取得の対

象者420 名中、394名の社員がこの制

度を取得しているとのことだ。生産ライ

ンが止まることなく稼動している状況で

ありながら、約93％という高い取得率を

実現している。

こうした高取得率の背景には、年度

の始まりに、リフレッシュ休暇対象者へ

のフォロー告知を欠かさず行い、本人か

らの取得希望時期を事前に申告しても

らうことで、計画的にコントロールするな

ど、地道な努力がある。そうすることで、

職場の上司はもちろん、周りの従業員に

も「いつ誰が何日休むのか」という具体

的な状況が共有され、休みやすい風土

が培われる。連続休暇を取得した場合、

その多くは、やはり旅行を中心とした、普

段ではなかなかできない休暇の過ごし

方に活用しているのだという。

「労働時間や休暇取得に関する労使

の確認の場を、従来は年3回でしたが、

08 年度からは年4回に増やし、さらに

各工場でも、同様の趣旨の委員会など

を作って、労働時間と休暇取得につい

て明確な確認の場として機能させてい

ます。」と、砂川さんは進化し続けている

状況を話してくれた。

従来、職場の労働環境などについて

は、労働組合が独自に従業員アンケー

ト等を実施し、その把握に努めていた。

しかし、ここ数年の間に、職場の現状

理解に向けて、会社側も従業員へのアン

ケートを行う機会が増えてきた。そこで、

労使の話し合いのもと、より良い職場環

境づくりに向けて、労使合同アンケートと

して再編し一本化することとなり、労使

双方の相互理解、相互協力をベースに

した職場づくりに活用されている。

従業員に対するアンケートの内容は、

主に職場環境の現状把握に役立てら

れるもので、所属する組織の活力度や、

マネジメント状況などが中心となる。そ

れらを会社側もきちんと把握した上で、

さらなる職場環境の改善に向けての施

策を組み立て、職場風土の改革への礎

を築いてきている。一般的には組合側

と会社側で異なる意見が生まれてしま

いがちな面も、こうしたコミュニケーショ

ンや取り組みの積み重ねでクリアでき

ているのであろう。

ダイハツ工業株式会社の休暇サポー

トプランにはもう一つ欠かせないものが

ある。それは、45歳以上かつ、15年以

上の勤続年数の社員に対し、会社から

個人旅行のプランをサポートしているも

のだ。以前は、勤続30年で定年を前に

した社員を中心に、慰労と感謝の意を

込めて、団体でハワイ旅行を実施してい

た。その後、定年の年齢規定が55歳か

ら60歳に変わったことや、旅行に対す

る趣向が変化してきたことから、個人の

ニーズにも対応できる制度に見直したと

いう。制度改定の経緯を砂川さんはこう

語る。

「時代の流れとともに、休暇の過ごし

方や社員旅行などへの考え方も変わっ

てきています。今では、団体での社員旅

行よりも、個人単位、家族単位での旅行

プランをサポートすることの方が、多くの

社員の趣向に合っているのだと思いま

す。そうした流れに応じて、休暇制度の

対象となる個人が好きな場所を選び、

好きな旅行プランを立てる。そして、その

旅行経費の一端を会社側が負担する

というしくみに変わってきたのです。」

個人の状況に合わせて、取得するタ

イミングも選べ、行き先も個人の趣向に

応じて選べるという、かなり柔軟性の

高い制度として社員から好評を得てい

る。

「従業員が休むと生産性が下がる」と

いうような休暇＝悪というイメージこそ

払拭すべきものだと、砂川さんは以下の

ようなアドバイスをしてくれた。

「歴史の長い企業などでは、昔ながら

の考え方といいますか、どこか休むと会

社としてマイナスになるのではないかと

いうイメージがあろうかと思います。しか

し、今の時代、休むことは経営にとって

プラスであるという発想が大切です。そ

こには、労働時間の効果的な管理・運

用、従業員の健康管理・リフレッシュ、休

みやすい職場の風土づくりなど、様 な々

視点が含まれますが、いずれにせよ、働

き方にメリハリをつけ、より良い労働環

境のもとで、生産性の向上をはかってい

くという意識の改革なくしては、うまくい

かないのではないかと思います。きちん

と休むことが、さらに生産性を高めてい

くのだという考え方がしっかりあれば、

我々のような工場での生産ラインにお

ける休暇取得は、やりやすいものになる

と思います。“誰が、いつ休むのか”という

事前管理が出来れば、人員のシフト対

応は可能です。」

歴史ある企業でありながら、常に改

善への工夫を怠らない。その姿勢が、よ

り良い職場風土を生み出し、従業員の

活性化につながる施策を継続できてい

る秘訣ではないだろうか。

会社概要
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職場環境のアンケートも
協議の上、労使一本化へ

「休むことは経営的にプラス」
その意識の変化が不可欠

労使間のコミュニケーション
による休暇取得促進を進める

ダイハツ工業株式会社

勤続５年ごとの年次有給休暇の連続取得
を制度化するなど、メリハリのある
風土を意識した休暇取得促進策を実施。

■事業内容：自動車、産業車両、その他各種車
両およびその部品の製造、販売、賃貸および修
理、各種の発動機、工作機械、家庭用および工業
用電気機器、その他諸機械器具類およびその部
品の製造、販売および修理、他■本社所在地：
大阪府池田市■設立：１９０７年■従業員数：
１万２５１２名（２００８年１２月末現在）■売上
高（単独）：１兆２７０８億円（２００８年３月期）

休むことによる生産性アップ等の
プラス効果を意識することが大切。
対象者への告知や事前申告により、
連続休暇取得を促進できるしくみを確立。
労使間の円滑なコミュニケーションのもと、
有休を取りやすい風土。

5 日間連続休暇で北海道家族旅行を実現。
自分もリフレッシュ、仕事のメリハリに役立つものです
経営企画部　経営企画室　主担当員　小巻拓治さん

規定の勤続年数の社員には
会社から旅行プランの援助

明日から自社で活かすヒント

のリフレッシュ期間となりました。こうし
た連続休暇のしくみは、早くから計画的に
休暇の体制を考え、業務をコントロールし
ていくことにもつながり、プラス面の多い
制度だと思います。単に休暇制度という側
面からだけではなく、自分たちの職場の業
務管理や時間管理の姿勢にも良い影響を与
えるものだと思います。こうした両面から
見ても、今後リフレッシュ休暇制度を取得
していく後輩社員にも、取得をすすめたい
価値のあるものだと思います。

勤続25 年を機に、永年勤続旅行として5 日
間の連続休暇を取りました。
私の場合は、高校生と中学生の2人の子供
も連れて、家族4 人での北海道旅行に行き
ました。レンタカーで知床や阿寒、札幌など
を巡り、帰りはあえて「トワイライトエク
スプレス」の寝台で帰路も楽しむという旅
を経験することができました。大自然の中
を行く旅であったことや、北海道ならでは
の美味しい食べ物をいただけたことで、子
供たちも大喜びでした。私自身も久しぶり

25

伝統のある企業が「休むことは経営にプラス」という発
想の転換を敢行。この意識改革が働き方にメリハリをつ
け、生産性の向上に貢献。また、同社は伝統的な労使
の関係性を保ちながらも、さまざまなコミュニケーション
を通じて、労働時間など職場の現状把握に努め、従業
員にメリットのある休暇取得制度や職場の風土改善への
工夫を実現しているといえる。長年勤務した方々への配
慮も込めて実施しているサポート制度も魅力的である。
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株式会社カミテでは、2001年より仕

事と子育ての両立支援を目的に、新た

な休暇制度を設けた。

「妊婦特別有給休暇」は、妊産婦が

通院のため計5 日分、1 時間単位で休

暇を取れる制度。対して「配偶者特別

有給休暇」は男性向けで、妻の出産時

に与える2 日の休暇以外に、出産までの

期間に5 日間の休暇が取れる。「看護

休暇」は小学校就学前の子ども１人に

つき年5 日、小学生から高校生までの

子どもを持つ従業員に年2 日与えられ、

子どもの検診や、予防接種、病気のとき

に利用できるものなのだという。

上手社長は語る。「これらの制度は、

“こういった理由で休むのは正しい”と

いう会社からのメッセージです。子ども

が病気になったら会社を休むのは当た

り前。実際、子どもが病気になっても休

ませないという経営者はさすがにいな

いはず。しかし問題はその休ませ方で、

“この忙しいときに、だから子どもがいる

と…”などと小言をいって送り出すケース

がある。どうせ休んでもらうなら気持ち

よく送り出したい。どっちのほうが翌日モ

チベーション高く働いてくれるかは、明ら

かですよね。」

これらの新制度を開始した時期は、

上手社長自身が子育ての真っ最中だっ

た。だからこそ従業員の気持ちも我が

ことのように考えられたという。

また、同社には託児所もある。

「託児所を作った2000年、当時の

総務課の課長が女性で、ちょうど育児

休暇を取得していたんです。私は復帰

の相談を受けていました。彼女は辞め

られては困る人材で、それで託児所が

あったらどうかという話になりました。彼

女だけの優遇となってしまってはよくな

いけれど、その当時、近い将来結婚し、

子どもを持つであろう若手社員が8 割

程度いたんです。それだけいれば整備

する意味があると考えました。」

制度以前から同社内には女性を活

用する風土があったのだろうか。

「秋田の女性はもともとよく働くんで

す。共働き率も非常に高い。こちらでは

まだ核家族化も都会ほど進んでいませ

んし、男性の給料が十分ではないとい

う理由もあるのかもしれません。女性は

働ける環境にあれば、仕事をするのが

普通という風土があって、自然に女性も

育ってきてくれていましたね。」

辞められては困るレベルに全員が

育ってくれた。次にその社員がその後も

働きつづけられる環境づくりが必要と

なったのだ。

「私は年に2、3回、個人面談を行って

いるんです。せっかく育てた従業員に辞

めてほしくないですから。」面談を通じ

て必要な制度を考えるのだという。この

個人面談、大規模企業ではやはり難し

いだろう。1対1の限界は50人以下だろ

うと上手社長。部門ごとのリーダーから

ではなく、個人面談で聞く強みはどこに

あるのだろう。

「やはりざっくばらんに聞けること。そ

れにはこちらの聞く耳も必要です。」

この個人面談から上がった意見で、

実際に制度化に至ったものがある。有

休付与時期の改定だ。以前は4 月1日に

付与していたが、風邪やインフルエンザ

のために有給休暇を残しておく社員が

多かった。それを7 月1日付与に変えた

ことで消化率が大幅にアップしたとい

う。従業員個人の意見に注意深く耳を

傾けた結果といえよう。

多様な休暇制度を用意することで生ま

れた欠員への対策はどうしているのか。

「当社では多能工（多能職）という制

度を導入しています。弊社には、金型を

作る部門、プレスをする部門、検査をす

る部門、資材を管理する部門と大きく分

けて4 つの部門があるのですが、それ

らの仕事を誰もができるようにしていま

す。休暇等で欠員が出た場合は、部門を

超えてカバーします。」

ユニークなところでは、プレスの現場

に保育士の免許を持った作業員がい

て、託児所の保育士に欠員が出た場合

は、その作業員がカバーすることもできる

というから徹底している。この制度を始

めるヒントはどこから得たのだろう。

「もともと、休暇のためではなかった

んです。やはり受注には波がある。どこ

かの部門にだけ忙しさが集中してしまう

ことがどうしてもあります。そのときにも

1人あたりの業務量を平準化できるよう

にと、全社員を多能工として育てること

を目指しました。」

この多能工制度に変えたところ、部

門ごとの「部分最適」ではなく、完成品

の「全体最適」を全員が考えるようにな

り、部門ごとの責任の押し付け合いが

なくなり、品質向上につながったというメ

リットもあったという。

男性が、育児に参加することは仕事

への効率アップ効果もあるようだ。

「仕事は、本心から効率よく働こうと

思ってもらわないと、なかなか効率アッ

プしません。昔から子どものいる女性は

効率よく働いていました。男性もそれは

同じで、育児に参加感があれば、子ども

が心配だったり、可愛くて、女性と同じ

ように段取りをして早く帰ります。またこ

れは自分の体験談ですが、出張にいく

ケースを考えても、かつては2 泊3 日で

行っていたものを日帰りにして戻ってき

たりする。子どもと過ごすためにね。そ

れにはもちろん分単位での計画が必要

になります。」

子育て以外も当然応援する。従業員

には仕事以外にも大切にしているもの

があって当然。それをできる限り応援す

ることで、仕事へのモチベーションを高

めてもらっているという。

上手社長は、休暇に理解がない他社

のトップに対してこう伝えたいという。

「従業員が休める体制を今から作

ることは、会社のリスク管理だと考えま

す。15 年も経ったら、会社で大事な立場

にいる人が両親の介護で相当数休む

時代がくる。あなたの右腕となっている

エース社員が急に介護で休みたいと打

ち明けてきたらどうしますか？」 

最後に、一連の施策の成果をこう

語ってくれた。

「製造業では、いくら努力をしても

100％完璧な製品を出し続けることは

不可能で、ごくたまに不良を出してしま

います。しかしかつて0.1％だった不良

の流出率が、一昨年の数字で0.0003％

まで減りました。どんなに設備が良くて

も最後は人間の集中力にかかっていま

す。これは、社員が皆モチベーション高く

仕事をしてくれている証拠でしょう。」

結果、大手メーカーの指定工場として

選ばれるようになり、託児所などを見て、

「これでカミテさんの製品の質がいい理

由が分かりました」といってくれるクライ

アントも増えてきたのだという。採用レベ

ルのアップにも目に見える効果がでてき

ている。「マスコミに取り上げられること

で、新卒で応募してくる学生のレベルが

明らかに上がりました。」

近頃では、孫が生まれて娘が帰って

くるのでしばらく休みたいという要望

が従業員からきているという。同社には

困ったらまずは相談する風土がある。

会社概要
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ニーズに応えることで、
仕事へのやる気を引き出す

社員との直接対話。
要望にあわせ可能な対策を

株式会社カミテ

担当部門以外の業務もこなす
「多能工」に育てることで
全社員の休暇を取りやすく。

■事業内容：プレス金型設計・製作および
プレス加工■本社所在地：秋田県鹿角郡
小坂町■設立：1988 年■従業員数：34
名（男性 16 名・女性 18 名）■年商：非
公開 

有給休暇付与時期を 4 月 1 日にしないことで、
風邪などに備えて有休を残す社員を減らす。
トップ自ら、個人面談を行い、
社員の要望を直接吸い上げる。
複数の人に複数の現場を担当させることで
休暇をカバーしあう。

多能工を育成し
業務効率、休暇取得をUP

託児所、カミテチャイルドハウスは2000
年に 開 所。専 任 保 育 士 が2 名、8 時 か ら
19時まで無料で利用できる。定員は10
名で現在９名が利用。広さは30 坪あり、
乳幼児から預かれる。特筆すべきは、父
親が子どもと共に出社し預けていると
ころ。９名中 6名は、男性社員の子ども

なのだそう。同社では、男性社員にも育
児休暇を取ることを推奨している。育児
休暇を取った男性は、その体験から子育
ての大変さを理解するようになり、育児
に協力的になる傾向があるのだそう。家
庭の円満はいい仕事をするために不 可
欠と上手社長は考えている。

男性にも育児参加を推奨。
いい家庭といい仕事を生む結果に

休み時間には子どもの様子を見に来ることもで
きて、子どもも親も安心できる。

明日から自社で活かすヒント

27 28

社員との対話の中から、有休付与時 期を 7 月にずら
すなど、既存の制度が活用されるポイントを見つけ実
行。休 暇 促 進を考えることで、社員の 働き方が多能
工へと変化し、会 社レベルの 全 体最 適を考えること
ができる社員が育った。経営トップの考えがいい形で
社風につながっている好事例。
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NECソフト株式会社の主な事業で

あるシステムインテグレーションは、法人

を顧客とし、その要望に合わせたシステ

ムをオーダーメイドで構築する仕事。労

働時間等については顧客の都合に左

右されることも多く、万一トラブルがあれ

ば、顧客はもちろんそのまた顧客まで、

幅広い影響をフォローする必要があるな

ど「休めない」イメージも強い。そんな業

界にあって同社は、早くから社員を大切

にする文化で知られてきた。休暇につい

ても取得しやすい雰囲気が出来上がっ

ており、年20〜22日の有給休暇の取得

率は70 〜80％と高い。

とはいえ、2年前の段階での有休取

得率は60％強。部門によってバラツキも

あり、「もう一歩取得率を上げたい」とい

うのが課題だった。この課題を解決す

るべく、2007年6月、新たにスタートした

のが「プロジェクト休暇」だ。

プロジェクト休暇とは、プロジェクトの

段階によって繁閑が生じるという業界

の特性を踏まえ、比較的仕事が落ち着

く時期に休暇を設定するもの。といって

も、新たな休暇を設けたのではなく、有

給休暇の一部を当てる形をとった。また、

申請は休暇を取得する本人ではなく、そ

の上司であるマネージャーが行うのも特

色だ。申請に使用されるのは、既存の社

内申請システム。会議室の予約や文具

の発注などにも使われる一般的なシス

テムに、新たに項目を付け加えた。開始

直後の2007年6月から翌年3月の間に

は200 件が申請され、延べ400人が利

用。2008 年度も、4月から12月までの間

に、申請件数320件、延べ利用人数350

人となり、取得率アップに貢献している。

ちなみに、申請件数と利用人数にずれ

があるのは、1件の申請に複数人分が

含まれることがあるためだ。

ポイントの一つは、既存の有給休暇

制度の「取り方」を変えただけであり、何

か制度を変えたわけではないので、ほ

とんどコストがかかっていない点。申請

システムも既存のものに項目を追加した

程度。人事総務部リーダーの丸岡晶さ

んは、「休暇取得を促進するにあたって

は、新たな休暇制度を作るのもよいが、

有休取得率に伸びしろがあるのであれ

ば、まずはその余った有休を使ってもら

うことを考えた。」というが、まさにその発

想がうまく生かされたといえるだろう。

また、マネージャーが休暇を申請する

ことが生むメリットもある。一つは、休暇

の申請に向けて、マネージャーとメンバー

が業務分担について話し合うことにな

り、自然とコミュニケーションの機会が生

まれること。もう一つは、いかに休暇を取

りやすい企業風土とはいえ、職場単位

では同僚への遠慮が先行して休みにく

いケースもあるなか、マネージャーが決

定し申請した休暇なら、メンバーも心理

的に休みやすいということ。マネージャー

との縦のつながりにおいてはもちろん、

対同僚という横のつながりにおいても、

公式に認められたという形が明確なた

め理解を得やすいのだ。

考えてみれば、制度の成り立ち上、す

でに休暇を取りやすい空気がある部門

においては、プロジェクト休暇の必要性

は薄い。あえてプロジェクト休暇と謳わ

なくても、一般の有給休暇として休めば

よいからだ。となると、プロジェクト休暇

は、休暇の取得が比較的遅れていた部

門で集中的に利用されていることにな

り、休暇取得率アップへの貢献は大きい

といえる。現に社内からは「みんな交代

で取るので、お互い様という気持ちにな

り取りやすくなった」という声も上がって

いるという。

同社の場合、一般に休暇取得率が

低くなりがちな管理職についても、高い

取得率を保っているのが特色。労働組

合側から「まず管理職から休んでほし

い」と働きかけたり、人事総務部による

労務マネジメント研修を充実させるなど

して管理職の意識を高めていることも

あるが、大きく寄与しているのはやはり、

「休暇を取るのが自然」という企業風土

だ。では、なぜこのような風土が形成さ

れたのか。背景にあるのは、全社的に上

司や同僚にものごとを相談しやすく、比

較的自由に発言できる風通しのよさ。そ

して、その雰囲気づくりに一役かってい

るのが、豊富な社内行事である。

春は、ソフトボールとフットサルで各

30 チームほどが競い合う球技大会。創

業当初から続く伝統行事で、観戦のみ

の社員や家族も含め約2000人が参加

するという。夏は、本社ビル前の広場に

屋台を出して行う納涼祭。秋は、やはり

社員の家族も含めた2000人規模で本

社近くのディズニーリゾートへ。その他、

労働組合主催のイベントもあり、サーク

ル活動や支社でのイベントにも独自の

予算が割かれる。社員同士、仕事を離

れたコミュニケーションができれば、普

段の仕事においても話はしやすい。お

互いの家族の顔が見えることも、休暇

取得への理解につながるだろう。さらに

休暇が当然のこととして定着すれば、

いつ休暇を取っても大丈夫なように社

員同士が普段から情報共有に努める

ようになる。そんな好循環が同社には出

来上がっているのだ。

その出発点ともいえそうな社内行事

の数 。々最近の景況の悪化で中止した

企業も多いというが、同社では、現在の

ペースでの実施を続けたい考えだ。すべ

ては、社員同士が気軽に話し合える、風

通しのよい企業風土を守るためである。

同社には、プロジェクト休暇を含む有

給休暇とは別に、「リフレッシュ休暇」と

「クローバー休暇」という2つの休暇制

度も用意されている。

「リフレッシュ休暇」は、30歳で5日、40

歳で7日、50歳で10日と、節目ごとに与え

られる休暇だ。勤続年数ではなく年齢

で設定したのは、中途採用社員を意識し

てのこと。取得率は約8割と高く、長い期

間を利用して旅行に行く社員も多い。

「クローバー休暇」は、全員に年5日間

が与えられ、4年間積み立てもできる休

暇で、もとは風邪を引いたときなどに有

給休暇を消化せず休むための、いわゆ

る医療休として企画されたもの。ここに、

子供の急病や親の介護など家族の看

護、PTA行事や自己啓発など教育に

関わること、さらに、社会貢献活動にあて

るボランティア休暇としての意味も加え、

4つの目的から四葉のクローバーに見立

てて命名された。実際には、本人の病欠

利用が圧倒的に多いものの、有給休暇

とは別に設定されていることで、とくに家

族を持つ社員にとっては安心感が大き

い。いざというときのために有給休暇を

残しておく必要がないため、有給休暇の

取得率向上にも貢献していそうだ。

同社の休暇に対するスタンスについ

て、丸岡さんは、「大手企業の取っている

制度はすべて取り入れ、さらにその上を

行きたいと思っています。」と語る。その

根底にあるのは、「この業界では人が財

産」という考えだ。「企業が活動できるの

も、社員が心身ともに健康でいられてこ

そ。休暇を通してリフレッシュしてもらい、

新たな気持ちで仕事に臨むことは、創

造性を高めることにもつながると信じて

います。」

会社概要
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人が財産の業界だからこそ
休暇制度の充実を図りたい

上司が申請する休暇制度は
『公休』感があり休みやすい

NEC ソフト株式会社

同僚への遠慮による休みづらさを、
「上司お墨付き」の制度で解消し、
取得率の低い職場の努力を後押し。

■事業内容：コンサルテーション、システムイン
テグレーション、ソフトウェアパッケージ、教育

（トレーニング）、各種業務システムの開発、シス
テム運用支援、基本ソフトウェアと汎用アプリ
ケーションパッケージの開発、 ASP（アプリケー
ションサービス）■本社所在地：東京都江東区
■設立：1975 年■従業員数：連結／5944 名、
単体／4729 名（2008 年3 月末現在）

上司がメンバーの休暇を申請することで、
縦の会話が深まり、横の理解が得られる。
球技大会や納涼祭など、社内行事での
人間関係構築による「休みやすい」風土づくり。
既存の有給休暇の「取り方」を工夫するだけで、
コストをかけずに取得率アップ。

休 み が 取 り や す い 理 由 は、普 段 か ら メ ン
バ ー 全 員 が 休 暇 取 得 を 前 提 と し て い る こ
と。留 守 を 人 に 任 せ ら れ る よ う、普 段 か ら
チームワークを意識し、直接担当していな
い仕事についても、資料を見せ合うなどし
て仕事を「閉じない」ようにしています。
30 歳 の リ フ レ ッ シ ュ 休 暇 で は ゆ っ く り
サ ー フ ィ ン に 行 き ま し た が、他 に も、2 週

間の有休をとって一人でサッカーの欧州選
手権を見に行ったことも。言葉もあまり通
じない中で、何とかコミュニケーションを
とって試合会場に向かった経験は、いつも
使っている頭と違う部分を使う経験でもあ
り、大 い に リ フ レ ッ シ ュ で き ま し た。同 じ
ところばかり使っていると凝ってしまう、
というのは、体も頭も同じですからね。

仕事の内容を「閉じない」からいつでも留守を預けられる
1999年入社　第二官庁ソリューション事業部　第三システム部　リーダー　中川昇さん

休みやすい風土の原点は
社内行事での交流

明日から自社で活かすヒント

3029

「人が財産」という明確なポリシーに基づいて休暇取
得を促 進。「休みづらい雰囲気」を解消し、「休暇は
取るものである」という雰囲気がいったん定着すれば、
あとはますます休 みやすくなることを示 す 事例であ
る。社内行事などを通じた取り組みは、直 接 休 暇を
意識したものではないにせよ、休暇の取得にはコミュ
ニケーションの取りやすい職場環境づくりが重要であ
ることを認識させられる。
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システム開発、コンサルティング、ネット

ワーク構築、システムの保守管理などを

手がける、情報システムインテグレータ

企業、伊藤忠テクノソリューションズ株式

会社（以下CTC）。同社では、2004 年下

期から3日間の有給休暇の強制取得と

10万円相当の旅行券などが付与される

『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』という制

度が運用されている。受賞対象となるの

は、業績貢献度が高いと認められた社

員。半期毎125 名を目安に、年間約250

名が選出されるという。

プロジェクト単位で業務が動くため、

なかなか個人的なタイミングでの有給

休暇取得が難しいといわれるIT業界。

特に、納期に追われるシステムエンジニア

（以下SE）の業務は、プロジェクトの進行

次第で、やむを得ない残業もしばしば発

生する。

CTCではこうした状況を踏まえ、業績

貢献（≒長時間労働者）という視点で同

制度を導入。労働時間が増えがちな高

パフォーマーを対象に、総労働時間削減

を目指している『グッドジョブ＆リフレッ

シュ賞』について、同社人事部労務課の

渡辺英樹課長に話を聞いた。

「現場のエンジニアたちをどのようにし

て休ませるか、というのが制度創設の出

発点でした。現在でもさほど状況は変わ

りませんが、SEの仕事というのは、他業

種の方にはなかなか理解されないほど

忙しい職種です。プロジェクト期間中は

休暇もあまり取れませんし、土日も出社

せざるを得ないことも多い。また、システ

ムエラーなどの予期せぬ問題が起きた

プロジェクトなどは、緊急の対応が必要

となる場合もあります。その際、優秀な社

員ほど頼りにされ、声がかかるため、結

果として労働時間が長くなってしまう。こ

うした社員を休ませるために考案したの

が、この『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』

です。」

高パフォーマーを“休ませる”ために考

えられた同制度を、有効に活用していく

ための工夫は副賞となる旅行券の支給

方法にもあるという。

「厳密に言えば、副賞は旅行券ではな

く“旅行権”。つまり旅行する権利が付

与される仕組みになっているんです。い

わゆる旅行商品券だと換金できてしまう

ので、それでは“休ませる”という本来の

目的から逸れてしまいますよね。そこで

『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』の副賞

は、弊社が契約する旅行代理店でのみ

使用できる10万円分の旅行の権利とし

ました。こうすれば、受賞者はきちんと休

んでくれますからね。」

2004 年下期の運用開始以来、同制

度の受賞者はのべ1000 名以上で、利用

率はほぼ100％。各プロジェクトから引っ

張りだこの高パフォーマーたちが受賞す

るため、スケジュール面での調整は難し

いが、その点は各部署の部長や人事部

などが指示を出し、プロジェクトとプロ

ジェクトの隙間を有効に利用している。

また、創設当初はSEが主な選出対象

だったが、現在は営業職や管理部門を

含む全事業グループに受賞人数が割り

当てられている。業務内容が多岐に渡

るため、受賞者の選出基準は各事業グ

ループの裁量に任されているという。

『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』受賞

旅行の様子は、隔月の社内報に写真付

きで紹介され、全社に広報される。これ

は、高パフォーマーをピンポイントで休ま

せるという制度本来の目的以外にも、メ

リットを生んでいるという。

「受賞者は、それぞれ各部署で業績

に貢献し、影響力の強い社員たち。彼ら

の仕事のスタイルとリフレッシュ休暇の

様子は、良い意味で同僚たちの刺激に

もなっていると思います。」

もちろん、社内報で受賞者の旅行の

様子を大きく取り上げることは、「よく働

き、よく遊べ」という企業としてのメッセー

ジを社員にアピールする意味でも効果

的といえるだろう。

CTCには『グッドジョブ＆リフレッシュ

賞』のほかにも、多くの休暇制度がある。

なかでも、長期休暇取得に最も多く利用

されているというのが特別休暇２日＋有

休3日の最低5日から使用できる『フレッ

クスホリデー』だ。

「2006 年10月に伊藤忠テクノサイエ

ンスとCRCソリューションズが合併し、

現在のCTCとなったのですが、『フレッ

クスホリデー』は、もともとCRCが運用し

ていた休暇制度。一年中いつでも使え

るので、多くの社員が利用しています。」

とは、自身もこの制度を利用し、よく旅行

に出かけるという女性社員。ほかにも勤

続15 年、25 年の社員が対象のリフレッ

シュ休暇（5日間の特別休暇と10万円

の支援金）や、バースデー休暇、裁判員

休暇、ボランティア休暇など、多彩な休暇

制度がある。

また、ここ数年注力しているのが、多

様な人材が働きやすい環境を目指すダ

イバーシティマネジメントだ。子育て支援

制度はもちろん、介護休業制度や介護

のための時間短縮勤務制度を導入。現

在は、不妊治療のための支援策を検討

しているという。

CTCの有給休暇取得率は例年60

～70％。国内平均の47.7％からすると、

かなり高い水準にあるといえる。同社が

こうした社風を築いてきた背景には、迅

速な経営判断による素早い施策の実

行があるという。たとえば前述の『グッド

ジョブ＆リフレッシュ賞』は、2004 年の夏

頃に企画され、10月には運用開始。「良

い制度はすぐに取り入れる」という経営

陣の姿勢は「メリハリをつけて働く会社」

というメッセージとなって社員に伝わる

と渡辺英樹課長は言う。

「当社はもともと施策決定が速い会社

ですが、特に2005 年6月の奥田社長就

任以来『人材は宝』をキーワードに、従

業員の働きやすさを考えた施策を次 と々

打ち出しています。現在検討中の不妊治

療のための支援策はおそらく実現され

ますし、最近ではインフルエンザパンデ

ミック対策も話し合われています。もちろ

ん社員も経営陣のこのような姿勢を理

解しているので、他社で何か良い制度が

創設されたと聞くと『当然CTCもやりま

すよね？』という声が上がる。休暇制度を

はじめ、福利厚生面での要求レベルが

非常に高くなっているのではないでしょ

うか。」

経営陣と社員の間に好循環が生まれ

ているというわけだ。もちろんこうした風

土が定着した2005 年以降も、同社は安

定した成長を続けている。2006 年10月

に合併して売上が拡大。では、休暇制度

の充実による、業績への効果はあった

のだろうか。

「休暇制度の整備は、すべてがすぐに

数字に結びつくという性質のものではあ

りませんが、お金に換算できない価値も

あると信じて取り組んでいます。また、人

事の現場から見ると、最近の学生、特に

優秀な女性の方ほどダイバーシティ的な

制度をすごく気にされますので、採用面

において手応えを感じていることは確か

ですね。」

会社概要

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社

■事業内容：コンピュータ・ネットワークシス
テムの販売・保守、ソフトウェア受託開発、情
報処理サービス、科学・工学系情報サービ
ス、サポート、その他■本社所在地：東京都
千代田区■設立：1972 年■従業員数：単
体／3934 名、CTCグループ連結／6812 名
（2009 年3月31日現在）■売上高：3192 億
円（CTCグループ連結、2008 年3月期）

年間約250 名が受賞する
“旅行権”付き休暇制度

“旅行権”付きの休暇制度など
新しい施策を次々と実行する姿勢が
60 ～ 70％の高い有休取得率を生む。

1
残業が多くなりがちな高パフォーマーに、
ピンポイントで効く休暇施策。1

迅速な制度の施策決定は社員へのメッセージ。
休暇制度を積極的に利用する風土をつくる。3

受賞者の休暇の様子を
社内報で全社に広報

“旅行権”の支給など「きちんと休ませる」
ための工夫を忘れない。2

『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』を利用し
た旅行の様子の一部は、隔月の社内報で
紹介。定期的に全社に周知する仕組みも
整っている。
「娘たちに約束しました。もう一度受賞し
て、ディズニーリゾートへ行きます！」、「70
歳の父を祝って、北海道旅行へ。グッド
ジョブで親孝行しちゃいました！」、「上高

地のあこがれのホテルと、大自然に囲まれ
てリフレッシュ！」、「友人３人と、ずっと
行きたいと思っていた北海道に行ってきま
した！」…など、社の業績に貢献し、同賞
を受賞した社員のレポートは多彩。高パ
フォーマーたちの休暇の様子は、他の社
員にとっても「よく働き、よく遊ぶ」ワーク
スタイルのお手本となっているという。

有休消化率 60～70％
“よく休める会社”風土の醸成

多彩な休暇制度の整備と
ダイバーシティマネジメント

「よく働き、よく遊ぶ」のお手本として社内報でレポート

明日から自社で活かすヒント

31 32

労働時間が増えがちな高パフォーマーを積極的に休
ませる『グッドジョブ＆リフレッシュ賞』は、周囲の
社員を啓発する意味でも有効な施策。また、新しい
施策を次々と取り入れる先進的な経営陣の姿勢は、
休暇制度を有効に利用する社風を生み、ひいては採
用、離職防止、企業のイメージ向上など、長期的視
点においても企業メリットにつながっている。



図1：日立ソフトの営業利益の推移（連結） 図2：全体の退職者数（退職率）の減少

△100

△50

2003 2004 2005 2006 2007 2008
（見通し）

0

50

100

150

200
（億円／年度）

3.9％ 4.2％

5.8％ 8.4％ 8.7％

△5.1％

65
90

144 （152）

87

△92

改善

2005年度

5％台

2006年度

4％台

2007年度

3％台

2008年度
（見通し）

2％台

結婚・出産・育児を理由とする退職者の減少

2005年度

17名

2006年度

16名

2007年度

11名

2008年度
（4～9月）

3名

図3：就職応募者数が大幅増

全体応募者数

2009年入社の応募者総数（対前年比）

30％増

内女性応募者数

50％増

女性総合職採用数が倍増、来年は2.5倍
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システム開発業は、「きつい」「きびし

い」「帰れない」のイメージから、「新3K」

とも呼ばれる業種である。普段から納期

に追われ、いったんシステムに障害が出

れば休日を返上しての対応も必要。とく

に優秀なエンジニアには負担が集中す

る。日立ソフトウェアエンジニアリング株

式会社も、以前はそんな問題を抱える企

業の一つだった。

そんな同社に転機が訪れたのはIT

バブル崩壊後の2004 年のこと。それま

で、業界全体の成長とともに順調に業績

を伸ばしてきたが、この年、受注案件の

急増とともにプロジェクトのトラブルが

続発、100 億円近い赤字を出してしまう。

人材こそが経営資源のはずなのに、月

100 時間以上の長時間残業者が増え、

優秀な人材は「未来がない」と辞めてい

く悪循環も始まっていた。

この状況を打開するため、同社は全

社的な改革運動に乗り出す。2004 年〜

2006 年の再生段階を経て、2006 年10

月以降は、営業利益8％を目指すことか

ら「チャレンジ8+ 作戦」と名づけた活

動を展開。テーマの一つに「活気ある職

場づくり」を掲げ、労働時間短縮を含む

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて

動き出したが、これらはまさに「この業界

では人こそが経営資源。ここに着手しな

ければ発展はない」との強い意志に基

づいたものだった。

実際に活動を推進するにあたり、まず

はトップから「今回の施策は経営改善

のために必要なこと」というメッセージを

強力に発信。このことで、長時間労働に

ついても根強くあった「やむなし」という

空気を変え、管理職にも理解を求めた。

一方で、社員の中に、女性、若手、シニア

の3つのワーキンググループを作り、現

場の意見の吸い上げを試みた。こうして、

21時の一斉消灯実施や、長時間残業者

を経営会議で報告するなどの施策が生

まれるなか、「負担が集中し、休めないで

いる人を休ませよう」と始まったのがプロ

ジェクト休暇制度である。

プロジェクト休暇制度がスタートした

のは2007年4月。年次有給休暇の取り

方の一形態だが、業務に繁閑のあるシ

ステムエンジニア（以下SE）職向けの制

度であり、プロジェクトの区切りに合わせ

て予め設定されるのがその特徴だ。具

体的には、期の初めに業務目標を立てる

際、その目標とともにプロジェクト休暇の

予定についても文書として明記（実際は

システム上に登録）する。目標管理制度

の一部として扱われるため、期末には、業

務の評価とともに、プロジェクト休暇が取

られたかどうかについても上長、本人双

方で確認できる仕組みになっている。

実は同社には以前から、プロジェクト

休暇同様、予め有給休暇の日を定めて

おく「計画年休」という制度があった。年

度初めに特定の3日間を有給休暇取得

日として予め申請するというもので、こち

らはSE 職に限らず全社員が利用でき

る。ところがこの制度のもとで休暇を取

れるのは、比較的余裕のある社員に限

られる。肝心の「休めていない」社員は、

年度単位で特定の日を休日に定めるこ

となどできず、制度自体が絵に描いた餅

となってしまっていた。そしてこれこそが

この業界ならではの落とし穴。人事部労

政グループ主任の鵜原靖夫さんはこう

語る。「実は、労働時間の平均値自体は

他業界と比べて長いわけではないので

す。問題は、休めている社員がいる一方

で、一部の休めていない社員の労働時

間が極端に長くなっていること。新たな

休暇制度を設けるのであれば、この問

題が解決しなければ意味はありません

でした。」

実際、プロジェクト休暇の発案自体、

現に「休めていない」社員の多い若手

ワーキンググループから出たもの。まさに

現場の声というわけで、「もしワーキング

グループの活動がなければ、経営サイド

としては、『計画年休があるからよいでは

ないか』という結論になっていたかもし

れない。」と鵜原さんも分析する。

では、プロジェクト休暇はどう問題を

解決したのか。一つは、休暇の設定をプ

ロジェクト単位とSE 職にとって現実的

なものとしたこと。また「プロジェクトが

一つ終われば休む」という名目が可視化

され、業務遂行プランの一部に組み込

まれたことで、「休みを取りにくい雰囲気」

に気遣う必要もなくなった。プロジェクト

間のインターバルがますます短くなる環

境にあって、「無理やりにでも取る」という

雰囲気が一気に定着したのもこのため

だ。制度化されていることはきちんとこな

す、生真面目な社風を活かした策ともい

える。同時に、業務と照らし合わせた運

用についても配慮。たとえば、月100 時間

以上の残業やGW、年末年始の出勤は

原則禁止だが、業務遂行上やむを得な

い場合、これを認める代わりとして、上長

にプロジェクト休暇の取得を徹底させ

る。こうした現実的な運用のおかげで、

制度は一気にメジャー化した。

プロジェクト休暇を含むワーク・ライフ・

バランスへの取り組みは、着実に成果を

上げている。2007年度には過去最高益

を達成、「チャレンジ8+作戦」で設定し

た利益率8％の目標も、予定より1年早

くクリア（図1）。人材面では、家庭との両

立支援施策との相乗効果もあり、とくに

若年層と女性を中心に離職率がダウン

し（図2）、反対に就職応募者数は大幅

増（図3）。人材流出という2004 年当時

の危機を回避しつつ、重要な経営資源

である人材の確保にも新たな道筋をつ

けた。

さらに2008年10月には、年間労働時間

2050 時間以下を目指す「Under2050」

の取り組みもスタート。顧客の社屋に常

駐して働く社員にとっての実効性など、

事業特性の中でどうしていくのかという

課題も残るが、「長時間労働ではなく生

産性の高さこそが善であるという意識

を浸透させたい。そのための働きかけを

積極的に行っていきたいと思います。」と

鵜原さんは語る。

たとえば、「Under2050」には毎週水

曜を定時一定退勤日とする取り組みが

あるが、退社時刻前のアナウンスは、社

員が持ち回りで吹き込み、流す音楽も

担当者が選曲。学校の放送室のような

遊び心を取り入れつつ、毎回違ったもの

を流すことで、「聞き流されない」ものにし

ようというのだ。もちろん、退社時刻後の

巡回や、長時間残業者へのヒアリングな

どの地道な活動も実施。そして、それで

も残業が長くなる人の時間調整のため

に、またプロジェクト休暇の制度が活き

てくる。

そもそも、人材こそが経営資源という

考え方から始まった施策。

「どんなに景況が悪化しても、続けて

いくべきという意識は変わりません。」と

鵜原さんも断言するが、そのためにも、す

でに出ているさまざまな成果が支えに

なる。今後は、受注中心のビジネスモデ

ルから、提案型の事業への転換も目指

す同社。プロジェクト休暇を取る理由を

「勉強する時間が欲しいから」という人も

多いというが、休暇で得たインプットから

新たな事業提案が生まれる日も、そう遠

くないのではないだろうか。

■事業内容：システム開発、SaaS/ASP 等の
サービス提供、ソフトウェアプロダクトおよ
びパッケージの提供、情報処理機器の開発・
販売■本社所在地：東京都品川区■設立：
1970 年■従業員数：5166 名（2008 年3
月現在）■売上高：1714 億円（連結／2008
年3月期）

会社概要

2

1

3

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

プロジェクト休暇という明快な名目が
有休を使いやすい空気を醸成。
離職率は半減し、業績も最高益を実現。

トップがワーク・ライフ・バランスへの
明確な意思を持ち、メッセージを発する。
ワーキンググループの立ち上げによる、
現場の声をひろう仕組みづくり。
休暇の名目を可視化、業務管理システムに
組み込んで利用しやすく。

情報サービス業においては
人こそが経営資源

プロジェクトと休暇を
セットにして制度を浸透

離職率は低下し利益率は向上。
休暇のインプット効果にも期待

明日から自社で活かすヒント

33 34

人材流出の危機を休暇制度の工夫等で乗り切り、人
材の確保・定着とともに業績を向上させた。この実
績に満足することなく、「長時間労働ではなく、生産
性の高さこそが善」とのポリシーの実現のために次の
手を打っている。内容についてはボトムアップで意見
を拾い、運用についてはトップダウンで徹底すること
が成果を上げている。



社外からの接続には
　 電源導入後、指紋認証またはセキュリティボタン
　 パスワード（ブート・ハードディスク）
　 ハードディスク暗号化
　 セキュリティICカードによる認証
にて接続され
　 リモート操作で社内PCを操作する。

在宅勤務

社内勤務YFC社内ネットワーク

1
2
3
4

5

モバイル勤務

INTERNET（VPN）INTERNET（VPN）
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公共機関、金融機関、情報サービス

業などのシステム開発、提供、コンサル

ティングを行う株式会社富士通ワイエフ

シーは、2007年に「テレワーク制度」を

導入した。

原則的に入社3 年目以上で所属長の

承認を得た社員は、在宅勤務が許可さ

れる。ただし、実際に在宅勤務を行う場

合は、その都度、事前申請が必要で、最

低週2日以上は出社しなければならな

いなどの条件が付く。

社員の約6割がシステムエンジニアと

呼ばれる専門職。業務は主にパソコン

での作業になる。必要なデータや資料

はデスク上の端末や会社のサーバー内

で管理されている。

在宅での業務には、会社から支給さ

れたモバイル端末を使用。インターネット

を通じて会社のシステムにアクセスし、自

分のデスクの端末や会社のサーバーを

遠隔操作する。データが存在するハー

ドディスクやサーバーは会社に置いた

ままで、ディスプレイとキーボードだけが

自宅にあると考えればイメージしやすい

だろう。自宅に持ち帰るモバイル端末に

はハードディスクが組み込まれておらず、

データを記録することができないため

情報漏洩のリスクが少ない（右ページ

下図参照）。

外回りが多い営業職の場合は、モバ

イル勤務と呼ばれる勤務形態をとるこ

とができる。会社のシステム内で行わな

ければならない事務処理を、外出先か

らインターネットを通じてオンラインで行

う仕組みだ。これにより、軽微な業務の

ためにいちいち会社に戻る必要が無く

なった。

また、全社員に携帯電話（PHS）を支

給し、自宅からでも内線番号による通話

を可能にした。それにより、お客様から

の外線電話もそのまま在宅勤務の社員

に転送することが可能になった。こうし

て、作業をしている物理的な空間が違う

だけで、その他の条件は出社していると

きとまったく変わらない状況を生み出す

ことに成功した。

また、テレワーク制度導入についての

会社側の直接的な投資は、1人1台の

モバイル端末（ハードディスクのないパ

ソコン）と携帯電話（PHS）のみ。インター

ネット接続などの費用は社員の自己負

担となるが、それでも在宅ワークのメリッ

トは大きい。

テレワーク制度利用者からは、「自分

の作業に集中できる」「時間の有効活用

ができる」「体調が良くなった」「家族と

の時間が増加した」「子どもが体調不良

のときでも仕事ができる」などの声が上

がっている。社内アンケートでは約9 割

の社員が「テレワークが導入されて良

かった」と回答している。

さらに、総務部の亀井秀次さんは、

「テレワーク制度が導入されたことによっ

て、休暇が取りやすくなった」と言う。テレ

ワークを行うためには「○月○日に○○

○の業務を自宅で行う」という趣旨の事

前申請が必要。ということは、その日に

その業務を自宅で行えるように準備を

計画的に行わなければならなくなる。在

宅勤務日が仕事の区切りの役割を果た

し、業務にメリハリが生まれ、結果的に

業務効率化につながったというのだ。

2006 年度に社員1人当たり年間288時

間だった残業時間は232 時間に減少。

定時退社率は2006 年12月の65％から

2008 年7月は90％にまで上昇した。業

務効率化によって創出された時間は社

員自身の時間、社員の家族との時間とし

て利用できる。余裕ができそうな時期が

事前にわかることで、休暇の申請もしや

すくなった。

社員の評価については設定目標に対

する成果主義を用いており、勤務形態の

違いは評価に影響しない。

同社は約2 割を女性が占めるが、宮

浦完次さんが代表取締役社長として富

士通本社から就任した頃は女性の活

躍があまり目立たず、離職率も高かった

という。

一方で、宮浦さんが会社について知る

ために行った社員との対話集会の場で

は、優秀で元気な勤労意識の高い女性

社員がたくさん働いていることにも気付

かされた。

「彼女たちの能力をもっと活かさなけ

れば。」と思った宮浦さんは「女性活性

化プロジェクト」を立ち上げ、2006 年行

動指針に「女性たちも主役を演じよう」

という内容を盛り込んだ。その後、女性

活性化プロジェクトメンバーが中心とな

り、経営トップ、総務部門、労働組合が連

携を図り、女性社員の要望の収集、意識

調査などを行い、女性が働きやすい職

場環境を模索する中で、同メンバーの意

識は、「全社員が働きやすい環境」へと

拡大。2006 年10月には「ワークライフ

バランス推進室」が立ち上がった。テレ

ワーク制度のアイデアはその流れの中

で生まれた。

試行から導入までの期間は、テレワー

ク制度がなかなか利用されなかった。

しかし、試行的に利用した社員の声を

反映した新たな施策や幹部社員のテレ

ワーク制度利用をきっかけに申請者が

大幅に増加。2008 年8月時点では全

社員の22％、女性社員では30％がテレ

ワーク制度を利用するまでになり、2009

年度は50 〜100%の社員が利用するこ

とを目標にしている。

一連のワークライフバランス推進運

動の結果、女性の離職者が減るという

効果も表れた。さらに、これらの取り組

みが数 の々表彰を受け、企業イメージが

向上。通常50％程度である内定承諾率

が75％にまで跳ね上がり、優秀な人材

を獲得しやすくなるというメリットをもた

らした。

ちなみに同社は、これらの取り組みを

始めた2006 年度以降、3 年連続で増

収増益を記録している。これは、ワーク

ライフバランス推進が経営の負担となら

ないことを証明しているものと言えるだ

ろう。

ワークライフバランス推進室はテレ

ワーク制度に関する取り組みだけでな

く、ワークライフバランスに悩む社員の相

談窓口の設置や、休暇取得の促進運動

も行っている。

各部署が中心となって、「月に1日は

有給休暇を取得しよう」と呼びかけるポ

スターを社内に掲示したり、部署ごとの

有休取得率を社内で公開したりする。

現場では、上司が部下の業務状況を把

握しながら「ここで休みなよ」と具体的

な指導を行ったり、ときには経営トップか

ら社内グループウェアを通じて「もっと

休みなさい」とメッセージが送られること

もあるという。

「上司が行動で示さないと部下は行

動できない。新制度を導入するだけでは

雰囲気は変わらない。上司や幹部社員

が進んで新制度を利用したり、休暇を

取ったりすることで社員全員が休みを取

りやすい雰囲気ができる」と亀井さん。

これらの取り組みのおかげで、現在は

ほとんどの社員が月に1日は有給休暇

を取得し、有休取得率は約60％と高水

準を保っている。

同社では現在も引き続き、経営トップ

自らが定期的に、社員たちとの対話集会

を行ったり、幹部会議を社員が自由に聴

講できるようにしたりと、社内の風通しを

良くするための施策を打ち出すことで、

今後の課題の発見、改善案の吸い上げ

などに余念がない。

亀井さんは、今後、例えば「10日間の

旅行中の3日間は旅先で業務を行う」な

どの、テレワークの新しい形態にも挑戦

したいと考えている。

■事業内容：公共、文教、製造、流通、情報
サービス、金融業向けのコンサルティング、シ
ステム開発、アウトソーシング■本社所在地：
神奈川県横浜市神奈川区■設立：1966 年
■従業員数：340 名（2009 年4 月）
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株式会社富士通ワイエフシー

在宅勤務制度の導入で
業務にメリハリが生まれた。
休暇取得や人材確保にもつながる。

在宅勤務制度の導入で業務の計画性が増し、
休暇を取得しやすくなる。
ワークライフバランスへの積極的な取り組み
が評価され、内定承諾率が向上。
幹部社員をはじめ、まず「上」が行動する
ことで、「下」が行動しやすい雰囲気を作る。

テレワーク制度の導入で
仕事の計画性が高まった

女性活性化プロジェクトから
ワークライフバランス推進へ

旅行先で業務などの
新テレワークスタイルも検討

明日から自社で活かすヒント

35 36

IT 技能の高い社員の特性を活かし、インターネットを利
用する在宅勤務制度を実現した。同社は「テレワーク推
進賞・優秀賞」など数々の賞を受けている。在宅勤務を
導入することで業務推進にメリハリが生まれ、休暇が取
りやすくなるという効果があることは、在宅勤務制度導
入を検討中の企業経営者にはぜひ知ってほしい。また、
経営陣をはじめ上司が休暇取得のために積極的にアドバ
イスをするなどの姿勢が制度の活用につながっている。
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東京都港区に本社を置く日本ATM

株式会社は、金融自動機器（ATM）に

関わるシステムの販売、開発、保守、およ

びコールセンター業務を手がけている。

顧客はいわゆるメガバンクから地方銀

行までの幅広い金融機関で、特にコー

ルセンター業務では全国に設置された

16万～17万台のATMのうち、約5万台

を同社がカバーしている。

同社では現在、有休取得率アップを

目指すための休暇制度の整備をはじ

め、メンタルケアを含む健康面での施

策、子育てや介護支援などのダイバーシ

ティマネジメントを行い、仕事と生活の

調和の向上を目指している。まずは、同

社がこうした取り組みを始めた背景を、

人事総務本部人事部担当部長の石川

正人さんに聞いた。

「当社ではATM関連の様 な々事業

を行っています。事業内容は多岐にわた

りますが、ATMというのは社会インフラ

を支える機器ですから、どの業務でも

非常に重い責任を感じています。たとえ

ば、銀行のATMシステム開発に携わる

システムエンジニアは、プロジェクトの納

期に追われるというIT業界特有の激務

に追われていますし、24時間対応のコー

ルセンターでは、時期にもよりますが1日

数万件単位のお問い合わせに対応する

こともあります。もちろん仕事量が多く、や

りがいがあることは、企業にとって歓迎

すべきこと。しかし、必然的に社員の長

時間労働の増加や休暇取得率の低下

につながることも事実です。もちろん、慢

性的に人員が足りない部分に関しては

随時補充していくことが必要ですが、一

方で、ワークライフバランス促進に積極

的に取り組んでいくことが、優秀な人材

を確保し、中長期的な業績向上をねらう

ための重要な目標になっています。」

同社のワークライフバランス促進策

の一翼を担うのが、休暇促進制度への

取り組みだ。たとえば、2008 年度から夏

期に限らず１年中取得可能となった2日

間の夏期特別休暇は、9 割を超える利

用率。また、2008 年に導入された誕生

日休暇は、誕生日の前後1カ月に特別

休暇が付与される制度で、運用初年度

となる昨年は全社員の7割以上が利用

した。同制度の導入後、社内のホワイト

ボードに「誕生日休暇」という文字が書

かれるようになったことで、オフィス全体

に「誕生日は休む日」という雰囲気が醸

成されたという。

こうした施策を打ち始めてから、同社

の有休取得率は目に見えて変化した。

2007年度に45％の取得率が2008 年

度は48.8％。誕生日休暇や夏期特別休

暇は有給休暇には含まれないため、実

質的な総労働時間はさらに減っている。

「48.8％という有休取得率は、あくまで

も全社員の平均。当社には有休取得率

100％の社員が何人もいますし、もちろん

これは当然の権利です。一方で、年に2

～3日しか有休を使えない社員がいると

いうのも事実。人事部としては、こうした

社員が積極的に有給休暇を利用でき

る制度を作っていくことこそが効果的な

施策だと思っています。2009 年3月から

は配偶者や子供、両親の誕生日、結婚

記念日などに利用できる「ファミリー休

暇制度」を実施します。これは年次有給

休暇を利用する制度なので、本来はい

つ取得してもかまわないものですが、有

給休暇をより取りやすくするきっかけとし

て活用してもらえればと考えています。」

同社では2011年度の有休取得率

60％という目標を目指し、今後も積極的

な取り組みがなされていくという。

同社のワークライフバランス促進策

は、休暇制度の整備だけではない。最

長２年の育児休職制度や、10 歳まで利

用できる育児時間短縮勤務制度、1年

間取得可能な介護休職制度、45 歳以

上の社員を対象に全額会社負担される

人間ドックなどの施策を実行。いずれも、

法定目標を上回る数字だ。また、こうした

経営陣の積極的な姿勢が顕著に表れ

ているのが、受診率100％を宣言した健

康診断。

「健康診断受診率を100％にするこ

とは、当社の経営目標にも掲げられてい

ます。これは私が担当しているのです

が、未受診の社員に対し、副社長の名で

「受けて下さい」とのメールを個別に送っ

ています。現在、5～6人の社員が未受

診ですが、100％という数字は3月まで

には達成される見込みです。」

徹底した健康管理施策は、メンタル

ヘルスケアにも及んでいる。過重労働に

起因する心の問題が取りざたされるこ

との多いＩＴ業界。同社では、契約臨床

心理士との面談を毎月実施し、24 時間

365日、Eメールでの相談も可能だ。

さらに家庭と仕事の両面から社員を

サポートするための施策にも力を入れ

ている。家族と共に参加できるバーベ

キュー大会もそのひとつだ。

「同社のバーベキュー大会は、昨年で

11年目になる恒例行事です。江戸川区

の葛西臨海公園で行っており、昨年は

総勢230人が参加しました。社員の家

族に会社の仲間と接してもらえるのは

貴重な機会。やはり、家族の理解がない

と良い仕事は生まれない。家庭と仕事

は、いずれも欠かせない両輪だと思って

います。」

休暇制度の充実はもちろん、社員の健

康管理施策や家族への配慮など。同社

では多面的な施策が実行されている。

同社では、昨年から「いろり会」という

集まりが行われているという。

「月2回ほどのペースで行われている

いろり会は、社長が社員10 名ほどを集

め、意見交換をするという試みです。や

はりワークライフバランスを促進する上

で、現場の声は欠かせない要素。いろり

会は現場の声を吸い上げる貴重な場と

なっています。」

現場の声をきっかけに実現した施策

は数多い。たとえば、昨年から始まった

職場見学会は、365日24 時間体制の

コールセンター業務にあたる社員が「子

供に『何で土日も働くの？』と聞かれる

んです」という意見から導入。子供だけ

でなく、両親を職場に案内する社員もお

り、特に好評の施策だという。

また、前述の「ファミリー休暇制度」も

社員のアイデアから実現した制度だ。

「従業員618 名（2008 年12月）という

当社の規模は、経営陣や人事部が社員

の顔と名前を把握できるギリギリの規

模。だからこそ現場に密着した施策が

できるし、する必要があると思います。」

現場重視の姿勢は、離職率の低さに

表れている。同社の離職率は1.8％。8％

が平均と言われるIT 業界においては、

驚異的な数字といえる。

「社員のやむを得ない事情での離職

以外はほとんどないというのが人事部

の実感です。当社では中途採用組が社

員の半数を占めているのですが、彼らが

“居心地の良い会社だ”と言ってくれる

のは、非常にうれしいですね。」

長く働ける環境の実現が経験豊か

な社員を生む。結果、各業務に関する

個 の々スキルが上がり、業務効率につな

がる。1.8％という離職率は、同社の成長

の原動力かもしれない。
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合い言葉は
法定基準を超える施策

現場の声を重視した施策で
離職率 1.8％を実現

中長期的な発展を見据えた
ワークライフバランス促進

日本 ATM 株式会社

誕生日休暇制度、最長２年の育児休職制度など
現場の声を重視した施策の実行で、
離職率 1.8%を実現した。

■事業内容：AＴＭおよび関連システムの販売、開
発、保守。ＡＴＭ監視アウトソーシングサービス、Ａ
ＴＭフルアウトソーシングサービス、ＡＴＭ運用関
連コンサルティングサービス、コールセンター業務
アウトソーシングサービス、各種コンテンツマネジ
メントサービス、マルチベンダー保守サービスなど
■本社所在地：東京都港区■設立：1999 年■従
業員数：549 名■売上高：256 億円（2007 年度）

家族の誕生日に休めるファミリー休暇などで、
有休取得のためのきっかけを与える。
社員の声を吸い上げる場を持ち、
より現場に密着した施策を打ち出す。
休暇制度の充実はもちろん、
健康管理・家族のケアを含む総合的な施策。

人事部で福利厚生面の整備に携わる平原さ
んは、約1 年4 カ月の育児休職期間を経て会
社に復帰。現在は育児時間短縮勤務制度を
利用し、6 時間45 分の勤務となっている。

「育児休職制度の期間が2 年だったことで、
空きのなかった保育園への入園を、年度の
切り替わる4 月まで待つことができました。
現在は時短勤務制度を利用しています。休

職以前は、だらだらと仕事を切り上げられ
ないことも多かったのですが、今は子供を
迎えに行くために毎日16 時30 分には会社
を出なければいけない状況。正直、子育てと
仕事の両立は簡単ではありませんが、時間
的な制約があるからこそ、以前よりも仕事
を計画的に進められている実感はあります
ね。」

育児休職制度と育児時間短縮勤務制度を活用
2005 年入社　人事総務本部人事部　平原ゆきのさん

明日から自社で活かすヒント
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有休取得のきっかけとなるファミリー休暇制度の整備
をはじめ、健 康診断受診率 100％ 宣言や最長 2 年
間利用できる育児休 職 制度など、多面的な取り組み
を行う同社。IT 業 界で 1.8％という離職 率の 低さは
特 筆に値する。この結果、社員のスキルが向上し質
の高いサービス提 供が 可能になり、中長期スパンで
の業績向上も視野に。徹 底的に現場の声を重視する
姿勢は、多くの企業にとって参考となるはずだ。
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「業界的に忙しく、なかなか休みが取

れない上に、弊社には仕事が楽しくてし

かたがないというクリエイターが多いん

です。」

こう語り始めてくれたのは、株式会社ミ

ツエーリンクスの取締役、野中太郎さん。

「好きな仕事なので本当に一生懸命

やってくれるのですが、その結果、数年

で燃え尽きてしまうケースがあらわれま

す。心身ともに疲れきってしまい、場合に

よってはリタイヤにつながってしまうこと

もあります。こうした社員へのフォロー策

として、一定期間頑張ったあとに、しっか

りとリフレッシュして再スタートできる、そ

ういった仕組みがあれば、燃え尽きを

防止することができて、またそこまで頑

張ればきちんと休める、という意欲が持

てるようになるのではないかと考え、 『ス

テップアップ休暇』と呼ぶ休暇を取得で

きるようにしました。」

この『ステップアップ休暇』は、4年勤

めるごとに、1カ月もの長期休暇が取れ

る制度としてスタートした。そして、2 年

前からは、2 週間の休暇+ 手当金と制

度を変更しており、後者のほうが社員に

は人気があるという。旅行に使う人、家

族サービスに使う人とそれぞれだが、こ

の休暇が取得できる時期を楽しみにし

ている声もよく聞くという。

当初は、主にメンタルヘルス対策が目

的だったが、なにがきっかけでこの制度

を導入しようと考えたのか。 

「当社が『ステップアップ休暇』の導

入を考えた時期は、会社として従業員を

増やし規模を拡大し始めたタイミングで

した。いい人材を獲得するにはなにが

必要なのかと考えたときに、働き続けら

れる環境が必要なのだろうという結論

になったのです。」

当時の従業員数は100 名程度。この

規模であれば目を配ることができるが、

それ以上になると幹部が感覚的に把

握するのは難しく、制度が必要になると

は上層部共通の認識。では、なぜ区切り

を4 年にしたのか。

「その頃、勤続3 年で辞める率が高

かった。そのため、3年を区切りにすると、

休暇を取得してそのまま辞めてしまうこ

とも想像できました。しかし4 年勤めれ

ばある程度、会社のなかでのポジション

も確立されるので、次のステップが見え

た状態でリフレッシュしてほしいという

思いがありました。」

この休暇による成果は離職率にはっ

きりとあらわれてきている。2000 年当時

では30％近い人材の入れ替わりがあっ

たが、現在は5 ～6％と大幅に減ってき

ているという。

そうはいっても、当時で１カ月、現在で

も2 週間の休暇分を補うのは大変に思

えるが、欠員補充に関してはどうしてい

るのか。

「取得の時期は4 年後とわかってい

るので、それに備えて準備をしてもらい

ます。その準備はそのまま後輩育成にも

なります。また上司が休むことは部下に

とってチャンスにもなるものです。この点

はこの『ステップアップ休暇』の予想し

ていなかった嬉しいメリットでしたね。上

司がやっている仕事、先輩がやってい

る仕事をスタッフが少しの期間でも代

行、サポートすることで、仕事への理解

が深まるうえ、上司や先輩が休暇をきち

んと取っていれば、休暇は本当に取れ

るものなんだという安心にもつながって

いるようです。」

確かに休暇が取得しづらい業界だ

からこそ、こうして休暇がきちんと取れる

という確認ができることが安心感につ

ながるところがあるのだろう。

課題についても聞いた。

「当社の特徴として、仕事をしている

ほうが楽しいという若手が多く、促して

も休みを取ろうとしない社員もいます。

良い休みの取り方をする上司が増えて

いけば、仕事が好きでしかたがない若

手も休暇を取っていくようになるのでは

ないかと考えています。」

また、同社では『ステップアップ休暇』

のほかにも、『功労特別休暇制度』と呼

ばれ6 年目に3日の休暇と支援金が支

給される制度がある。しかし、なぜこれ

らを分けて設定しているのだろうか。

「節目を細かく作っていきたいなと思う

んです。4 年目は休み中心、6年目は手当

て中心に設定しています。入社6年目に

なると家庭があるケースがほとんどなの

で、3日はゆっくりし、10万円で好きなもの

を買うというケースが多いようですね。」

社員の生活充実を考えていったとき

に外せないポイントとして浮かび上がっ

てきたのが、家族へのサポートだという。

そのひとつが、『進学準備休暇制度』で

従業員の子どもが小学校への入学を

迎えた際、最大3 日の休暇が与えられ

る制度。昨年度より導入され、数名が取

得予定だ。子育てをしながら働く社員を

サポートする制度として生まれたのだと

いう。またユニークなところでは、クリスマ

スに、会社から従業員の家族にスモー

クターキーがまるごと１羽贈られてくると

いう。これは家族からの評判もよく、恒例

になっているのだそう。出産時には花を

贈るなど、社員だけではなく社員の家族

ともつながっている。これらの提案は主

に社長がしているのだという。仕事が厳

しい分、そうした温かな部分を提供する

ことで働きやすい職場環境になるとい

うのがトップの主張。その考えが制度に

反映している。最後に人材活用につい

ての考えを聞いた。

「WEB 技術を深掘りしていこうと

思っているので、業界の一流の人材が

ほしいと思っています。お互いに刺激し

合いながら、世界的に通用する人材を

作っていきたい。現在女性社員は3割い

ますが、女性、男性と分けて考える必要

はなく意識することも少ないです。出産

ののち復帰し、時短勤務で働いている

女性も多い。優秀な人材を逃さないこと

は会社にとって大切です。たくさん人を

集めてやっていくよりも質の高い人材を

大切にして発展していく形を望んでい

ます。社内でスキルの高い人間が辞めて

しまった場合、同等のスキルの人材を採

用するのは至難の業。技術を高めること

を目指している企業だからこそ、辞めた

ら採用すればいいというのは全く通用

しないんです。だからこういった業界で

あっても社内の体制をきちんと整えて

いきたい。」

職場環境の向上は早期離職者を減

らすだけでなく、優秀な人材がヘッドハ

ントされそうなときも会社に踏み止まっ

てくれる要素にもなっているという。

「当社が長期休暇制度を作ったの

は、早期離職を防ぐため。辞められてし

まうくらいならば、いっそ他社にはないよ

うな思い切った休暇施策をと考えたの

です。1カ月間の欠員はたしかに大変で

すが、一度退社したものと考えて、1カ月

後に経験のある優秀な社員を再び雇

用できると思えばなんていうことはない

と考えました。けれど実際やってみると

予想したほどの混乱はなく、メリットのほ

うが多かった。仕事が好きなあまりがん

ばりすぎて、燃え尽きてしまう社員が多

い企業では効果があるのではないかと

思います。」

会社概要
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3

4 年をかけて
2週間休める体制をつくる

燃え尽き症候群を防止し
定着率向上に絶大な効果

株式会社ミツエーリンクス

勤続 4 年の節目に、1カ月の休暇を。
中堅にさしかかる社員への思い切った
休暇施策で離職率を大幅に下げた。

■事業内容：ウェブ・インテグレーション
事業、情報処理・速報系事業、音声・動
画系コンテンツ関連事業■本社所在地：
東京都新宿区■設立：1990 年■従業員
数：295 名■売上高：非公開

勤続 4 年を節目に長期休暇を与え、
メンタルヘルス効果で離職を防止。
社員のライフスタイルの変化に合わせた
制度で、モチベーションを高める。
休暇取得が難しい業界だからこそ、休暇を
充実させることで一流の人材を確保する。

できますね。就職後のまとまった休みは諦め
ていたところがあったので、また次、こんな
休みが取れると思うと楽しみだし、社外の友
人にもよく自慢します。また、妻も働いてい
るため、この期間は私が保育園に迎えに行っ
たり、お皿を洗ったりもしました。妻への休
暇にもなったのかもしれません。

ステップアップ休暇、こう使いました！

従業員の満足度ＵＰに
家族へのサポートを加える

WEBインテグレーション本部　チーフデザイナー　齋藤洋介さん

明日から自社で活かすヒント

普段はとても忙しいので、まずはゆっくり休
みたいと思いました。そのあとはずっと欲し
かった洋書を買い漁りに行ったり、時間がな
いと興味があってもそのままにしてしまう
ものにきちんと向き合う時間として使いま
した。節目の時期にのんびりできる時間があ
ると、ゆっくりとここまでを振り返ることが
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長期休暇により離職率の低下に成功している事例。
社員の定着率が低い企業や、社員のメンタルヘルス
に課題があり離職につながっている企業の参考になる
だろう。こうした制度改革により外部からのヘッドハ
ントにも対抗できている点も興味深い。ポイントは、
社員のライフステージの変化にそって休暇制度を充実
させてきたこと。質の高い人材に長く勤めてもらい、
その人材とともに発展していくのが同社のビジョン。
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オイシックス株式会社は、2000年に

創業した若い会社。「作った人が自分の

子どもに食べさせられる食品を届ける」

というポリシーのもと、有機野菜や無添

加食品をインターネットで販売し、利便性

と商品の質を両立することで順調に成

長を続けてきた。

創業当時、代表は弱冠26歳。以下、

20代前半の取締役に、学生インターンを

加えた文字通り「若い」企業だった。食

品業界出身者は1人もおらず、商品の買

い付けをしようにも生産者に相手にさ

れない状態が続く中、熱意と体力で信

頼関係を築き、今に至ったという経緯を

持つ。その歴史は、まさに勢いのあるベ

ンチャー企業の姿。自然と仕事に割く時

間は長くなったが、それもまた、事業を軌

道に乗せることを第一に考える創業期

のベンチャー企業には珍しくない現象

だ。さらに同社の場合、社員の年齢が若

いため、体力もあり仕事にかけられる時

間も長いことから、「長い時間会社にい

る人が偉い」という雰囲気が生まれてい

たという。

しかし、会社が成長し、社員が増え

れば、仕事に対するスタンスが創業メン

バーとは違う社員や転職により異なる

企業文化を持って入社する社員も出て

くる。全員が自ら進んで仕事に長い時間

を割いていた創業期とは事情が違うの

だ。「成長企業であるためには、様 な々タ

イプの社員が働きやすく、最大の効率を

上げられる状態でなければなりません。

そのためには、適度な休暇を取ってリフ

レッシュしてもらうことも大切だ、と我々

は考えています。」と語るのは、同社広報

室の大熊拓夢さん。これを実現するため

同社では、基本的にチームで動く体制を

作り、1人が休暇を取っても支障のない

環境を整えるなど、「休みづらさ」の解消

に努めてきた。

さらに、2008年5月には、食品を扱う

企業ならではのユニークな休暇制度が

スタートする。「至福の食　休暇制度」と

名づけられたこの制度は、2日以上の有

給休暇を取り、休暇中にどこかに出かけ

て食事をした上で、その内容を社内ブロ

グに写真付きでレポートすると後日1 万

円が支給されるというもの。全ての社員

に権利があり、年に1度、行使することが

できる。

導入から1年足らずだが、すでに3 割

から4割の社員が利用済みだ。ハワイで

の友人の結婚式に出席するためにこの

制度を使い、詳細な現地情報をレポー

トした社員や北海道旅行で味わった地

元グルメを逐一レポートしてみせた社員

もいて、社内ブログは見て楽しく、参考に

なる情報の宝庫となっている。

この制度で特徴的なのは、休暇を通

してリフレッシュを図ることに加え、休暇

をうまく仕事に活かす仕組みを盛り込ん

だ点。「会社として掲げているブランド

価値は『一般のご家庭に豊かな食を提

供する』こと。そのためにも社員には、世

の中にある数多くの素晴らしいものを体

験してほしい」という狙いがこの休暇に

はあり、それを自然と実現できる仕組み

になっているのだ。

同社の仕事は食品小売業だが、そ

の目指すところは「食卓サポート業」だ

と大熊さんは言う。例えば、食品を売る

だけでなく、食にまつわる話題やレシピ

も提供できる存在であること。「食卓サ

ポート業」を目指すにふさわしい社員で

あるためには、「食べる」だけでなく、普段

の生活では体験できない上質なサービ

スに触れる機会も重要だ。「至福の食

休暇制度」が「2日以上」で「どこかに出

かける」ことを条件としているのはまさに

このため。遠くに出かければ普段はでき

ない体験ができ、宿泊旅行であれば、ホ

テルや旅館のサービスに触れるまたと

ない体験ができる。2日といっても、実際

には週末を合わせて4日以上、長い場

合は1 週間の休みを取って旅をする社

員も多いというから、この狙いは見事に

当たっているといえそうだ。

「B to C の事業である限り、消費者

の気持ちを知ることは不可欠」と大熊

さん。「至福の食　休暇制度」で体感す

るのは、まさにこの消費者の視点だ。大

熊さんも「実際にこの休暇を経験する

ことで、業務についても一般消費者の目

で見る感覚が生まれ、風土として根付

いてきた、という実感はあります。」と手

応えを語る。

とはいえ、「消費者の視点」は、同社の

事業に必要なことの片側に過ぎない。例

えば、商品紹介コンテンツやメールマガ

ジンを制作する社員は、食べる人（消費

者）にとって魅力的に商品を紹介するこ

とが求められるが、同時にその前提とし

て、作る人（生産者）の思いを理解してい

ることが不可欠。つまり、同社は「作る人」

と「食べる人」をつなぐ存在なのであり、

そのためには、「生産者の視点」も理解

しておく必要があるというわけだ。

実はこのような視点を養う取り組み

は、「至福の食　休暇制度」より早くか

ら実施されている。それが、四半期に1

度実施される「ものづくり体験」という

イベントだ。年4回のうち2回は農作業

等を中心とした産地での体験を実施す

るが、このときは全社員に家族も加えた

100人近くが一斉に参加。昨年は千葉

県の農家でレンコン掘りを体験し、収穫

後は産地ならではのレンコン料理に舌

鼓を打った。

「胸のあたりまで水田につかって収穫

するのですが、泥に足をとられながらの

作業は本当に大変。うまく掘らないと途

中で折れてしまうし、楽しいけれどなか

なか難しいんですよ。」と、自身も参加し

た大熊さんは笑顔で語るが、こうして楽

しみながら作り手に接することは、社員

のモチベーションアップにもつながる。例

えば、日 W々ebサイトのシステム構築に

取り組む担当者は、「食」への意識が薄

くなりがちだが、「ものづくり体験」を通

じて、目指すべきところが「豊かな食生

活の提供」であることを思い出す。それ

が、「『食』を求める人にとって使いやす

いシステムとはどんなシステムか」を常に

頭に置きながら業務を進めることにもつ

ながるというのだ。

こうして、全社員が自社のブランド価

値を体感できる機会を早くから設けて

きた同社。「至福の食　休暇制度」も、

そのような体験の重要な一部というわ

けだが、背景にあるのは、「社員個人が

高い成長率を目指すことが、結果として

組織を強くする」との発想だ。2009年に

入ってからは、一人ひとりのパフォーマン

スをより一層高めるべく、新たな道を模

索中。現在、社員アンケートの実施などに

より、改善点を吸い上げる作業が進めら

れている最中だ。

「例えば、朝早く出勤する人のため、社

内で焼きたてパンや淹れたてコーヒーな

どが提供できれば、働く人にとっても便

利なはず。自社で取り扱う食材を使うこ

とができればさらに楽しいですよね。」と

大熊さん。「豊かな食生活を提供する」

という自社のブランド価値をしっかりと

見据えつつ、楽しく、柔軟な形で個人の

成長を後押しする姿勢は、そのままベン

チャーとしての同社の元気な姿を映し出

しているようだ。

会社概要
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「出かけて」「食べる」経験を
積んだ社員には補助金を支給

創業期から一歩進んで
誰もが効率よく働ける環境へ

オイシックス株式会社

「作る人」と「食べる人」をつなぐ企業の
社員として必要な体験を
補助金付きの「食の休暇」で実現。

■事業内容：食品のインターネット通信販
売事業・店舗宅配事業■本社所在地：東
京都品川区■設立：2000 年■従業員数：
81 名（2008 年 10 月現在）■売上高：
47 億 2100 円（2008 年 3 月実績）

補助金の支給を伴った休暇制度を設けて、
企業価値の向上に役立つ休暇の過ごし方を提案。
非日常的な体験の機会とし、リフレッシュ効果
を高めるため、2 日以上の連続休暇を用意。
生産現場を体験するイベントと消費者の視点を
養う休暇制度で、業務のレベルアップを図る。

　「至福の食　休暇制度」のレポートは力作
揃い。北海道に旅した社員のレポートでは、
富良野・美瑛の野菜やスイーツ、札幌のジン
ギスカン、小樽の海鮮丼、高速道路のサービ
スエリアで食べたエゾ鹿バーガーまで、様々
な「食」の話題がつづられている。今回話を聞
かせてくれた大熊さんも、すでに制度を利用
済み。1泊旅行で宇都宮に行き、名物の餃子を

食べ歩いたという。「2日から」という制度だ
が、日数は有休の範囲で自由に取得できるの
で、1泊の国内旅行から海外旅行まで体験内
容も人それぞれ。単にメニューの内容や店名
だけではなく、食材を生む風景の写真を交え
旅先ならではの発見とともにつづられた内
容は、読み手も多様な食文化を意識するきっ
かけとなり、情報共有にも役立っている。

休暇の成果は社内ブログを利用して報告。社員で情報共有も

明日から自社で活かすヒント

会社主催のイベントでは
生産現場に触れる体験も

41 42

ベンチャー企業が創業期から経営を軌道にのせ組織
を整える段階で、休暇を切り口に多様な人材を定着さ
せていった好事例。「休むことでリフレッシュしてもら
う」というところから一歩踏み込み、より業務に役立
つ休暇の過ごし方を提案している。「生産者を知り、
消費者を知る」という社員教育の一環として、非常に
前向きに休暇を活用。「ものづくり体験」も、休暇で
はないが同様の効果を生んでいる。
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株式会社良品計画は、1989年に株

式会社西友から分離。西友が女性活用

の進んだ企業だったため、必然的に同

社も女性比率が高く、その人材を活用す

ることは企業の発展に不可欠だった。

一般的に小売業では、他業種と比べ

て女性社員の割合が高いが、同社で特

徴的なのは女性管理職比率の高さ。本

部だけでも14％という数字は、まさに女

性の働きやすさを物語っている。

女性活用施策の代表的な例が、育児

休暇や育児中の時短勤務制度の充実

だ。たとえば育児休暇については、現在

最大2年までの取得が可能だが、これ

は、復職に際して子供を預けるべき保育

園の入園時期が4 月にほぼ限定される

ことに配慮した対応。仮に12 月に出産し

た人が4月の入園期に合わせて復職す

るとしても、育児休暇が2 年あれば、3 カ

月後ではなく1年3カ月後の復職を選ぶ

こともできるというわけだ。また、「チャイ

ルドケアタイム」と呼ばれる育児中の時短

勤務は、2006年から、それまで小学1 年

8月末までだった適用期間を小学1年修

了時までに延長。保育園より親の出番が

多くなる小学校低学年の時期をカバー

している。2人以上を出産した上で第一

線でキャリアを積み、管理職に至る女性

社員が多いのも、これらの充実した出

産、育児支援施策によるところが大きい。

そして、育児期の女性社員の仕事ぶり

は「時短勤務者であっても、仕事の質は

変わらない」という事実を示していた。実

際、育児中の女性社員は、短い時間の中

で仕事にやりくりをつけ、いつ休むことに

なっても大丈夫なように、早め早めに仕

事を片付ける傾向があった。このことが

「全社単位での時間短縮も可能なので

は？」という発想につながっていく。

2000 年の業績不振からV字回復を

した2004年9 月には、松井忠三社長（現

会長）の号令のもと、競争力のある強い

体質の企業を目指し、売上高対販売費・

管理費比率30％未満を掲げる｢30％委

員会｣を立ち上げて改革を実施。更に競

争力を体質化するべく「業務標準化」と

呼ばれる取り組みに着手する。

その大きな柱の一つが「ノー残業

デー」の実施。それにしても、以前は22

時頃までの残業は当たり前という雰囲

気があったなか、なぜ一気に「ノー残

業」を目指したのか。執行役員で総務人

事・J-SOX 担当部長の鈴木啓さんはこ

う語る。「海外の支店や取引先で目にす

るヨーロッパの働き方と比べると、日本人

のオンオフはアンバランス。それに、我々

のように日常生活に関わる商品を扱う者

は、早く退社して、人に会ったり、街で話

題のスポットを訪ねたりしなくてはいい

ものも作れません。そんな思いを実現す

る上で、チャイルドケア中の女性社員が、

時短勤務にも関わらず支障なく業務を

こなす姿が大きなヒントになりました。」

時短勤務者が、効率を上げることで

十分な働きができるのであれば、他の

社員にも可能なはず。「業務標準化」の

根底にあるのは、まさにこの効率化とい

う考え方だ。「ノー残業デー」の実施と平

行して進められたのは、「業務基準書」と

呼ばれる本部向けマニュアルの作成。

その特徴は、一見畑違いに見える製造

業の業務マニュアルに倣った点にある。

月に一度、全社員が不用品を整理する

「文書整理の日」、机の上をきれいに保つ

「クリアデスク」の実施……細部にまで及

ぶ内容には、当然ながら戸惑う社員もい

た。しかしいざ取り組んでみると、片付い

たデスクでの仕事はモノを探す時間を

省く、といった「よい経験」としてすぐに

浸透。同時に、「業務基準書」による業務

内容の「見える化」で、引継ぎなどの手

間からも解放された。

「ノー残業デー」が始まったのは2006

年下期（9 月〜）。当初は週1 回、19時の

退社から取り組んだが、その後順次拡

大し、現在は大半の社員が毎日18時30

分に退社する「毎日がノー残業デー」が

定着している。現実には1割程度の残業

者は出るものの、その状況については、

整理整頓状況などとともに部門ごとの

ボードに掲示。残業の多い部門につい

ては部門長に原因の分析や対策方法

をまとめさせ、業務標準化委員会で発

表させるなどの措置を取る。さらに、残業

する場合は事前の申告を義務付け、そ

れを常駐の外部スタッフや松井会長に

さえ徹底することで、「帰ることへの罪悪

感」を「残ることへの罪悪感」へと変え

ていった。

現在の同社は、改革の成果を風土と

して定着させるため、これまでのトップダ

ウン方式から、ボトムアップ方式への切

り替えを進めている。その活動の一つが

「よいことは倍、不要なことは半分に」を

意味する「WH（ダブル＆ハーフ）運動」

だ。半期ごとに現場からアイデアを募る

この運動、2008 年下期の第1回目から

早速24 件のアイデアが集まっている。

その中で、今後の休暇取得施策に

つながりそうな提案も出てきている。宣

伝販促室より提出された「Wonderful 

Holidayプラン」だ。内容は、部署全体で

共有フォルダを作成、各自が立てた有休

取得計画を記入して「見える化」し、計

画的に休もうというもの。倍にしたいの

は、休暇のリフレッシュ効果や、休暇実

現に向けた業務の集中力だ。

「『見える化』は、業務標準化の大事な

要素の一つ。これができていれば、1 人

が休みを取っても、引き継いだ人が業務

基準書に沿って進められます。有休取

得率の向上は今後の課題ですが、業務

標準化による下地ができた今、意外と

すんなり実現できるかもしれません。」と

鈴木さんも期待を寄せる。目標は「強く

て働きがいのある会社」だが、「『働きが

い』もオフタイムの充実あってこそ」と鈴

木さん。休暇取得が進めばその両立は

さらに万全なものになるはずだ。

会社概要

2

1

3

「業務標準化」計画で
効率化と「ノー残業」を実現

女性活用の進んだ風土に
潜んでいた効率化へのヒント

株式会社良品計画

ノー残業のヒントとなったのは、
育児で時短中の女性の働き方。
全社的な効率化で18時30分一斉退社へ。

■事業内容：「無印良品」を中心とした専
門店事業の運営、商品企画、開発、製造、
卸しおよび販売■本社所在地：東京都豊
島区■設立：1989 年■従業員数：連結
／4312 名（パートタイム社員 3248 名
を含む／ 2008 年 2 月現在）■売上高：
1428 億円（2008 年 2 月期）

全社員が育児期の女性社員になったつもりで
仕事を早め早めに進め、効率化する。
事務所業務向けにもマニュアルを作成し、
担当者不在時の業務代行を容易にする。
最初はトップダウンで改革を徹底、効果を
実感させることで社員の意識を変えていく。

私の場合、マネージャーに昇進する辞令が
出たときにちょうど妊娠が分かったんで
す。そんなとき、男性の上司が「大事な時期
だから」といろいろ助けてくれました。社
長も妊娠を心から祝ってくれるなど、出産
自体を歓迎してくれるムードが社内にある
のは安心感があります。
育児期間中は、子どもに何かあっても業務

に支障がないように、常に部下と仕事を共
有化し、いつでも代わりにやってもらえる
ようにしていましたね。そのことで、部下
の仕事のレベルも上がるという、思わぬ効
果もありました。考えてみれば、子どもの
トラブルで休むのも、出張で不在なのも一
緒。いなくても対応できる組織力があれば
いいのですから。

自分が抜けても成り立つよう業務を共有することで部下も育つ
1984 年入社　衣服・雑貨部企画デザイン室長　永沢三恵子さん

男女で仕事に差のない風土は出産後も同
じ。私の場合も、育児中に課長になり、部長
になったのも2 度目の育児期間が終わる頃
でした。時短勤務中の社員を昇進させるの
か、と驚いたほどでした。自分のときは、時
短した分、休日出勤などで周りに迷惑をか
けない努力をしていましたが、部下を持っ
て分かったのは、育児中の女性社員は、常に

早め早めに作業を終わらせるなど、集中力
の点ではかえって優れているということ。
段取り力がつくんですね。
それでも以前は、育児で時短中の社員と目
いっぱい残業している社員とではこなせる
仕事量に差がありましたが、「ノー残業化」
でその差も縮まりました。育児中の女性は
ますます働きやすくなったと思います。

育児中に昇進も経験。「段取り力」も身についた
1985 年入社　お客様室長　萩原由美子さん

業務標準化の基礎を活かし
休暇取得率アップにも期待

明日から自社で活かすヒント
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女性活用の歴史にヒントを得た労働時間削減施策は
この企業ならでは。本社での業務についても製造業
方式のマニュアル作りに挑戦し、そのよい点を取り入
れようとする試みは非常に意欲的である。「ノー残業」
を目指すなかで得た効率化のノウハウは、そのまま休
暇取得促進にも応用することができるはずだ。「強く
て働きがいのある会社」となるために、休暇は会社の
「強さ」と「働きがい」の両方に効いている。
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「“いつも、人から。”という経営理念

が髙島屋にはあるのですが、もともと

百貨店という業界自体、他の業種から

比べると人を大事にしているところが

あります。」

そう話を始めてくれたのは、株式会

社髙島屋、人事政策担当次長の中川

荘一郎さん。現場での販売職を経て、

現在の職務についている。

「弊社では、年に1回、管理職に向け

てワークライフバランスを推進するため

の研修を行っています。そこで話をする

内容は、いろいろな立場の人を理解し

てほしいということ。この研修を受講し

てもらう管理職の平均年齢は50 歳前

後なのですが、彼らがこれまで過ごし

てきた社会人生活と今とでは、状況が

大きく変わっていることも多い。具体的

には、昔みたいに専業主婦の家庭ばか

りではありません。働き方も正社員ばか

りでなく、いろいろな契約形態のスタッ

フが同じ売り場で働いています。この研

修を通じて、いろいろな価値観を持っ

た人を、相手の立場に立って理解をす

るようにと伝えているのです。」

休暇についてはどうか。世代によって

休暇に対する価値観に違いはあるだ

ろうか。

「当社では、もともと仕事ばかりでは

なく、きちんと休暇も取っていこうとい

う風土があります。その理由の１つとし

て考えられるのは、土日が休みではな

く、かつ店舗は朝から夜まで稼動して

いるため、店の営業時間と従業員の勤

務時間にもともと時間差があるのです。

そのため通常から全員が揃って仕事

ができるわけではないという環境があ

る。つまり、誰か休暇を取っている人が

いて当たり前なのです。」　

従業員の大半を占めている販売職

の場合、休みが固定されている事務

職とは勤務状況が異なるため、1人の

リーダーがすべての時間を監督するこ

とが不可能である。リーダーがいなくて

も業務に対応できる状態にしておく必

要があることから、休暇について話し

合うことは普通のことであり、タブー視

されない風土があるのだという。

休暇を取得するためには「チームと

していかに仕事を共有しながら進め

ていくか」にかかっているという。同社

では、売り場ごとに、小さい単位で3名

程度、大きな売り場では60名程度のグ

ループで仕事を共有し、休みを取る時

期を調整している。

同社の従業員には、年に2 回、10日

連続休暇を取得する義務がある。

「元旦以外は営業日である当社で

は、ＧＷやお盆休みのような休暇が取

れません。だからこそ、少なくとも年2回

は長い休みを取ってもらいたいという

思いがあります。」

この休暇は好きな時期に取得でき

るため、夏期休暇や年末年始休暇など

のハイシーズンを外して取得すること

ができる。格安に旅行ができるとあっ

て社員からも好評だとか。取得の方法

についても聞いた。

「年初に、その１年間のうち、いつのタ

イミングで10日連続休暇を取得するの

かをグループ単位で決めてもらってい

ます。社員がこの休暇を取らなかった

場合はメール等で取得を促します。も

し休暇が取得されず労働条件で決め

られた規定の労働日数を超えてしまえ

ば、企業としてはその分の賃金を追加

で支払わなければならない。そうした

意味でも休暇はきちんと取得してもら

う必要があるのです。」　

休暇を重視している理由はどこにあ

るのだろう。

「百貨店は、主に生活に密着した商

品を扱っているところ。いろいろな商品

がありますので、興味を持てば日常生

活のなかでいくらでも商品知識を深め

ることができます。たとえば食器を扱っ

ている社員であれば、陶芸を体験して

みるというチャレンジも業務にきっと活

きてきます。」

そのほか、休みが他の企業とずれて

いるため、社内や売り場にいるだけで

は今、何が流行っていて、どんなものが

どの世代に人気があるのか分からな

くなってしまうことがあるのだという。そ

の時々のトレンドを知り、品揃えや接客

時のアドバイスに活かすことが、百貨店

としてとても重要になる。そのためにも

従業員にはきちんと休暇を取得し、社

外の友人や趣味の仲間と交流をする

機会を持ってほしいのだという。そこで

受ける刺激や情報は直接的に仕事に

活かされることになるのだ。

「新たな休暇制度の導入時は、通

常、書面による通達や、管理職に対す

る説明により、全社員に浸透させる方

法が普通だと思いますが、弊社では全

員に対面で新制度について説明して

います。」

かなりの手間と時間がかかることが

予想されるが、このように直接対話をし

て伝えるメリットとはどこにあるのだろ

うか。その方法と効果をさらに聞いた。

「当然1回の説明では無理なので、

数回に分けてすべての支店に説明をし

ています。紙で渡すだけでは読まない

こともあるでしょう。また、制度だけでは

なく、人事部として考えた“導入目的”、

“背景”の説明ができますし、その場で

社員それぞれの反応も見ることができ

ます。」

近年では、こうした現場の声も取り

いれながら、“子育て”、“地域貢献”に関

連する休暇を作っていきたいと考えて

きたという同社。そこで一昨年生まれ

たのが「スクールイベント休暇」で、子ど

もや孫の学校行事の際、年2日まで有

給休暇とは別に休暇が取れる制度だ。

一昨年１年間で643 名が取得、延べ

1043日の取得となっている。

「つまり子育てや地域貢献といっ

た目的であれば気兼ねなく仕事を休

んでもらいたいという会社からのメッ

セージとして、休暇の目的を明確にした

のです。“スクールイベント休暇を取りま

す”とだけ言えば、詳細を説明しなくて

も学校でなにか行事でもあるのかな

と理解してもらえます。“有休を下さい”

と言うよりも気が楽だと働くママに好

評です。同じ母親同士ならそこから会

話が広がることもあるようです。」

この制度は、正規社員のみならず、

パート、契約社員も取得可能で、男性の

取得も促している。

休暇制度が充実しているため休暇

について日常的に話し合える風土があ

る同社だが、広報担当次長の岡田ナナ

さんから最後にこんな提案も頂いた。

「なかなか難しいかもしれませんが、

もし、休みを話し合いや協力をしなが

ら取得することが当然になっていない

職場があるのであれば、一定期間、土

日休みをやめてしまって休暇を順番に

取りあうことを経験してみると、自分が

不在のときにも業務に対応できる方法

を考えたり、休暇について話題にする

機会がもっと持てるようになるかもしれ

ません。」

ユニークな方法ではあるが、試して

みる価値がありそうだ。

■事業内容：百貨店事業、法人事業、通信販
売事業、グループ事業■本社所在地：大阪
府大阪市中央区■設立：1919 年■従業員
数：単体／1 万2328 名、連結／1 万8329 名

（2008 年2 月現在）■営業利益： 2008 年
2 月期 1,042,711 百万円（連結） 843,025
百万円（単体）

会社概要
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株式会社髙島屋

生活に密着した商品を扱うからこそ
きちんと休んで、普通の毎日を過ごす。
常にトレンドを追いかけることが大切。

管理職に対してワークライフバランスの研修
を行い、社員の多様な価値観への理解を促す。
新しい休暇施策をスタートさせる際は
社員に直接語りかけ、浸透させる。
目的が明確な休暇を導入し、休暇に対する
会社のメッセージを社員に発信する。

管理職へセミナーを実施し
ワークライフバランス推進

生活必需品を扱う企業には
日常感覚を保つ休暇が必要

休暇の新制度導入時は
浸透させる方法を工夫

※1（内訳として結婚2 割、出産1 割、自己都合7 割）

1991 年と 2008 年で比べる女性従業員の変化

休暇取得の促進に取り組み始めた1991 年
と、2008 年とを比較すると、女性従業員に
関 す る 数 字 に 目 覚 ま し い 変 化 が 生 じ て い
る。結婚・出産を機に退職する女性従業員
が減り、平均勤続年数が6.2 年から19.5 年
と大きな伸びを見せている。年間退職者も
大幅に減少し、幅広い年齢層の女性従業員
を確保することに成功している。

女性従業員の平均勤続年数

女性従業員の平均年齢

女性従業員の年間退職者数

1991 年 2008 年

6.2年

20.3歳

約1000名※１

19.5年

40.2歳

66名

明日から自社で活かすヒント

45 46

日常生活での体験が日々の仕事に直結するだけに、休
暇には重きを置いている。また、従業員の構成から「女
性が核になってくる時代が必ず来る」ということを見越
し、早めの休暇対策を採ったのもポイント。成果は、
女性の平均勤続年数が飛躍的に延びているところに表
れている。子育てや地域貢献等の目的をもった休暇を
大切にしたいとの会社のメッセージは、スクールイベン
ト休暇として具体化し、社員に受け入れられている。



CASE22

株式会社ナルミヤ・インターナショナ

ルでは、全国に約1000人いる販売スタッ

フが休暇を取りやすくなるよう斬新な仕

組みをスタートさせている。

「当社にはブランドが10 種類あり、か

つてはそれぞれが独立しており、同じ商

業施設に入っていても協力し合うことが

あまりありませんでした。」

アパレル業界では一般的な方法に思

われるが、この体制のままでは不便が生

じてきたと同社執行役員であり、チャネ

ル統括部長の前田隆さんは言う。

「ひとむかし前に比べ店舗の営業時

間が延びていることもあって、小売業界

では休みがいっそう取りづらくなってい

るという事情があります。」

そのため、はじめはやる気に燃えて入

社してくるものの、優秀なスタッフが数年

で離職を考えてしまう現状があった。ま

た、結婚や出産で、仕事を辞めざるを得

ないと考える社員も多かった。

「これからという3、4 年目の社員に会

社を離れてほしくありませんでした。そこ

で、施設内に複数あるブランドを１つの

ユニットにまとめ、施設全体でシフトを

組む新制度をスタートさせ、当社の大部

分を占める販売スタッフの職場環境を

改善していきたいと考えました。」

買い手の価値観の多様化もこの制

度を後押しした。

「近年、お客様のニーズが多様化して

いるので１つのブランドをずっと愛用す

るだけではなく、いろいろなタイプの洋

服を選びたい人が増えています。そうな

ると、１つのブランドにお客様が来店さ

れ、当社の別ブランドの商品を希望され

ることもあります。こうした場合、旧体制

では、その店舗に案内し、違う担当者が

応対することになってしまう。これでは、

改めて自分の好みをはじめから伝えなく

てはならず、お客様にとっては非常にスト

レスです。スタッフとお客様の間に親密

な信頼関係を築けていることが当社の

強み。これは改善しなくてはいけないと

考えました。」

新制度の詳細はこうだ。

「ストアマネージャーという立場で、労

務と経営を把握し全体を管理する担当

者を設けました。そのストアマネージャー

が全体調整役となり人員管理をしてい

きます。」

このようにブランドをまとめて施設全

体で動かす新たな販売方法には現状

2 パターンあって、１つはそれぞれ一応

の本拠地としての専属ブランドを設け、

自分の担当以外のブランドへも必要に

応じて移動し販売を行うパターン。2つ

めは、専属ブランドを全く設けずにすべ

てのブランドを全員でみていくというパ

ターンだ。

例えば藤沢小田急は同社の10ブラン

ドがすべて入っている店舗で、2つめの

方法を採用している。

つまりここでは10ブランドを10人全員

で販売しており、専属のブランドはない。

全員で全体をみる体制というわけだ。

誰かがお客様について違う売り場に

動いた場合、あるブランドの売り場には

誰もいなくなってしまうこともありえる。

そうして空いた場所には近くのスタッフ

が速やかに移動していく。このスタイルを

「野球型からサッカー型への移行」と、前

田さんは説明する。

「私はファースト、私はサードと場所を

決められ、向こうへ行ったボールは知り

ませんとただ待つのではなく、常に状況

を見ながら空いた場所をみつけ自分の

判断で行くべき場所へ移動していく、そ

んな接客に方法を変えたのです。」

同制度の本格始動は2009 年2月

からとまだ始まったばかりではあるが、

2008 年9月から数店舗で試験的に先

行スタートをさせている。その１つが松

屋銀座内の店舗。

「店舗ごとに休みをまわしていた旧体

制のときには、“長い休みを取るとほかの

スタッフの負担になる”という気遣いから

なかなか休暇が取れませんでしたが、今

は半年に1回ご褒美として休暇を取った

り、帰省をしたりという体制を早速先月か

らスタートさせています。私も最近休暇を

頂いたのですが、今まではこういった連

休を取るのは本当に難しかったです。」

長期休暇の打診をするとまず全員

「いいんですか？」と口にするという。

「それが励みになり、“また頑張って仕

事をしよう”という気持ちになって帰っ

てきてくれます。」とは、このたびストアマ

ネージャーに昇格した松屋銀座担当の

笛田さん。またこうも語る。

「休暇が取れるような体制になって、

お互いの理解も深まり、店舗でのチーム

ワークがとてもよくなりました。」

反対に、大変な点は、商品知識のカ

バーだという。それに対応するため会社

としても新たなスタイルで講習会などの

準備をしているのだという。

「これまでもブランドごとでオリジナ

ルの勉強会はありました。しかし、同じ

ボリュームで10ブランドすべて、つまり

10 倍の量を詰め込んでは確実に消化

不良になってしまいます。そのため、今ま

でのブランドについてすでに知っている

人向け勉強会とは形式を変え、初歩の

研修を行うと共に、スタッフがお客様に

説明しやすいよう会社としても冊子にま

とめたブランド説明ツールを用意し、販

売スタッフに活用してもらうようにしてい

ます。」

新制度による成果はもちろん、従業員

に対してだけではない。導入時に考えら

れたもう１つの目標、顧客満足度も向上

している。

「子供服を購入いただくお客様には、

姉妹のお子様がいらっしゃることも珍し

くありません。その場合、1人の気心が知

れた販売員がいろいろなブランドの服

を紹介し、ご姉妹全員分をお手伝いす

ることができるようになりました。」と前田

さん。さらにこんな効果もあるという。

「当社では試着販売を行っています

が、これまでは、専属ブランドの服しか着

られませんでした。しかし今では自社の

別ブランドの服も着られるようになり、そ

のコーディネイトを気に入っていただけ

ることも多いんです。お客様にも他ブラン

ドをご紹介するきっかけができます。」

ここまで順調な滑り出しをしている新

制度、今後の課題は不平等感をなくすこ

とだという。

「１つのブランドしか入っていない店

舗では依然として助け合いができず、休

みがとりづらい状況が続いています。こ

れから先は現行の制度をさらに発展さ

せ、商業施設内だけで完結させるので

はなくもっと大きな範囲での協力体制、

休暇体制がとれるように発展させてい

きたいです。」

最後に小売業界に望むことを聞いた。

「“小売業”や“販売職”にブランド力

をつけていきたいと考えます。販売は人

の幸せにつながる価値のある仕事だか

らこそ、もっと魅力ある職業にし、働く人

にプライドを持ってもらい、販売職として

働きたい人を増やしていきたいのです。

そのためには働く環境をもっとよくしなく

てはいけない。それが小売業全体のブ

ランドをおしあげることにつながるので

はないかと考えています。」

会社概要
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広い知識習得が課題だが
連休の取得が可能に

店舗同士で助け合い
スタッフ全員で全体をみる

株式会社ナルミヤ・インターナショナル

同じ商業施設内にある複数の店舗を
１つのユニットとして考える。
店舗同士の協力で長期休暇が可能に。

■事業内容：オリジナル、ライセンスブラ
ンドの展開による、子供服・婦人服、関
連製品の製造加工販売■本社所在地：東
京都港区■設立：1995 年■従業員数：
1162 名（2008 年 1月 31日現在）■売
上高：244 億円（2008 年 1月期）

販売スタッフを店舗ごとで分けずに、施設
全体でユニットをつくり勤務シフトを組む。
販売スタイルを「野球型からサッカー型」へ
移行し、顧客満足度を向上させる。
休暇を取りやすい環境が、販売職の人材定着と
業界の地位を向上させる。

つい先日、同じ店舗で働くスタッフと一緒
に箱根旅行にいくことができました。同じ
ブランドから2 人同時に連休が取れるなん
て、新制度がなければ絶対に叶わなかった
と思います。長期での休暇は半ば諦めてい
たので本当に嬉しかったです。
新制度になってからは、お会計時に人がい
ない、などちょっとした手がほしいときに

手の空いたスタッフが助けてくれるなど、
同じ目標に向かってみんなで仕事ができる
ようになり一体感があります。必要な場所
に必要なスタッフがいる今の状態のほう
が、お客様をお待たせすることが少なく、
また一緒にいくつかのブランドを見てまわ
り、いろいろなテイストの服を選ぶことが
でき、喜ばれています。

同じブランドのスタッフと念願の旅行にいけました！
東京支店　松屋銀座ストアマネージャー　笛田知子さん

明日から自社で活かすヒント

従業員は休暇取得が可能に。
お客様の満足もＵＰ

47 48

工場でいう「多能工制度」を販売職で実践した先行
事例。複数ブランドを 1 つのユニットとして販売ス
タッフ全員が対応できるようにすることは、業界では
画期的。休暇を切り口に接客のしくみを革新するこ
とによって、顧客の新しいニーズを開拓できた。休暇
取得率が低い小売業界において休暇取得状況を改善
することができる具体的な方法として非常に参考にな
る。広く接客業において検討してほしい好事例。
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のと共栄信用金庫は、石川県七尾市

にある本店を中心に、能登・金沢を事業

区域として、県内に28 店舗2出張所を

構える信用金庫だ。通称「のとしん」は、

地元からの信頼も厚く、地域に欠かせな

い存在となっている。1995 年に迎えた

創立80 周年を機に様 な々人材育成や

支援サポートの仕組みを作ってきた。そ

の準備期間として、1990 年に「クリエイ

ティブ80 委員会」を立ち上げ、顧客満足

度や従業員満足度を向上させるべく、ゆ

とりや働きがいをテーマとして、基本コン

セプトや諸制度の構築を進めてきたと

いう。当時は、若手職員の定着率を高め

ていくことを目指していたが、それ以外

にも人材育成、顧客や地域からの信頼

を得るための施策が続 と々生まれ、新し

い時代に向けた「のとしん」の具体的な

行動指針の骨格が出来上がった。

「クリエイティブ80委員会」メンバーで

もあった総合戦略部長の鰀目孝和さん

に聞いた。

「企業は人なり、ということはよく言わ

れることですが、クリエイティブ80 委員

会で議論してきた成果が、まさに現在の

『のとしんの人材づくり』の基本型になっ

ていると言えますね。

当時を振り返ると、私自身も業務が忙

しく、知識を蓄えていく時間や、ステップ

アップを目指してチャレンジする機会を

あまり持てずにいたと思います。学習す

る企業文化を創ろうというテーマを持

ち、学ぶ風土づくりや機会の創出、また、

ゆとりや働きがいという観点から、休暇

制度やサポート体制の整備を進めてい

きました。」

そこで生まれた休暇をはじめとする

福利厚生制度が、リフレッシュ休暇、成

人祝、結婚・出産祝、子女の入学祝や就

職祝、勤続表彰祝、そして、宿泊施設利

用援助（1泊2000 円）やパソコン購入

援助など。細部にわたる項目が整備さ

れた。上半期3日、下半期2日のリフレッ

シュ休暇は、全職員が100％取得を目指

している。総合戦略部アドバイザーの浦

寿美子さんは、リフレッシュ休暇の活用

法を話してくれた。

「およそ半数は旅行に活用していま

す。その中でも、孫と虫捕りというほのぼ

のとしたものから、登山やスポーツ、読

書、たまに資格の勉強なども事前申請

書に記入されてくるんです。活用内容は

多様性に富んでいますね。」

事前に提出するリフレッシュ休暇の申

請書に「休暇期間中の活動内容」を記

載させることに意味がある。自ら活動内

容を記すことで、単なる休日ではなく、自

分を磨き、ステップアップするための機

会であることを意識させている。人材育

成や学ぶ風土づくりのためのプロジェク

トから生まれた休暇制度だからこそ、そ

の活用目的が大切であることを常に忘

れてはいけないのだ。

そして、何よりも目を見張るのは、創造

的な学習機会の創出を実現したことで

ある。「チャレンジ・マルコポーロ」（自立型

人間養成講座）と呼ばれており、一人旅

で国内各地の先進企業を見聞し、学び

ながら自分を再発見するというもの。前

年度の成績優秀者より選抜された職員

が対象となるが、国内の同業種2 社以

上、異業種1社以上を自分でセレクトし、

アポイントメントを取って、その企業の現

場を見聞し、レポートを作成、報告・発

表するという内容だ。“旅”は3日間。交通

費、宿泊費7 万円が支給される。テーマ

に沿って見聞し、すべてを予算内に収め

ることで、日常の業務にはない知恵と工

夫が養われる。今までのテーマには、「新

地域密着戦略」「自分の中の原石磨き」

「環境力×信用金庫」など多彩だ。旅の

プロセスは、誰にも依存できない体験と

なり、時として孤高な決断を迫られるリー

ダーシップを育むこともできる。参加者は

「チャレンジャー」と呼ばれ、実施開始か

ら7年間で63 名にもなった。

「チャレンジ・マルコポーロ」のスタート

は、チャレンジャーとなった職員が、見聞

先となる企業をセレクトすることから始

まる。まず、興味のある訪問先企業に自

分でアプローチをかける。この制度の趣

旨説明にはじまり、訪問先として選んだ

理由、何を見聞きしたいのかなど、すべて

を説明し、了解を得なければならない。

訪問先の了解をもらってから、会社とし

ての正式な依頼文書が発行されること

になる。たとえば、地域密着型企業のリ

サーチがテーマなら、金融業とは異なる

分野の「酒造メーカー」が選ばれるケー

スもある。商品開発から販売戦略に至

るまで、日々の業務に活かせるヒントを

つかみにいくためだ。このようにして、同

業種２社、異業種１社以上を回ってくる

というまさに“企業見聞の旅”である。こ

の旅の体験報告会は、チャレンジャー

たちの社内プレゼンテーション大会とも

いえる一大行事になるという。報告会は

全従業員を対象とするため、約200名ほ

どの参加者に向けて、自分の体験から

得たもの、業務に役立ちうるものをフィー

ドバックする。こうした機会を設けること

で、他の職員にも幅広い情報やケースス

タディを提供でき、新たな刺激を与える

ことになる。さらに、自分もチャレンジャー

になりたいという想いから業務にも力が

入るなどの相乗効果も出てくるという。

そして、チャレンジャーたちの報告レ

ポートは、「マルコポーロ見聞録」と名付

けられた冊子にまとめられる。こうして、

職員による“企業見聞の旅”の記録が

「のとしん」にとっての財産となっていく。

人材育成プロジェクトで考案された職

員教育のための旅のスタイル。その成果

に、今後も注目していきたい。

信頼される「人間力」を高めていくた

めの基礎づくりにも余念がない。社員の

コミュニケーション力を高める取り組み

として「応対コンクール」を実施。お客様

のニーズに合った商品をいかに提案で

きるかをコンクール形式で競う研修だ。

また、職員の専門的な技能や技術を向

上させる取り組みとして、金融環境の変

化に対応できる人材づくりへの挑戦と

いうテーマのもと、「ニューのとしんカレッ

ジ」という若手職員から支店長代理まで

を対象とした3年間のレベルアップ研修

を実施。さらに、“目利き力”の養成を目的

に、企業支援専門部署の職員が月2回

の勉強会を実施し、各支店長がＯＪＴで

支援する体制の「百練塾」を開催。百練

塾とは「己を何度でも鍛える、鍛錬する」

という想いが込められている。実際に24

時間いつでも勉強できる「百錬道場」ま

で用意されているのだ。こうした人材育

成の活動が評価され、2006 年には、石

川県「ワークライフバランス企業知事賞」

受賞。2008 年には、「人材育成優良企

業知事賞」を受賞するなど、輝かしい実

績を残している。

人を育て、地域とともに歩む。そんな信

用金庫の存在が、ここ能登の地にあっ

た。人間力育成の礎を作ってきた総合

戦略部長の鰀目孝和さんは、最後に「の

としんは、これからもずっと、人間力のあ

る集団でありたいと思っています。」と

語ってくれた。

会社概要

2

1

3

オリジナリティあふれる
学習機会の創出がポイント

学ぶ風土づくりが社員の
向上心を育んでいく

創立８０周年を機に変革。
人材育成の基本型が完成

のと共栄信用金庫

人材育成のプロジェクトから生まれた
休暇制度、サポート体制、学ぶ風土が、
「のとしん」の未来を創る礎となった。

■事業内容：信用金庫法に基づく金融業
務全般（預金、融資、為替、国債窓口販売、
投資信託窓口販売、生損保窓口販売、政
府系金融機関の代理業務、各種国公金の
収納業務、外貨両替他）■本社所在地：石
川県七尾市■設立：1915 年■役職員数：
352 名（2008 年3 月末、パート職員等含）
■預金残高：2532 億円（2008 年3 月末）

全員が取得しやすいように、上半期 3 日、
下半期 2 日の休暇制度を実現。
「学ぶ風土づくり」から始まった、
人間力を身につけるプログラム構築。
社員の自発性を高め、自立した人間力を育む
“企業見聞の旅”を制度化。

リフレッシュ休暇は、上半期3 日、下半期
2 日を全員が取得できます。土・日と組ま
せれば連続5 日間の休暇になります。私の
場合は、親の還暦祝いに、地元の和倉温泉
や粟津温泉に家族旅行をしました。子供が
小さい頃には、東京ディズニーランドへ旅
行をしたり、関東にいる学生時代の友人た

ちと行き来するなど、やはり通常の休みで
はできないことに活用します。5 日間とい
う長さはちょうどいいと思います。普段の
仕事では、体を動かすことが少なくなるの
で、旅行以外にもジムやプールなどの施設
で体をリフレッシュすることで、新鮮な状
態で仕事に取り組むことができますね。

家族旅行や、ジムで体を動かすなど、リフレッシュ休暇の後は、
仕事への取り組みも新鮮です
鹿島町支店　支店長代理　ファイナンシャルプランナー　大矢宏さん

“企業見聞の旅”の記録が
組織にとって「財産」となる

明日から自社で活かすヒント
地域経済の活性化を金融面からサポートする信用金
庫として、多様なビジネスの現場を理解できる人材の
育成は不可欠なもの。「学ぶ風土づくり」という思想
のもと、同社の休暇と学習を組み合わせた取り組み
は社員の人間力を伸ばす工夫にあふれている。休暇
やサポート制度に留まらず、常に成長していくことが
できる職場環境を構築した事実は、多くを学べるケー
ススタディとなるはずだ。
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飲食業界は、人材確保の難しい業界

である。夜遅い勤務時間など、世間と生

活パターンが逆になりがちであること、

人が相手の仕事ゆえに向き不向きがあ

ること等に加えて、ネックになっているの

はやはり休暇の問題だ。海外も含め20

以上のブランドで150 店舗を展開する、

株式会社ラムラの人事課課長、下山健

五さんは、飲食業界にありがちな問題を

こう語る。

「お客様へのサービスが仕事である

以上、好き勝手に休暇を取るのは難し

い。学生パートの割合も高いため突発

休への対応も求められます。」

そんな状況だけに、せっかく獲得した

人材の定着率が低いのも、この業界の

特徴である。

とくに同社の場合、店舗の数もブラン

ド数も多いため、店舗による繁閑の差

は激しく、休める社員は有休についても

ゆとりを持って取れる一方、休めない社

員は公休の確保さえおぼつかないとい

う事態も起こっていた。このような休暇

の取得状況の偏りは社員のストレスのも

と。「何とか公平な休暇システムを」と考

えた同社が打ち出したのが、「ゆとり休

暇」という制度だった。

「ゆとり休暇」とは、月の公休数に入れ

込まず年度内に自由に取れるようにし

てある公休と有休を足して、全部で9日

間の休暇を、1年のうちのどこかで全員

が取得する、という制度だ。9日間の休

みは、どのタイミングでとっても構わない

し、まとめて取るのも分散して取るのも自

由。唯一の条件は「全部で9日間の休

暇をまず消化する」という点だ。「テーマ

は公平感。つまり休める人と休めない人

が出ないことが重要なので、まずは全員

が、多くも少なくもなく、みんなで9間日休

むというところに意義があったのです。」

と下山さんは説明する。

「ゆとり休暇」の取得までの流れはこう

だ。まず年度初め、全社員に、4月〜3月

まで月ごとに「計画」、「実績」の欄が作ら

れた「ゆとり台帳」が配られる。各社員は

ここに、9日間の休みをいつ取るか、記入

していくのだ。4月の欄に9と書けば、4月

だけですべてのゆとり休暇を使い切る

ことになるが、たとえば5月に2、9月に5、

11月に2といった方法も可能。予定の月

が来れば、記入した通りの休暇を取れ

るよう、店舗単位で調整を進めていく。

この台帳は、出勤簿と同じファイルに

綴じられ、月末には、計画通り休みが取

られたかをチェックする。同時に、店長は

同じ情報をオンラインシステムにも入力。

そのデータをもとに全店舗の休暇取得

率レポートが、毎月公表される。計画と

実績が大きく異なる場合は、本部から店

長宛てに、計画の修正を行うよう指導が

入るため、店長としても気が抜けない。

もちろん、休暇が取れない店舗に

は支援策もある。複数の店舗を束ねる

「スーパーバイザー」の裁量で行われる

他店からの応援派遣だ。どの店からど

の店に応援を送るかは、各店舗の忙しさ

を考慮し、スーパーバイザーが判断。そ

れにより、多忙な店舗のスタッフであっ

ても安心して休みを取ることができる。

応援要員は基本的に同ブランド、同地

域の店舗から派遣されることが多いた

め、店舗が違っても業務内容への適応

は早い。

本来なら、1人の店長が他の店舗のこ

とまで考えるのは難しくて当然。しかし

同社の店長たちはむしろ、「いつでも応

援を出しますよ」という感覚が当たり前

になっている。短い期間で異動を繰り返

し、忙しい店で他店からの応援に助け

てもらう経験も重ねて、自然と身に付く感

覚のようだ。

またスタッフと比べ、店長は休暇を取

りづらいとされるが、これは店長自身に

経営者意識が強く、留守中の店が気に

なってしまう、というのが大方の理由。そ

んな店長には、スーパーバイザーが「右

腕を育てる」ことをアドバイス。留守を預

けられる「右腕」が育てば、店長も安心

して休暇を取れるというわけで、実際に

その効果も上がりつつある。

今年度のゆとり休暇の取得率は、1月

の時点で89％以上。「ゆとり休暇は全員

が必ず取るもの」という認識の徹底と応

援態勢の確立によって、当初の狙いはほ

ぼ達成されつつある。同時に、課題だっ

た人材定着率の向上という、願ってもな

い効果も表れ始めているという。

「ゆとり休暇」で計画的な休暇が取れ

るようになり、旅行に行く社員も増えたと

いうが、そもそも同社では社長自身が社

外でのコミュニケーションにも熱心で、会

社主催の旅行や活動も充実している。

たとえば、創業以来28 年続くスキー・

スノーボード同好会「スノークラブ」で

は、毎年、社長と行く2泊3日の北海道ス

キーツアーを実施している。費用は会員

の積み立てのほか、現地での食事代等

は会社からの補助。現地ではスキーはも

ちろん、雪上運動会やジンギスカンパー

ティが開かれ、普段の業務では実現で

きない幅広い交流を深めることができ

るのだ。

他にも同好会活動は活発で、ボウリン

グにゴルフ、野球、フットサルとさまざま。

入会を通じて先輩とのパイプを作る新入

社員も少なくなく、「試合のために店を休

みたい」という申請は、温かい理解を持っ

て受け入れられるケースがほとんどだ。

一方、役職者やそれ以外の希望者

に関しては、4 年に一度の海外研修が

あり、旅をしながら交流を深める機会と

なっている。社員自身の積み立てに会社

からの補助を加えて行われるこの研修

だが、行き先はアメリカ、フランス、ロンド

ン、トルコ、中国等とさまざま。ここでもや

はり、普段は会えない人との交流が自然

と深まる。

これらのメリットについて下山さんは

語る。

「自分も店長経験があるのでよくわかる

のですが、交流の全くない店長には応援

も頼みづらい。旅行などで交流ができる

と困ったときに頼れる人が増えるんです。」

応用できる場面は「ゆとり休暇」の取

得に限らない。営業のアドバイスをもらっ

たり、助け合い、応援しあう風土の土台

はこんなところにもあったのだ。

今後の同社は休暇について、どんなビ

ジョンを持っているのだろうか。

「ゆとり休暇は、全員が今の9日間を

消化した上で、さらに可能なら日数を増

やしたい。ただ、取れていない社員がい

るなかで日数を増やしても不公平感に

つながるだけなので、今はまず、全員が

しっかり取れることを目指すつもりで

す。」と下山さん。

「飲食業は、お客様第一の仕事だけ

に、普段の勤務時間は長くなりがち。それ

なら休みはきちんと取ろう、というのが会

社の考えです。また、夜が遅くなりがちな

中で頑張って仕事を続けていくには、家

族の理解と協力も不可欠。家族との関係

をよくすることが、仕事で力を発揮し、売り

上げを上げることにもつながります。その

ためにも『ゆとり』をもった生活をしてほし

い。それが私たちの願いですね。」

●スキー・スノボ同好会「スノークラブ」
入会者は月々 2500 円を給与から積み立て。
1年間で 3 万円になったところで、2 泊 3 日
のスキー旅行に1回参加する。現地での食
費等、不足分は会社が負担。アルバイト社
員や社員の家族も参加可能だ。このような
同好会は他にも数多くあるが、新入社員の入
会も多く、自分の職場以外の先輩社員と親
しくなる絶好の機会となっている。

●海外研修旅行
店長、調理長、本社課長以上の役職者とその
他希望者が参加可能。月々 2500 円を給与
から積み立てるほか、賞与時に1万円、その
他年に 2万円支給される補助を含め、4 年で
28 万円を貯めて参加する。一度に 20 〜 30
人が参加するが、現地では団体バスではなく
全員で公共交通機関を利用。このことが自主
性やリーダーシップの育成にも寄与している。

会社主催のレクリエーションが、社員同士の交流の場に

会社概要

2

1

3

店舗間の応援派遣も活用し
公平な「ゆとり休暇」を実現

会社主催の旅で交流。
助け合える仲間を作る

休みづらく、店単位での
不公平感も出やすい飲食業

株式会社ラムラ

計画的な休暇の取りづらい飲食業で
「全員が公平に休む」制度を導入、
人材定着率にも手応えあり。

■事業内容：総合フードサービス■本社所
在地：東京都中央区■設立：1982 年■
従業員数：5174 名（パート従業員含む、
2008 年 3 月現在）■売上高：283 億円
（2008 年 3 月実績）

年度初めに休む日を決定、毎月予定と実績を
照らし合わせて公表し、確実な取得を促進。
休暇による人員不足には、店舗を束ねる
スーパーバイザーが他店からの応援派遣を要請。
社内の旅行等の交流を通し、いざというときに
頼れる横のつながりを築く。

しっかり休み、家族の理解と
協力を得て頑張ってほしい

明日から自社で活かすヒント
人材の確保、定着に悩む飲食業界にあって、休暇制
度を見直すことで定着率を上げた。「とにかく全員が
9 日間の休暇を取る」という発想で、店舗間の繁閑
差を吸収し、公平感を持たせた。社内旅行などの交
流も休暇取得に寄与している。また、休暇によって仕
事への家族の理解が得られるようにもなる。店舗間
の支え合い、社員と家族の支え合いなど、休暇は協
力し合う土台づくりにも貢献する。
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宿泊業界を取り巻く環境は、ここ十数

年で大きく変化している。コアとなるユー

ザーは団体客から個人客へと変わり、

集客もかつては旅行代理店任せだった

ものが、自前での企画作りやWebでの

発信による、消費者個人への直接的な

アプローチが求められる時代だ。一方

で、昔ながらの経営方針で成り立ってき

た施設では、この変化に戦略的に対応

していける人材が不足しているのも事

実である。課題は、旧世代の意識改革の

難しさと、意欲的な若手の育成。株式会

社ホテル東洋館では、2003年に着任し

た常務取締役の石田真隆さんが中心と

なり、営業企画の立案、組織改変、評価

システムの確立等の改革を進めてきた

が、人材、とくに若手については、「10 人

が入社しても、3 年後に残るのは1 人」

というほど定着率が低く、育成以前の問

題となってしまっていた。

そんな状 況を受け、2008年1 月に

立ち上げられたのが、社内の若手を

集めた改革 推 進 組 織、「PR 委員会

（Promote the Reformより命名）」。各

部署から1〜2 人ずつを選び、月1 回の

会議を通してさまざまな分野での改革

を議論し、自由な発言を引き出す場とし

た。このPR 委員会の活動の一環として

実施したのが、業務1日と休日1日を組

み合わせて行く、1泊2日の研修旅行だ。

研修旅行の意図について、発案者で

ある石田常務はこう語る。「宿泊業に従

事する者にとっては、休暇を使って自分

も旅をし、自社のサービスとは異なるさま

ざまなサービスに触れる経験が絶対に

必要です。ところが、最近の若い社員は、

休みを取っても自分からはあまり出かけ

てくれない。それなら、一部を業務と組

み合わせて出かけてもらってはどうかと

考えたのです。普段、業務外の活動ま

で頑張っているPR 委員に対する報奨

の意味もあり、費用は会社で負担しまし

た。」会社派遣の研修旅行ということで

あれば、2 日とも業務扱いにする方法も

考えられるが、その点については、「全行

程が『仕事』だと、どうしても緊張感が抜

けず、旅行者の気分になれません。純粋

に旅行者の気分になることで初めて感

じられるものがきっとあるはずで、それ

を得てきて欲しかったため、少なくとも一

部は休日という形にこだわったのです。」

と石田常務は説明する。

メンバーが実際に旅行に行ったのは、

繁忙期である11月を控えた9月〜10 月

の期間。各3 〜4人で構成される3 班が

それぞれ1日の休暇を取り、違う行き先を

目指した。ただし、グループ分けに関して

は、石田常務があえて別部署の者同士

で構成された班を指定。行き先について

も、「熊本県内の宿の中で、とくにWebで

の口コミ評価の高い宿」という条件を設

けた。別部署の者同士を組ませたのは、

気心の知れた者同士ではなく、立場の

違う者同士でコミュニケーションを取る

機会を設けるため。行き先を熊本県内に

定めた理由は、宿泊客が全国から来る

人気の高い温泉宿が多くあり、サービス

先進県であることが一つ。これに加えて、

同社の営業戦略上、今後の集客先とし

て有力な隣県・熊本で、どんなサービス

が人気を獲得しているのかを体感させ

るという狙いもあった。さらに1泊 2日の

うち、業務として出かける1日分について

は、これらのサービス内容について報告

書の提出を義務付けた。こうして、半分

は休日とはいえ、会社にとっても得るもの

の大きい仕組みを作ったというわけだ。

職場ごとに休暇を取れるタイミングが

違うため、日程については各グループの

裁量に一任。3〜4人が一度に休日をと

るため多少の調整は必要だが、普段か

ら部署ごとにシフト制で定休を決める

のと同じ流れで、どのグループも滞りなく

休みを合わせることができたという。

しかし、いかに各自の裁量とはいえ、

人手が限られている中、一定の期間内に

複数人が同時に休日を取るためには、

ある程度、休暇の取りやすさにつながる

背景が必要だ。たとえば適切な人員配

置。中小規模の宿泊施設の場合、実質

的に1部署をほぼ 1人で担当するような

事態も起こりがちだが、同社ではできる

だけそうならないよう気を配った配置が

行われている。これに加えて、休みやす

さに寄与しているのは、社員のマルチプ

レイヤー化だ。以前の同社は完全なタテ

割り組織で、社員は担当部署の仕事だ

けをこなしていればよかった。それを、一

連の改革の中で、担当以外の業務にも

対応できるよう再教育。たとえば、売店ス

タッフだが伝票の打ち込みもできる社

員、事務所担当だが駐車場の案内・整

理もできる社員といった具合だ。もとは

休みやすさを意識した施策というより、

特定の部署に業務が集中した際の円

滑な対応を目指したもの。しかし、人員不

足を他部署からの応援でまかなうことを

可能にしたこの施策は、結果的に、休日

を円滑に取得させることにもつながった

のである。さらに今回の研修旅行では、

半分は業務であることが、かえって周囲

への遠慮を軽減するほうに働いた。

こうして実現した研修旅行はどんな

実を結んだのか？その成果の一つが、

2009年2月に行ったブライダルフェアだ。

実はこれまでの同社では、年に15 〜20

件程度入る婚礼は、全て50代の支配人

が取り仕切っており、ブライダルフェアに

ついても、事前にターゲットを絞った特

定のユーザーにのみ実施してきた。それ

を今回はPR 委員会の若手が企画、不

特定多数の参加者を集め、「とにかくま

ずは楽しんでもらう」ことを意識して大々

的に執り行ったのである。ケーキバイキン

グの無料試食会や、タレントを招いての

無料のお笑いライブを盛り込んだ内容

は話題となり、お笑いライブだけでも200

人を集めることに成功した。

「雲仙地域のサービス水準は全体的

に高いですし、当館にしてもクオリティの

高さには自負があります。しかし、外の世

界を見ずに業務に追われていては気づ

くことのできないこともある。今回のフェ

アのようなイベントは、研修旅行に行った

社員たちが、現在のお客様のニーズに

触れ、時代のスピードの速さに気づいて

くれたからこそ実現したものだと思いま

す。」と石田常務はその手ごたえを語る。

「昔はよく『嫁にするなら東洋館のフ

ロントを』と言われました。それくらい魅

力的な人材の育成に成功していたので

す。」と石田常務。時代が変わり、求めら

れる人材像や育成方法は変わっても、

「頑張れば自分自身が成長できる仕事

であることに変わりはない」と石田常務

は信じている。「ところが、せっかく成長

の可能性があるのに、本人がそのことに

気づくまえに辞めてしまうケースも多い。

これは本当に惜しいことです。そういっ

た事態を少しでも防ぐためにも、技術面

もさることながら、まずは仕事に対する

考え方から伝えていきたい。そしてその

考え方を理解してもらうためには、やはり

休暇を使って外に出て、多くの人に会い、

いろいろな経験を積んできてもらうこと

が不可欠だと思っています。」

今回、PR 委員会の活動で得た手ご

たえを次はどう全社員に展開するのか。

同社の挑戦は始まったばかりだ。

会社概要
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業務＋休日という形式が
もたらしたメリットとは

オフに経験を積むことは
成長への意識につながる

若手に旅を経験させ
人材育成の効果も狙う

株式会社ホテル東洋館

休日を織り交ぜた研修旅行を設定し、
宿泊業従事者として欠かせない
「オフとしての旅」を経験する機会に。

■事業内容：宿泊業、飲食サービス業
■本社所在地：長崎県雲仙市■設立：
1964 年（創業 1945 年）■従業員数：
76 名（2009 年 2 月現在）■売上高：
10 億円（2009 年 1月期）

半分は業務とすることで、旅行や遊びのための
休みも取りやすい雰囲気を作る。
適切な人員配置を行い、
人不足で休めない状態を解消する。
社員のマルチプレイヤー化で、担当部署以外の
仕事も手伝える体制を整えておく。

私の部署は2 人体制なので休みやすくはあ
るのですが、自分だけ休んで旅に行くとな
ると気を遣うもの。「半分は仕事」という今
回の形はかえって気が楽でした。出かけて
しまえば仕事というより完全に休暇気分で
したけどね。
部署の異なる社員同士で行ったことで新た
な発見も。たとえば、お料理の温かさやタ

オルの柔らかさに注目していた客室係の着
眼点は自分にはなかったもので、大きな刺
激になりました。また、雲海ツアーで感動
したこと、手づくりの観光マップによるお
勧めのお土産情報が有難かったことなど
が、「観光客目線」に気づくきっかけに。今
は私も、チェックアウト時のお客様に近隣
の情報を詳しく案内しています。

「半分は仕事」だから、かえって気兼ねなく休めました
2005年入社　フロント会計担当　平山綾子さん

明日から自社で活かすヒント
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ユーザーのニーズを知るためには自らの旅行経験が不可
欠であるにもかかわらず、多忙ゆえにそれができないと
いうジレンマを、業務＋休暇という研修旅行として独自
のアイデアで解消した。業務と組み合わせることが、直
接会社にとって利益となる成果をもたらしただけでなく、
休みにくさの解消にもつながったという声が上がってい
るのが興味深い。研修旅行を導入した結果として、ブラ
イダルフェアの成功など具体的な成果があらわれている。
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株式会社ホテル南風荘が有休取得

促進に着手したのは2005年度のこと。

当時は、有給休暇の取れる部署、取れ

ない部署に差があり、不公平感を生ん

でいることが課題となっていた。とくに

取得率が低いのは、フロント・予約・渉

外・調理の4部署。共通するのは、1人

が休むと宿泊客への対応に影響の出

る部署であり、そのために、社員同士が

気を遣い合って、休みづらい雰囲気が

形成されてしまっている点だ。

不公平感の解消には、これら4部署

でもきちんと利用できる制度を作ること

こそが肝心。そんな出発点から導き出さ

れた答えは「誕生日休暇」だった。発案

者でもある同社総務部長の梅澤啓一さ

んはこう語る。

「誕生日なら、年に一度、全員に必ず訪

れる。職場ごとに差が出ないのはもちろ

ん、管理職からメンバー、契約社員まで、

平等に権利が与えられると考えたので

す。もちろん私も休みますよ。」

誕生日を迎える社員は、前月に社内

で名前を掲示して予告。こうして日常化

することで制度は抵抗なく定着し、利用

率もほぼ100％を達成している。誕生日

の持つ公平感がうまく社員の心をつか

んだといえそうだ。

休みづらい職場というのは、誰も有休

を取らないので、ますます休みづらい雰

囲気になりがち。そんな悪循環を断ち切

るためにも、「誕生日休暇が弾みになる

のでは」というのが梅澤さんの思惑だ。

「誕生日休暇で休んだ人は、きっと何か

しらよい経験をしているはず。短い休暇

ではありますが、全員にそういった成功

体験があれば、次の有休も取りやすくな

るのではないでしょうか。」

とはいえ、さらなる有休取得促進を図

るには、雰囲気を変えるだけでなく、休

めない原因を突き止め、改善を図る必

要がある。同社の場合、原因の一つは、

時間的なゆとりのなさ。これを解消する

ために取り組んだのが、IT化による業

務の効率化だ。例えば、予約客を部屋

に割り振る際、従来は用紙に手書きし

て各部署に配付していたが、社内ネット

ワークの整備とともにPC入力に統一。

以前は夕方までかかっていた書類作成

が、今では昼までに終わるようになった。

部屋割に従って作業する社員も、早め

に内容を確認することが可能となり、次

に備える余裕ができる。写しではなく原

本を確認できるからミスも減る。休暇を

取りやすくするためには、このようにして

生まれる時間のゆとりは不可欠だ。

もう一つの原因は、社員間での業務

レベルのバラつきだ。前述の「休みづ

らい」4部署のなかでも、とくに休みづら

いのは、多くの宿泊客について事情を

把握している、いわゆる「優秀な」社員。

「仮に休暇を取っても、いつ職場から確

認の電話が飛び込んでくるか分からな

いため、休んだ気になれない」という声

もある。梅澤さんも「職場の中での仕事

のレベルやサービスの質が同じであれ

ば安心して後を託せるのに、それができ

ていない。必要なのは教育による全体

のレベルアップ」と考える。

実は同社にとって、業務全体のレベ

ルアップは、より根本的な課題でもあっ

た。というのも、旅行業者が宿泊客を対

象に実施したアンケート（満足度調査）

によると、2007年の同社の総合得点は

100点満点中60点台。箱根地域全体の

平均が80点前後だから、大きく後れを

取っていたのである。

これを受けて2008年度から始まっ

たのが、外部から講師を招いての本格

的な人材教育だ。2008年度中に3回

実施したセミナーは、2009年度にはさ

らに回数を増やして実施予定。当然、相

応の費用もかかるが、「生き残るために

は必要なコスト」と梅澤さんは断言する。

コストをかけてでも専門家に依頼する

のは、上司に言われても素直に聞けな

いことも、第三者の言葉なら納得できる

から。幹部社員にとっても、他の旅館の

ケースを数多く見てきた専門家の意見

を聞けるのは貴重な経験だ。セミナーは

全社員が一斉に受講するため、社内の

一体感は高まり、サービスにも統一性が

生まれる。単発ではなく継続的に実施

すれば、教育効果もその場限りに終わ

らない。その結果、2008 年度には、アン

ケートでも一気に80点に到達。こうして

サービス全体が向上し、均質化してい

けば、結果的に休暇の取りやすさにもつ

ながっていく。

約20 年にわたり、同社の人事制度の

整備に取り組んできた梅澤さんは、休

暇取得促進に積極的に取り組む理由

をこう語る。

「1つは、健康あってこその仕事であ

り、健康のためには休暇が必要だとい

うこと。そして何より、会社というのは社

員が働いてくれてこそ成り立つものです

から、その社員が働きやすく、満足して

いることが大切だということです。もちろ

ん、給料で優遇する道もありますが、会

社としては難しい面もある。そんなとき、

別の部分で満足してもらうためにも、休

暇制度の充実は有効です。」

慢性的な人材不足が続いたバブル

期には、働きやすさは人材確保の武器

だった。梅澤さんの言葉には、そんな時

代を経験したからこその重みがある。

「有給病気休暇」もそんな思いの表

れた制度の一つ。通常、消化されなかっ

た有休は2年経過すると消滅するが、

病気療養という目的に限り、年5日、最

大20日まで積み立てられる上に、期限

はないという制度だ。20日分といえば

約1カ月分の給料に相当。大病を患って

も、安心して治療に専念できる。

「それで元気に復帰してくれれば会社

としても嬉しい。給料で報いるのは難し

くても、せめてこういう形で助けてあげら

れれば」と梅澤さん。実際、制度を利用し

た社員からは感謝の声も上がっている。

今後、実現を目指すのは、全社員を対

象とした「リフレッシュ休暇」だ。現在

同社には、永年勤続制度の一環として

のリフレッシュ休暇があるが、これは10

年以上の勤続者に対し、10年ごとに年

5日ずつ与えられる特別休暇。取得率

は高いものの、そもそも対象者自体が

少ないことと、対象年度内に取得しない

と消滅してしまうことなどから、「もっと

利用の幅を広げたい」と梅澤さんは考え

ているのだ。

同社ではこうした目標を「一般事業主

行動計画」として書面にまとめ、県に提出

している。この行動計画は本来、従業員

数300名以上の企業を対象としたもの

で、従業員数120名の同社に策定の義

務はない。それにもかかわらず提出する

ところに、同社の気概が見て取れる。

「理想を実現するには、具体的な目標

を決め、段階的にステップアップしてい

くことです。」どんな目標を設定するかを

決めるには、社員アンケートで実情の把

握をしたり、労働組合と月に一度の会合

を持つ努力も欠かさない。

「誕生日休暇」も、2005年度からの3

年計画に定めたことから実現したもの。

2008 年度からの計画に掲げられた「リ

フレッシュ休暇」などの青写真も、近い

将来、実現の日を迎えることだろう。

会社概要
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教育によるレベルの底上げが
「留守を託せる人」を増やす

休暇制度の充実は
社員の満足度向上に有効

「誕生日」を休暇と定めて
公平な有休取得を促進

株式会社ホテル南風荘

休暇制度は社員満足度向上の手段。
「誕生日休暇」と人材教育の導入で
休暇取得のしやすい環境を整備。

■事業内容：宿泊業■本社所在地：神奈
川県足柄下郡箱根町■設立：1965 年
■従業員数：120 名（パート従業員含
む、2008 年 3 月現在）■売上高：17 億
7000 万円（2008 年 12 月実績）

誰にでも訪れる誕生日を休暇とすることで、
全員が公平に抵抗なく休暇を取得できる。
業務レベルを上げる研修が「仕事を任せられる人」
を増やし、休みやすい環境を作る。
社員アンケート等により実情を把握してから
具体的な目標を決め、ステップアップを図る。

予約課では、平日の旅行会社とのやりとりを
中心に、FAX を処理したり、電話を受けたり
している間にどんどん仕事がたまっていっ
てしまうもの。通常の有休取得なら、2、3 カ
月前から準備が必要だと思いますが、誕生日
休暇はみんな心積もりができているせいか
比較的すんなり取得できました。ここに来て
まだ2 年弱、あまり箱根に詳しくないので、

去年の誕生日休暇には車で箱根を一周。とく
に大涌谷や芦ノ湖など、お客さんがよく行く
スポットを訪ねたことで、南風荘からの所要
時間をはじめ、案内できることの幅も広がっ
たと思います。観光に携わる者としては、
もっといろんな地方のことを知りたいとこ
ろ。次に有休が取れれば、箱根以外の神奈川
県内や東京にも出かけたいです。

誕生日休暇に箱根の観光スポット巡り。案内の幅が広がった
入社 2年目　予約課　伊藤剛さん

明日から自社で活かすヒント
「誕生日に休む」という発想は、一見ありきたりにも
見えるが、誰もが公平に、心理的に抵抗なく利用でき
るという点では優れた着眼点。顧客満足度の向上を
目指した業務全体のレベルアップを根本的な課題と
位置付け、それに対応する取り組みのひとつに休暇
を位置付けていることが、社員の理解が進む要因だ
ろう。これはサービス業ゆえに休暇取得が難しいとい
う課題を抱える業種全般に当てはまるのではないか。
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余暇の過ごし方として、旅行は人気の

高い項目の一つであるが、では、お客様

のニーズに応じた様 な々旅のプランや

コーディネートをしている旅行会社の休

暇への取り組みはどうなっているのだろ

うか。西新宿のビジネスビル街に本社を

構える株式会社エアーリンクを訪ねた。

同社は、「お客様と一緒に旅行をつく

ろう」という創業時からのポリシーを受

け継ぎ、きめ細かな顧客対応や提案を

大切にしている旅行会社だ。代表取締

役社長の中野正治さんに、特徴的な休

暇制度について話を聞いた。「弊社は、

旅行代理店業務を中心に事業を展開

していますが、社員自らも旅行に行くこ

とで、経験や見聞を広め、その体験を仕

事に活かせるよう『2週間連続の休暇

取得』を奨励しています。必ず旅行に行

かなければならないというわけではな

いのですが、旅行業界で働く者はもとも

と旅行好きということもあり、多くの社員

がこの制度を活用して、海外旅行に行っ

てますね。旅行には、時間とお金の2つ

が必要な要素となりますが、その一つ

の『時間』を会社として提供していくこと

で、社員自らが旅行に行きやすい環境

を作っています。通常の休みですと、夏

期休暇や年末年始休暇なども1週間程

度が一般的な休みの期間だと思います

が、たとえば、ヨーロッパやアメリカなど、

海外旅行で遠方まで行こうとすると1週

間では日程的に足りないエリアがたくさ

んあります。そうしたこともふまえて、2週

間連続の休暇取得を可能にした制度を

導入しています。もちろん、1週間を2回

に分けて取るなどの調整は自由にしてあ

ります。年度の初めに社員から申告させ

ておいて、その期間を休む前提に、全体

の仕事の流れをコントロールするように

しています。始めた当初は、全体に浸透

させる意味もあって、『連続休暇辞令』と

いうものを書面にして出していたこともあ

りました。」

社長の中野さんは、まさに「百聞は一

見にしかず」の視点を重視し、会議室の

研修等で旅を学ぶことも重要だが、社

員が実際に旅行に行く機会を提供して

いるという。

しかしながら、2週間の連続休暇とな

ると、業務のカバーや、担当者が不在で

も支障のない仕組みが必要となる。その

ポイントを中野さんはこう語る。「当社は、

リピーターのお客様が全体の6割から7

割を占めており、レジャーの旅行よりは、

仕事で出張に行かれる業務渡航の手

配をご依頼いただく会社も多いので、担

当者がいないときには、お客様の航空

会社の好みであったりとか、どの航空会

社のマイレージをためているのか、窓側

が好きか通路側が好きかというような

お客様の情報がどれだけ整理されてい

るかが重要となります。そこで、顧客管理

システムなどデータベース化されたもの

にしておくことで、お問い合わせいただ

いたときに担当者が不在であっても、支

障のない業務フローを整えています。ま

た、長くお取引をさせていただいている

お客様には、こちらから事前に休みの予

定をお知らせしておくケースもあります。

日頃からの信頼関係作りが何よりも大

切であることは大前提ですので、大きく

は『顧客情報の管理』と『事前のご案内』

の2つを徹底することで、この休暇制度

の実現を可能にしています。当然、連続

休暇でなくても、突然の病欠等の場合

でも基本の部分は同じです。」

「現在では有給休暇の消化率は70％

強になっている状況です。旅行業は、お

客様へのご案内が自分の体験に基づく

ものである方が喜ばれたり、ご安心いた

だけるという要素が強いので、社員が国

内・国外問わず、旅行に行くという行為

が、自分自身の余暇であると同時に、仕

事の場面でも大いに役立つわけです。

たとえば、もし台湾に行ったならば、この

ホテルは観光地からも近くてきれいです

よとか、空港から何分ぐらいかかります

よ、というように、信頼感の得られる情報

をご提供しやすくなるわけです。その点

では、休暇と業務が密接に結びついて

いるという特性があるので、旅行業界で

は、休暇を促すというのは比較的やりや

すい面があると思います。最近の傾向と

して、若い人があまり海外旅行に行かな

くなってきているという状況もあります

が、若いときに異文化に触れるとか、異

国の地に行って、言葉がそんなに話せな

くても身振り手振りでなんとかなるもん

だというような体験が自信につながる面

もあると思いますね。その意味でも、旅

行の体験がその人の自信や成長につな

がり、人間性を豊かにするための良い機

会になると思います。このことは、若手社

員はもちろんのこと、若い世代のお客様

に対して“海外旅行体験のメリット”をお

話しすることにもつながりますしね。旅行

業界は、飛行機やホテルの予約など、形

のないものを売る仕事になるので、自分

の経験をもとに付加価値をプラスしてい

くことがとても重要になってきます。どこ

の旅行会社でも極端に違う商品は少な

いわけですから、安いことはもちろんで

すが、いかに情報を丁寧に、正確に、早く

伝えていけるのかがお客様の決め手に

なることが多いのです。だからこそ、付加

価値をどれだけ上げていけるかがポイ

ントだと思っています。創業以来、『お客

様と一緒に旅行をつくろう』というコンセ

プトを大切にしてきていますので、喜ん

でいただけるご提案のできるプロになる

ために必要な取り組みは、積極的に実

践していくべきだと考えています。」

エアーリンクでは、社員割引制度を、

社員の家族、友人にまで広げていると

いう。その真意は、自社へのロイヤリティ

の向上と、その輪を広げることにあると

いう。「社員割引きの対象にしてきたも

のを、2 年程前から、社員の家族、友人

まで幅を広げています。旅行する場合、

1人で行く場合もありますが、やはり多く

は、休暇の機会を活かして、家族と行く、

友人と行くというケースが多いですから

ね。そもそも、自社商品の割引制度とい

うものは、そこで利益を上げる目的はな

く、あくまでも、自社の特典が受けられて、

かつ、自社に対するロイヤリティが高まる

ことや、商品活用のネットワークが広がっ

ていくということが大きな狙いです。さら

に、その広がりからエアーリンクという会

社を知っていただく、今後もご利用いた

だけるという『輪』が広がっていけばい

いと考えています。特に我々の業界のよ

うに、製品として形のないものをご提供

しているケースでは、クチコミや人づての

紹介が強い影響力をもっていますので、

こうした割引制度も、その一助になれば

と思っています。」

エアーリンクの実践内容には、「社員

の経験がお客様のためになる」という思

想があり、社員自身の成長を通して、サー

ビスの付加価値を高めていこうとする

考え方が感じられる。そこには、創業時

から受け継がれてきた「お客様と一緒

に旅行をつくろう」というコンセプトが企

業活動全体に反映されているからに違

いない。

■事業内容：業務渡航・自由旅行のプランニ
ング、国内海外の航空券・ホテル等の手配、
各種パッケージツアー販売、インターネット
を使った旅行商品・サービスの提供、損害保
険・生命保険の代理店業■本社所在地：東
京都新宿区■設立：1979 年■従業員数：
141名（2009 年3月1日現在）■資本金：3
億5000 万円

会社概要
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株式会社エアーリンク

社員の休暇旅行を奨励することで、
仕事に活かせる「見聞」を広げさせ、
プロ意識を高める。

休暇の旅行は仕事に活かせる経験。
「百聞は一見にしかず」の視点で促進する。
休んでも業務に支障の出ない仕組み、顧客管
理システム等のデータベース化が大切。
社員の家族や友人まで視野に入れ、自社への
ロイヤリティを高める工夫を実践。

社員が旅行に行くための
機会を提供する休暇制度

２週間の連続休暇を可能にする
顧客管理と事前コントロール

連続休暇の旅行体験が「最新の現場情報」として仕事に活かされる仕組みづくり

旅行体験が仕事に直結し、
お客様のための情報となる

自社へのロイヤリティを高め、
その輪を広げる工夫も実践

企業コンセプト

「お客様と一緒に
旅行をつくろう」

連続休暇制度

社員の旅行体験から
「現地情報」「知識」
「自信」が生まれる

仕事への活用

お客様にとっての
活きた情報として
フィードバック可能

休暇と業務の好循環

プロフェッショナル
としての社員の成長、
企業の付加価値ＵＰ

明日から自社で活かすヒント

57 58

同社は、余暇と仕事が密接に関連しやすい旅行業界
の特性を活かして、社員のプロ意識を高めるための
休暇活用法を構築しているといえる。これは、休暇
の活用が、顧客のメリット創出につながることを意識
しているからこそできることであろう。社員が見聞を
広め、より現場感覚を磨くことによって、「お客様と
一緒に旅行を作ろう」というコンセプトが実現される。



CASE28

オフィスデザイン、オフィス環境のコン

サルタント業務を行う株式会社翔栄ク

リエイトは、2008 年5月から夏期休暇

や正月休みとは別に、年に1度最長16

日間の「連続休暇制度」を導入した。

5日間連続の有休に5日間連続の特

別休暇をプラス。その間の週末と前後

の週末を合わせれば16 連休となる。さ

らに、この制度を利用して旅行に出かけ

た場合、勤続年数に応じて交通費の一

部を会社が負担する「休暇生活活動

推進補助金制度」の利用もセットになっ

ている。補助金の額は例えば、入社2 年

目までは上限1万円、勤続9年以上では

最高10万円までが支払われる。原則的

に、年に1度「連続休暇制度」を利用す

ることを全社員に義務づけている。

制度を導入した狙いは、「視野が広が

り、人としての枠が広がることにより、お

客様へのサービスが向上する」「連続休

暇を取得し、業績が上がれば、お客様へ

の提案にも説得力が増す」「採用に関し

て差別化ができる」「従業員のリフレッ

シュ」「器が大きくなり、新しい人生観・

世界観が身に付く」「業務の効率化、個

人のスキルアップを考え実行するように

なる」「仕事の共有を考えるようになり、

チームとして助け合い、特定の人に依存

しなくても会社が回るようにできる」など、

多岐にわたる。その中でも、代表取締役

の宇佐神慎さんが最も重要視している

効果が、業務の効率化と組織力の強化

だ。

「弊社のようなクリエイティブな仕事

の場合、業務が社員個人個人に委ねら

れている部分が多い。16日間も連続で

休むということは、当然その分の業務を

効率よくこなさなければならなくなり、必

然的にメリハリをつけて仕事をするよう

になる。不在中にお客様に迷惑をかけ

ないように、諸連絡を事前に済ませると

ともに、お客様から連絡が入ったときに

は、他の社員がスムーズに対応できるよ

うに情報の共有化を進めなければなら

ない。業務内容は個人によるところが多

くても、必要なときにはお互いにフォロー

できる組織を作り上げる必要が出てく

る。休みを取ると最初に決めてしまえば、

これらの力学に従うよりほかない。」

業務が効率化し、お互いにフォローで

きる強固な組織ができてから長期休暇

の制度を導入するのではなく、業務の効

率化、組織力の強化のために、長期休

暇制度を導入するという発想の転換だ。

宇佐神さんの「連続休暇制度」のア

イデアを最初に聞いたとき、社員たちは

「土日だって休めていないのに、16日間

の連続休暇なんて現実的に無理でしょ

う」と思ったという。

それに対して、「心臓はずっと動いて

いるように見えて、脈を打つ瞬間以外は

休んでいる。土日までずっと仕事をして

いるということは、ダラダラと休みながら

仕事をしているのと同じ」と宇佐神さん

は考えていた。

制度の導入が決まると、まずは土日は

きちんと休めるようにしようとする意識

が社員の中に生まれた。そして、制度導

入から約半年で、土日出勤する社員が

減った。また、マネージャーなど、管理職

ほど休みが取りづらいことも浮き彫りに

なり、業務の管理を上司が属人的に行う

のではなく、組織全体で把握・コントロー

ルする意識が生まれた。

それでもなお、業務が効率化できず、

なかなか休みが取れない社員もいたこ

とから、2008 年10月より社員に「日報」

をつけることを義務づけた。例えば、デ

ザイナー用の日報の場合、「何時から何

時の間に、一人ひとりの能力に応じた労

働単価に対して、どんな業務を行った

か」を細かく記録する。それを受け取っ

た上司が「なぜこの業務にこんなに時

間がかかるのか。もっと時間の短縮やク

オリティアップの方法はないか」などと具

体的に効率化のための指導をする。営

業の場合、「何時から何時にどのお客様

と打ち合わせを行い、移動時間にはど

れくらいかかったか」などの時間管理の

ほか、「売上もお客様へのスピードやク

オリティも、月間自己目標に対して何パー

セントのところまで到達しているか」まで

を毎日記録する。

「自ら目標を立てて無駄な時間を削り、

仕事をつめていけば業務時間は削減で

き、クオリティもアップする。削減した時間

でさらに“仕事をしろ”と言うつもりはな

い。集中して仕事を終わらせたら、余った

時間は休んでいい。1日の行動記録を記

入させると、最初のうちは業務時間のす

べてを仕事で埋めたくなるようだが、実

は良い仕事ができている社員の日報に

はところどころまとまった休みの時間が

ある。1日の中で計画的に休みが取れ

るようになれば、1週間単位でも計画的

に休みが取れるようになる。1週間単位

で計画的に休みが取れるようになれば、

より長期的なスパンで休みが取れるよ

うになる。社員全員にそれだけのスキル

がつけば、誰か一人が欠けてもフォロー

できる余裕が生まれる。それが強い組

織。」と宇佐神さん。

社員同士の情報の共有化について

は、お客様に関する資料やデータがどこ

にあるのかを誰もがわかるよう徹底する

のはもちろんのこと、同社の十八番であ

るオフィス環境の改善が有効だという。

同社では、社員は円の外を向くように並

べられたデスクで仕事を行い、中央に打

ち合わせ机が配置されている。振り向け

ば、いつでも打ち合わせができるので、

必要なときに随時短時間の打ち合わせ

を行い、すぐに作業に戻ることが可能

だ。また、振り返れば、お互いのパソコン

の画面が見えたり、机の様子が見えたり

するので、お互いにどんな仕事にとりか

かっているのかを把握できる。

「連続休暇制度」だけでなく、「休暇

生活活動推進補助金制度」も用意した

理由について、宇佐神さんは「主にデザ

イナーという職種では、普段は家と会社

の往復だけの生活になりがちだが、適

度な遊びがなければ、いい仕事はでき

ない。休暇を家で休むのではなく、外に

出て遊び、視野を広げることで、いい仕

事につなげてほしいから。」と説明する。

すでに「連続休暇制度」を利用した社

員の全員が国内、海外へ旅行に行くこと

で、建築デザインなどについての見聞を

広め、業務に還元している。

「連続休暇制度」の利用に際しては事

前に旅行計画の提出を義務づけてい

る。さらに「休暇生活活動推進補助金」

は、休暇明けに制度についてのアンケー

トを提出した後で支払われる仕組みを

取っている。そのアンケートは今後の制

度改善のための参考にするという。

現在、2 週間の長期休暇が難しい管

理職社員もいて、「連続休暇」を1週間

ずつの2回に分ける案も検討されてい

るが、宇佐神さんは「せっかくの連続休

暇もバラしてしまえば意味を失ってしま

う。これはあくまでも現時点での組織

の弱点の露呈。やむを得ない一時的な

処置であり、ゆくゆくは2 週間の連続休

暇に戻すのが大前提。むしろ、今後はさ

らに長期の休暇制度導入にチャレンジ

したい。」と、さらなる業務効率と組織

力の強化に意欲を燃やしている。

会社概要
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日報の義務化で業務時間の
無駄を徹底的に排除

旅行費用の一部を会社が負担し
外に出て遊ぶことを奨励

連続休暇制度の導入で
土日出社が減った

株式会社翔栄クリエイト

業務の効率化、組織力強化のために
最長 16 日間の連続休暇制度を
導入する“発想の転換”。

■事業内容：コンサルティング、オフィス
空間デザイン、オフィス・商業施設のトー
タルコンストラクション■本社所在地：東
京都港区■設立：1997 年■従業員数：
60 名（2009 年 2 月現在）

連続休暇制度を設けることで業務の効率化と
社員同士でフォローしあう意識が芽生える。
社内補助金制度を導入することで、
休暇をより有効に活用する支援ができる。
日報をつけることで無駄な時間を洗い出し
創出した時間を休みに当てることができる。

「連続休暇制度」導入直後に2 週間の休みを
取り家族とギリシャに行きました。入社以
来初めての長期休暇で、「出発前後に仕事の
ピークが重なってしまったらどうしよう」と
最初は不安でしたが、申請した後は覚悟を
決めて、計画的に仕事を進め、みんなの協力
も得ることで出発前に必要な仕事はすべて

終えることができました。出発してから2 〜
3 日は「仕事は大丈夫かな」と不安になるこ
ともありましたが、それを過ぎると不安は消
え、いつもの短期の休みとは全く違う質の時
間を体験できました。休みによってリフレッ
シュできただけでなく、計画的に仕事を進め
ればきちんと休めることを実感しました。

計画的に効率よく仕事を進めれば、長期休暇取得も可能だと実感
デザイナー　船越理恵さん

明日から自社で活かすヒント

59 60

万全の準備を行ってから新制度を導入するのではな
く、あえて新制度を導入することで、社員や組織の
あり方を問うという方法が斬新。組織管理に休暇制
度を利用した良い例といえる。新制度の導入により、
組織としての課題が浮き彫りになり、それを改善して
いくことで企業としての体制強化を図る効果が期待で
きる。
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群馬県富岡市、市街地から少し離れ

た自然豊かな環境に本社を構えるマル

キンアド株式会社。WEBデザインやグ

ラフィックデザインの企画制作を手がけ

る同社は2008 年度に、最長15日間の

特別休暇と最大40万円の賞与が付与

される「バケーションシステム」を導入し

た。同制度は、入社3 年以上の社員を対

象にした長期休暇制度で、入社3 年目、

5 年目、7年目、10 年目、以降40 年目まで

の5 年ごとに利用できる。年次ごとに休

暇日数と賞与額が設定されており、たと

えば入社3 年目は3日間の特別休暇と

3万円のボーナス、７年目は７日間の特別

休暇と15 万円のボーナス、10 年目は15

日間の特別休暇と20万円のボーナスが

支給される仕組みだ。いずれも、特別休

暇に年次有給休暇、土日を加えることで

最短１週間（3 年目）～最長１カ月間（10

年目）のバケーションが取得可能。同制

度には休暇とボーナスという2つの要素

があるが、ボーナスのみの取得は原則で

きないため、あくまでも“休暇”に主眼を

置いた制度といえるだろう。まずは、同制

度導入の背景を、山田勝博社長に聞く。

「好業績の利益還元という側面もあり

ますが、制度導入の根本にあるのは“会

社は社員の幸せを実現するための共同

体”という経営哲学です。社会人になる

と、なかなかまとまった休みが取れない

というのは、どの業界でも同じだと思いま

す。ですが、“社員の幸せ”という観点から

すると、やはり長期休暇は必要な要素だ

と考えました。そこで昨年、バケーション

システムを創設し、1週間～最大１カ月間

の休暇を取れる環境づくりを目指したん

です。休暇を何に使うかはすべて社員に

任せていますが、社長としてはぜひ旅行

をして欲しいと思っています。心身共に

リフレッシュし、見聞を広めることが、デ

ザインを含めて色 な々意味で会社に良

い影響をもたらすと信じていますから。」

異文化に刺激を受け、見聞を広めると

いう経験は、デザインの現場に還元され

る。同氏がそう考える背景には、ひとつ

の原体験がある。

「3～4年前でしょうか。当時28歳だっ

た男性社員が、とあるプロジェクトのた

めに東京の大手ネット広告代理店に出

向していたんです。6カ月がかりのプロ

ジェクトでしたが、これがかなりハードな

案件で、昼夜問わずの作業が頻発し、6

カ月間土日もゼロというような状態でし

た。彼が無事プロジェクトを成功させ、群

馬に帰ってきたときには、ずいぶんぐった

りとした様子でした。そこで、会社として

彼なしでも通常の仕事を回す体制がで

きていたこともあり、これは良いチャンス

だと考え『すぐに1カ月の休暇を取って

旅行して来い』と指示したんです。当時

は現在のバケーションシステムのような

制度はなかったので、ポケットマネーで

ボーナスも支給しました。」

出向を終えた男性社員は、社長の指

示をきっかけに、エジプトへ向かった。

「どうやら彼は、旅の途中にお金が足

りなくなっては、現地で働きながら旅行

を続ける…というような日々 を過ごしたら

しいんですね。1カ月間の休暇を終え、群

馬に帰ってくる頃には、ぐったりとしてい

た面影はなく、すっかりたくましい表情に

なっていた。彼の痛快なみやげ話や変

化の様子、周囲の社員に与える影響を見

ていて、あぁ、これは良い機会だったな、

と実感したんです。もちろん彼は、その後

復帰し、現在もバリバリ活躍中です。もっ

とも、直接的にエジプトらしい仕事をす

るようになった…ということではありませ

んが、デザインの仕事というのは感性に

負う部分も多い。彼が得た経験は、いわ

ば会社としての財産にもなっていると思

いますね。」

この体験をヒントに創設された「バ

ケーションシステム」。運用初年度となる

2008 年は、制度対象者となる5名中、家

庭の都合でやむなく利用できなかった1

名を除く4名が利用。沖縄や九州などを

旅行したという。

地元ケーキショップの広告から、誰も

が知るナショナルブランドのホームペー

ジまで、幅広い制作物を手がけるマルキ

ンアド。社員数36名、設立13 年で群馬

県の最大規模の制作プロダクションへ

と成長した同社のクライアントには、東

京に本社を構える大手企業も多く、年

間の出張費は東京～高崎間の新幹線

代だけで1000万円を超える。当然業務

は多忙で、プロジェクトによっては、休日

出勤や長時間の残業が発生するケース

も少なくはないという。そんな状況下、昨

年度は全社員の１割以上にあたる4名

が前述のバケーションシステムを利用し

た。経営面や他の社員の業務に支障は

なかったのだろうか。

「通常の給料と賞与に加え、最大１カ

月の休暇と特別ボーナスを支給する。こ

れは正直、経営者としては痛い面もあり

ますよね。ただ、痛い痛いと言ってもしょ

うがないし、メリットの方が大きいと思っ

ています。先ほどの“社員の幸せ”とい

う観点はもちろん、昨年度からの運用な

のでまだ数字には表れていませんが、採

用面での期待もあります。また、入社３年

目というのは一般的に「退社か勤続か」

のターニングポイントだといわれていま

す。バケーションシステムの対象年次を

この3 年目からとしたのは、このターニン

グポイントでの離職防止のフックになれ

ば、という願いもあるんですよ。」

長期休暇を取る社員は、チームへの

影響が少ない時期に休暇を取るように

配慮しており、対象外の社員にとっても、

3 年、5 年、７年、10 年…とほぼ隔年で

制度の対象年次となるため、仕事量の

面ではお互い様だという感覚もあるとい

う。さらに、同制度を運用することで、思

わぬ副産物もあった。

「１つの案件に対して4～5人のチー

ムで仕事をする場合が多いのですが、

チームの１人が１週間抜けると、必然的

に残りの社員が抜けた部分をカバーす

ることになります。すると、それぞれが通

常の業務ではタッチしない領域の仕事

を経験できるし、チーム内の連携も強く

なる。これは、制作会社としては予期せ

ぬメリットでした。」

同社では、金曜日になると社長が社

内を回り、一人ひとりに声をかける。社長

自ら社員の休日出勤を抑制し、有給休

暇の取得を促すためだという。

「社員の心身の健康を保つためにも、

総労働時間の削減は必要だと考えてい

ます。ただ、50 名以下というのは、全社員

が目の届く範囲にいるという規模。200

人～300人の会社だと、制度さえしっか

りしていれば、ある程度個人の判断で有

休消化できるかもしれませんが、50人以

下だと『あいつ休んでいないな』という

のがすぐにわかりますからね。上司が率

先して有休を取るだけでなく、『休め！』と

命令するくらいでないといけません。」

普段からコミュニケーションを取り、休

みやすい雰囲気づくりを心がけていると

いう同氏は、最後にこう付け加えた。

「やっぱり企業というのは、結局、人間

が一番大切なんですよね。」
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長期休暇で得た社員の経験は
企業としての財産にもなる

長期休暇制度導入で
チーム内の連携も強化

最長1カ月の休暇が可能。
大胆な長期休暇制度を導入

マルキンアド株式会社

最長１カ月の大胆な長期休暇制度。
旅行で得た社員の経験は
デザイン会社としての貴重な財産に。

■事業内容：ホームページおよびデジタル
コンテンツ事業の企画制作、各種印刷物
の制作、広告／セールスプロモーションの
企画制作、CI 計画の企画制作、イベント・
展示会の企画運営、総合音楽制作事業な
ど■本社所在地：群馬県富岡市■設立：
1996 年■従業員数：36 名■売上高：4
億 5000 万円（2008 年 9 月期）

大胆な長期休暇制度の導入で、
社員のモチベーションアップを図る。
３年目は「勤続か退社か」の
ターニングポイント。効果的な離職防止策を。
50 人以下という規模だからこそ、
積極的な「休める」雰囲気づくりが必要。

昨年12 月に、バケーションシステムを利
用して、友人と一緒に沖縄本島を旅行しま
した。海のない群馬県から南の島へ。残波
岬などの名所を訪れ、趣味のカメラ撮影を
楽しみました。環境を変えることで、本当
にリフレッシュできましたし、業務上、ク
ライアントにデザイン表現を提案する機

会が多いので、沖縄の美しい海を見た経験
が、表現力を広げる意味で役立てば最高
ですね。昨年この制度が創設されたとき
は、社員としては単純にうれしかったです
し、「休んでも良いんだ」という会社のメッ
セージを改めて実感できたと思います。社
員の評判は、もちろん上々ですよ。

趣味のカメラも満喫。デザイン表現力にも活かしたい
営業局／インタラクティブグループ　web プロデューサー　黒澤俊輔さん

従業員数 50人以下だから
より積極的な配慮が大切
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同社は、最長 1カ月という長期休暇制度の導入で、従
業員の心身のケアや採用、離職防止面での優秀な人
材の確保、さらにはデザイン会社としての企業競争力
の強化を図っている。小規模企業ならではの大胆な施
策は、過剰労働が常態化しやすいマスコミ業界ならで
はの問題を克服しようとする同社の強い意志を感じさ
せる。この強い意志のもとでの制度運用の結果、チー
ム内連携が強化されたという予期せぬメリットも享受。
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「バブル期の真っ只中、大卒新卒採用

の主流は合同説明会でした。ちょうど新

卒社員を採用したいと考えていたため、

弊社も参加を試みたのです。」

同社が現在のような充実した職場環

境を整えるきっかけとなったのは、この

ときだったと拓新産業株式会社の藤河

次宏代表は語る。

「この合同説明会で、大変なショック

をうけたのです。初めてで勝手がわから

なかったということもありましたが、学生

が全くうちのブースに関心を持ってくれ

なかったんです。席に座ってくれる人が

ほとんどいなかった。」

この経験から、まずは学生にとって

魅力的な企業にするべく職場環境を改

善していこうと考えたのだという。

「恥ずかしながら当時は就業規則さ

えきちんと把握していませんでした。こ

れではまずいと思い、書店に行って、先

進的な就業規則の事例について勉強

をしました。」

こうして業界では異例の週休2日制

の導入、有給休暇の完全取得を目指す

ことに決めた。

急進的な改革は難しかったが、5 年

くらいかけて完全な週休2日制に近づ

き、7年で浸透したという。

20年前、合同説明会の席が全く埋ま

らなかったという同社だが、現在では採

用募集が数名のところに約400 名の応

募があり、説明会も多いときでは20 回

以上行うことがあるという。その様子は

TV取材が入ったこともあったほどだ。

「バス停からリクルートスーツを着た

学生が列をなしてここにやってくるんで

す。うちは一貫して説明会は、本社に来

てもらうようにしています。社内で働く従

業員は押しかける学生たちに大変刺激

を受けるんです。内定までに採用面接

は、全部で5回程度行いますから、のべ

でいうと相当な数の学生がここに足を

運ぶことになる。すると“なんでこんなに

自分の会社は人気があるのだろう、そん

なに魅力があるのかな”と考え、当社の

社員であることを誇りに思うようになる。

それによる社員のモチベーションアッ

プ効果はかなりのものです。」

毎年時期がくると、拓新産業に多くの

学生が訪れる姿を頻繁に目にするよう

になる。これは、地域へのPRにもなって

いる。

職場改善による採用人気向上の結

果、同社の平均年齢は同業では若めの

32 歳。オフィスを見渡しても若い人材を

含めたあらゆる層の従業員がそろって

おり、サークル活動やイベント行事もさ

かんに行われ、社内に活気がある。

近年の学生にとって人気業種とはい

えない業界であり、なおかつアクセスの

いい場所とはいえない立地条件にある

同社であるからこそ、この人気ぶりは、職

場環境の良さを直接的に強調する。

しかし、週休1日が当然だった同業界

内で反発はなかったのだろうか。

「建設現場というのは日曜だろうが、

なんだろうが工期の関係で仕事をする

業界です。休日でもお客さんがあければ

あけるところがまだまだ多い。はじめは

当然社内からも、お客さんからも反対が

ありました。他社と比べて不利にならな

いか、皆不安を感じていたんですね。け

れど社員に、“休みは現状のままでいい

のか”と問うと、一転、その答えはＮＯな

のです。それならば、マイナス的な考え方

ではなく、実現できるように問題点をクリ

アしていくことを考えていきました。」

導入してみると、週休2日制の導入に

は予想したほどの混乱はなかったとい

う。しかし、つまずきはじめたのは「完全

な」週休2日を目指したころから。

他社が活動している土曜日に全社員

を不在にするのには無理があった。

「結局、全社員が休むのは第2土曜日

だけと定めました。年間スケジュールを

各部署ごとに話し合いで作り交代制を

とっています。土曜出社した社員には別

の日に代休をとってもらう。こうすること

で週休2日を維持しています。」

これによって、お客さんに対しても、誰

もいなくなる土曜日は月に1度だけと話

し、ご理解をいただいたのだという。業

界的にどうしても変えられない部分は

無理をしないというのが長く続ける秘

訣だとか。

そうはいっても、労働時間だけで考え

れば早く仕上がる他社に軍配があがっ

てしまうこともあるだろう。同社に発注

が集まる理由はどこにあるのだろうか。

「社員満足が高まれば、社員の顧客

に対する態度が変わってきます。ダイレ

クトに顧客満足を優先するのではなく、

ある意味で社員満足を優先し、社員を

通じて顧客満足につながっていくことを

望んでいます。また、お客さんの要望に

あわせて休日出社をすればそれだけの

休日手当が発生します。そうした意味で

はある程度割り切って休みをつくること

は経営メリットにもつながってきます。」

社内で休暇はどのようにして浸透し

ていったのだろうか。

「当然、急に週休2日といっても社員

にはすぐに浸透しない。浸透というより、

信用しません。休みを推奨してはいるけ

れど、休むと実は影で評価が下がって

いるのでは……などという心配をした

社員だっていたかもしれない。20 年前

というのはまだそういう時代だったの

です。そこで、朝礼などの機会を使って、

トップである私から直接社員によびか

けをはじめました。具体的には3カ月お

きに、休暇取得率の低い社員の名前を

読み上げることを3 年間続けました。」

このアクションによって藤河社長の本

気度が伝わったという。やがてこの役目

は社員からの申し出により総務にバトン

タッチされる。その後、このしきたりは今

でも続いている。　　

また、藤河社長の望む風土を新入社

員が応援してくれたという。

「休みを奨励する企業として新卒採

用を行っていますので、4回の新卒採

用を行えば、4 期分のあたらしい社風

に沿った若手が入社してきます。これに

よって休暇をよしとする風土の浸透速

度が増していきました。」

同じ効果を狙い、新卒の採用説明会

に交代で従業員にも参加をしてもらっ

たという。トップの意見を知ってもらうい

い機会だと考えたのだ。そのほか、手

間、時間、費用をかけ自社の取り組みの

意味、意義を感じてもらうためのワーク

ショップも用意している。

「外部から講師を招いての研修とい

うのは、スキル研修には向いています

が、社内風土に関しては全く不向きで

す。こうした研修では自ら考えてもらう機

会をいかにつくるかが課題です。」

同社には「一流の中小企業を目指し

たい」というスローガンがある。「人間、

基本的な欲求が満たされなくては自己

実現などできません。だから職場環境

は整えてあげなくてはいけない。」とは

代表の考え。最後に藤河さんは、こうま

とめた。

「大手企業に比べて就職人気がな

い中小企業だからこそ、人材に対する

努力が必要。人が来ないと嘆く前に職

場環境を改善する努力が必要です。」
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業界慣行の折り合いが肝に。
顧客満足≦社員満足の方針

休暇の意味を考える機会を
ワークを通じ感じてもらう

新卒採用のための職場改善。
休暇施策が採用に直結

拓新産業株式会社

20 年前より週休 2 日を実施。
新卒採用の不振をきっかけに
休暇制度の充実を検討。

■事業内容：建設用機材・事務用備品・
電気製品・OA 機器のレンタルおよびリー
ス■本社所在地：福岡県福岡市早良区■
設立：1977 年■従業員数：75 名（2009
年 3月）■売上高：8億円（2008 年 9月期）

ワークショップ型の研修を取り入れることで、
休暇制度の意味を自ら理解してもらう。
風土を改善していくためには、トップからの
直接的、継続的な語りかけが有効。
社員満足を向上させれば、顧客満足の向上に
つながる仕事ができるようになる。

同社では、会社の考え方を知ってもらう
ことを目的として、ワークショップ形式
の研修を頻繁に行っている。研修委員会
が設けられており、社員が発案した手作
りの研修を行う。講義形式の押し付けで
はなく社員同士で討議をさせ、自ら気が
ついてもらうことを大切にしている。例
えば「他社と比較した自社のプラス面、

マイナス面」を話し合いグループ発表す
ることで自社の休暇制度がもたらす効
果を知ることになるという具合だ。こう
した研修は15 名程度を数グループにわ
け、半日を要して行う。集める社員は、
階層別、職場別など「タテ、ヨコ、ナナ
メ」といろいろな集め方をするのがポイ
ントなのだという。

自作のワークショップを通じて自社の取り組みを伝える

いろいろなグルーピングで社員を集め、自ら考え
させる機会を設けている
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若者にとって魅力のある職場環境を考え、クライアン
トに休みを合わせる業界慣行があるなか、早い時期
から週休 2 日などの休暇制度を断行した結果が、人
材採用力に大きく表れている。中規模企業にとって
トップが直接語ることが重要であること、またその伝
え方が参考になる。また、社員満足度の向上が顧客
満足度アップの確かな道筋であるとの考え方のもとに
休暇を位置付けていることも注目に値する。



業務効率化の工夫、複数業務に対応できる人材の育成等、休暇取得と企業活動を両立させていく
ためのヒント。

休暇と企業活動を両立させる仕組みづくり

●輪番制による仕事の回り持ちで、1 人が抜けても仕事を止
　めずに済む体制を作る。 株式会社岡田鉄工所 21

●休暇による人員不足には、店舗を束ねるスーパーバイザー
　が他店からの応援派遣を要請。 株式会社ラムラ 51

●事務所業務向けにもマニュアルを作成し、担当者不在時の
　業務代行を容易にする。 株式会社良品計画 43

●勤続 4 年を節目に長期休暇を与え、メンタルヘルス効果で
　離職を防止。 株式会社ミツエーリンクス 39

●「常に考える」ことで、少ない労働時間でも高い収益を生
　み出す。 未来工業株式会社 23

●業務レベルを上げる研修が「仕事を任せられる人」を増やし、
　休みやすい環境を作る。 株式会社ホテル南風荘 55

●業務効率化の前提として、退社時刻宣言、年休計画表等で、
　忙しさを「見える化」。 三井化学株式会社 13

●日報をつけることで無駄な時間を洗い出し創出した時間を
　休みに当てることができる。 株式会社翔栄クリエイト 59

●会議、メールに関するルールの策定など、分かりやすい「時
　間づくり」ノウハウの開示。 三井化学株式会社 13

●社員のマルチプレイヤー化で、担当部署以外の仕事も手伝
　える体制を整えておく。 株式会社ホテル東洋館 53

●業務が比較的緩やかになる時期には、臨機応変に臨時の休
　暇制度を発令。 六花亭製菓株式会社 09

●適切な人員配置を行い、人不足で休めない状態を解消する。
株式会社ホテル東洋館 53

●在宅勤務制度の導入で業務の計画性が増し、休暇を取得し
　やすくなる。 株式会社富士通ワイエフシー 35

●業務フロー中のタイムラグを有給休暇取得日にあてること
　で生産効率が向上する。 中外医薬生産株式会社 19

●販売スタイルを「野球型からサッカー型」へ移行し、顧客満足
　度を向上させる。株式会社ナルミヤ・インターナショナル 47

●販売スタッフを店舗ごとで分けずに、施設全体でユニットをつくり
　 勤務シフトを組む。株式会社ナルミヤ・インターナショナル 47

●複数の人に複数の現場を担当させることで休暇をカバーし
　あう。 株式会社カミテ 27

●休んでも業務に支障の出ない仕組み、顧客管理システム等
　のデータベース化が大切。 株式会社エアーリンク 57
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55
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61
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現場の意見を活かした制度導入や有給休暇取得の柔軟な運用などに関するヒント。

休暇制度の導入や運用の工夫

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 31
●残業が多くなりがちな高パフォーマーに、ピンポイントで
　効く休暇施策。

株式会社太陽商工 07
●フレックス休暇制度導入で仕事の状況にあわせて効率的な
　休暇取得が可能に。

株式会社長岡塗装店 05
●子どもの看護に使えるよう、有休取得日数を 30 分単位で使
　えるようにする。

株式会社長岡塗装店 05
●世代による不公平感をださないよう、育児支援と介護支援
　を両立させる。

株式会社長岡塗装店 05
●助成金制度を活用し、基本的な社則を準備し、自社にあっ
　た休暇施策をスタートさせる。

NEC ソフト株式会社 29
●既存の有給休暇の「取り方」を工夫するだけで、コストを
　かけずに取得率アップ。

株式会社カミテ 27
●有給休暇付与時期を 4 月 1 日にしないことで、風邪などに
　備えて有休を残す社員を減らす。

中外医薬生産株式会社 19
●半休制度を導入すれば無駄な有給休暇取得が減り、生きた
　有給休暇取得が増える。

●年間 140 日の公休や残業の禁止など、時間的報酬が社員の
　やる気を生む。 未来工業株式会社 23

日本 ATM 株式会社

オイシックス株式会社

●ワーキンググループの立ち上げによる、現場の声をひろう
　仕組みづくり。

株式会社ホテル南風荘

のと共栄信用金庫

●大胆な長期休暇制度の導入で、社員のモチベーションアッ
　プを図る。

●社員のライフスタイルの変化に合わせた制度で、モチベー
　ションを高める。

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

株式会社ミツエーリンクス

マルキンアド株式会社

●全員が取得しやすいように、上半期 3 日、下半期 2 日の
　休暇制度を実現。

●誰にでも訪れる誕生日を休暇とすることで、全員が公平に
　抵抗なく休暇を取得できる。

●非日常的な体験の機会とし、リフレッシュ効果を高めるため、
　2 日以上の連続休暇を用意。

●社員の声を吸い上げる場を持ち、より現場に密着した施策
　を打ち出す。

●新しい休暇施策をスタートさせる際は社員に直接語りかけ、
　浸透させる。 株式会社 島屋 45

●社員アンケート等により実情を把握してから具体的な目標を
　決め、ステップアップを図る。 株式会社ホテル南風荘 55

制度を作るだけではなく、目標設定と取得計画、定期的なモニタリングの実施、組織内の連携で
成果を出していくためのヒント。

休暇取得制度に関するPDCAサイクル

●休暇の名目を可視化、業務管理システムに組み込んで利用
　しやすく。 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 33

●休みを決める時期を定め、年間の長期休暇を予め設定し、そ
　の取得状況もチェックする。 六花亭製菓株式会社 09

●年度初めに休む日を決定、毎月予定と実績を照らし合わせ
　て公表し、確実な取得を促進。 株式会社ラムラ 51

●年度初めの「計画」「申請」で長期休暇の取得を可能にし、取
　得率の低い職種の状況を改善。 アサヒビール株式会社 11

●年間の出社カレンダーが決まるタイミングを、有休取得計画
　のきっかけとする。 アサヒビール株式会社 11

●有休取得ノルマを付与日数の3 割と妥当なレベルに設定し、
　無理なく目標達成を目指す。 株式会社岡田鉄工所 21

●対象者への告知や事前申告により、連続休暇取得を促進で
　きるしくみを確立。 ダイハツ工業株式会社 25

●経営トップ自らが社員の勤怠状況を把握して、問題を見つ
　けたらすぐに指導。 株式会社太陽商工 07

●制度を設けたあとも、検証、改善が定期的に続けられる仕
　組みづくりをする。 第一三共株式会社 15

●人事部と各事業部・各部門がそれぞれやるべきことを分担
　し、両輪ですすめる。 第一三共株式会社 15

●全社単位、支店単位、課単位の休暇取得日設定による取得
　率のアップ。 　アストラゼネカ株式会社 17

休暇取得を促進するだけではなく、有意義な休暇の活用につなげていくためのヒント。

休暇の有効活用

●オフを充実させている社員の姿を見せるなど、休暇の活用
　法をイメージさせる。 三井化学株式会社 13

●社内補助金制度を導入することで、休暇をより有効に活用
　する支援ができる。 株式会社翔栄クリエイト 59

●休暇の旅行は仕事に活かせる経験。「百聞は一見にしかず」
　の視点で促進する。 株式会社エアーリンク 57

● “旅行権” の支給など「きちんと休ませる」ための工夫を忘
　れない。 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 31

●従来の休暇制度の枠に留まらない CSR 活動への取り組みに
　よる活性化。 アストラゼネカ株式会社 17

●補助金の支給を伴った休暇制度を設けて、企業価値の向上
　に役立つ休暇の過ごし方を提案。 オイシックス株式会社 41

●旅をきっかけに「消費型休暇」を「生きた休暇」へ転換させる。
六花亭製菓株式会社 09

●休暇はアンテナを張り巡らせるチャンス。旅などの多様な
　経験が社員の新しい力に。 未来工業株式会社 23

●社員の自発性を高め、自立した人間力を育む “企業見聞の旅”
　を制度化。 のと共栄信用金庫 49

●家族の誕生日に休めるファミリー休暇などで、有休取得の
　ためのきっかけを与える。 日本 ATM 株式会社 37

●目的が明確な休暇を導入し、休暇に対する会社のメッセー
　ジを社員に発信する。 　株式会社 島屋 45

経営者、管理職、従業員それぞれの意識改革によって休暇取得しやすい風土づくりを進めていくためのヒント。

休暇取得への意識改革、風土づくり

●制度の導入だけでなく、上司が進んで休暇を取り、休みや
　すい風土をつくる。 株式会社太陽商工 07

●トップ自ら、個人面談を行い、社員の要望を直接吸い上げる。
株式会社カミテ 27

●会社がワーク・ライフ・バランス重視の姿勢を明確にすれ
　ば社員の意識改革も進む。 株式会社岡田鉄工所 21

●強制的な有給休暇取得が自主的な有給休暇取得の呼び水に
　なる。 中外医薬生産株式会社 19

●ひとたび休暇に前向きな風土が形成されれば、強制より自
　発的な運用が効果的。 アサヒビール株式会社 11

●労使間の円滑なコミュニケーションのもと、有休を取りや
　すい風土。 ダイハツ工業株式会社 25

●休むことによる生産性アップ等のプラス効果を意識するこ
　とが大切。 ダイハツ工業株式会社 25

●社員の納得感の醸成、職種による違いをカバーする制度へ
　の配慮。 アストラゼネカ株式会社 17

●迅速な制度の施策決定は社員へのメッセージ。休暇制度を積極的に利
　用する風土を作る。伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 31

●球技大会や納涼祭など、社内行事での人間関係構築による
　「休みやすい」風土づくり。 NEC ソフト株式会社 29

●本人だけでなく上司にも働きかけることで休暇を促進させ
　る。 第一三共株式会社 15

●上司がメンバーの休暇を申請することで、縦の会話が深ま
　り、横の理解が得られる。 NEC ソフト株式会社 29

●ワークショップ型の研修を取り入れることで、休暇制度の
　意味を自ら理解してもらう。 拓新産業株式会社 63

●風土を改善していくためには、トップからの直接的、継続
　的な語りかけが有効。 拓新産業株式会社 63

●最初はトップダウンで改革を徹底、効果を実感させること
　で社員の意識を変えていく。 株式会社良品計画 43

●幹部社員をはじめ、まず「上」が行動することで、「下」が行
　動しやすい雰囲気を作る。株式会社富士通ワイエフシー 35

●トップがワーク・ライフ・バランスへの明確な意思を持ち、メッセー
　ジを発する。 日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 33

● 50人以下という規模だからこそ、積極的な「休める」雰囲
　気づくりが必要。 マルキンアド株式会社 61

●半分は業務とすることで、旅行や遊びのための休みもとり
　やすい雰囲気を作る。 株式会社ホテル東洋館 53

●長期休暇制度を設けることで業務の効率化と社員同士で
　フォローしあう意識が芽生える。株式会社翔栄クリエイト 59

●社内の旅行等の交流を通し、いざというときに頼れる横の
　つながりを築く。 株式会社ラムラ 51

●管理職に対してワークライフバランスの研修を行い、社員
　の多様な価値観への理解を促す。 株式会社 島屋 45

経営に よく効く「休暇」   実践編
「明日から自社で活かすヒント」から事例を探す

●全社員が育児期の女性社員になったつもりで仕事を早め早
　めに進め、効率化する。 株式会社良品計画 43
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